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シンポジウム（2026 年 8 月 29 日） 

 

「マイナ保険証」を生み出したデジタル（AI）化政策の危険性 

 

稲葉一将（名古屋大学） 

 

１．報告の趣旨 

・今回のシンポジウムは、「マイナ保険証」（健康保険証の廃止とマイナンバーカードによる代

替）が生み出している諸問題を論じる。 

・その前提として、本報告は、何が「マイナ保険証」を生んだのかを論じる。 

・「マイナ保険証」が有する性格や特徴の確認を企図している。 

 

２．「マイナ保険証」の本質は何か 

（１）国民不在とプロセスの不透明性 

・健康保険証の廃止は、最終的（形式的）には国会（＝国民代表議会）が定めた1が、廃止方針

はそれ以前から行政内部で存在していた。閣議決定「デジタル社会の実現に向けた重点計画」

（2022 年 6 月 7 日）は「保険証の原則廃止」の語句を用いていたが、同年 10 月 13 日のデジタ

ル大臣の記者会見では「原則」の語句が消滅した。 

・ここには 2 つの問題点がある。その 1 つは、国民代表議会である国会の立法機能の弱さ。2

つ目の問題点は、「行政」の政策形成といっても、厚生労働省とデジタル庁との連絡や閣議にお

ける調整等、そのプロセスが不明であること。 

（２）法の支配から状況の政治判断へ 

・以上の 1 つ目の問題点は、主権者である国民自らがつくる法という意味での「法の支配」を

弱体化させる。 

・マイナンバー制度の根拠は、番号法（正確には、行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律（2013 年法律第 27 号））がこれを定める。一方的な付番（個人

番号の生成・指定）の根拠を定める一面とともに、マイナンバーカード取得の任意性（申請は

国民の意思に任せられている。）を定めるという一面もある。 

・マイナンバーカードの目的は、利便性の向上2だと考えられるので、国民が取得するかどうか

を決めればよいから、義務ではない。 

・その番号法の仕組みの外部で、マイナンバーカードの取得義務化が進行した。ここで取得

「義務化」というのは、報告者の用語3。マイナポイントの付与や健康保険証の廃止によって、

 
1 2023 年 6 月 2 日に、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律等の一部を改正する法律案が成立した（法律第 48 号）。 
2 番号法 1 条は、「国民が、手続の簡素化による負担の軽減、本人確認の簡易な手段その他の

利便性の向上を得られるようにする」と定める。 
3 稲葉一将「マイナンバーカード普及の新段階―取得『義務化』による公共サービスの変質
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徐々に「抽象的な不安や国への不信」といった「国民の意識」が変化している状態を表現しよ

うとして、「量的変化」という意味で、「義務化」という語句を用いていた。 

・その時々の状況の政治判断（マイナンバーカードを持たない、資格確認書だけを使う国民も

いるが、少数という状況判断）によって、「マイナ保険証」は存在している。この政治判断は、

番号法の外側で展開している。しかし、この「現実」が番号法から乖離するようになると、番

号法を「現実」に合わせるという「論理」が生まれてくる。 

・その「論理」の 1 つとして、利便性の向上ではなくて秩序維持目的が媒介になった場合を想

定して、報告者は、「義務化」の段階から一歩進んで「『化』が外れて、『義務』という質的変化

の段階に進む」と、カードの目的も「国民の利便性の向上から『国民の行動履歴の管理』」へと

「変質」すると述べていた4。 

 

３．デジタル（AI）化政策の本質は何か―2026 年前半の現象形態から読み解く― 

・「２」の状況を生み出している原因を探るのが「３」のねらい（ここが、本報告の中心）。現

象形態5に沿って本質が何かを探ってみる。 

（１）個人情報保護法の改正と寡頭制への移行 

・資本主義の経済体制における世界的な変化。人間の行動履歴が資源になる（土地が私的所有

権の対象になったように、人間の行動履歴がデータとして活用される。）。 

・目的外利用や外部提供を許容する方向性をめざそうとする場合、個人情報保護の規制緩和が

必要になる。しかし、経済社会がこの方向性を目指す場合でも、市民社会とは対立する。対立

の強弱が、その社会の（民主的性格という意味での）状態を示す。人間の行動履歴が資源化す

る過程で、寡頭制（oligarchy）が論じられている。少数の富裕層がアルゴリズムや利用規約を

私的に再編成しているとの主張もある（米国ジョージタウン大の Julie E. Cohen）。 

・個人情報保護法（2003 年法律第 57 号）の 2026 年改正。同法は 2015 年の改正時に、「個人の

権利利益」の「保護」が目的の同法 1 条に、個人情報の「活用」や「新たな産業の創出」とい

った語句を加えていた。今年も、個人情報を「活用」する側面が前面にあらわれた。AI 開発等

という目的のため、多くの一般国民の個人情報が同意なく利用・提供される仕組み（同法 69 条

2 項 4 号。「統計作成等」の新設）。 

（２）「デジタル・ニッポン 2026」と「法」の変質 

・自民党政務調査会デジタル社会推進本部「デジタル・ニッポン 2026―責任あるアジャイル・

ガバナンス―」（2026 年 5 月 19 日）。  

・ここでの「アジャイル・ガバナンス」とは、「社会の変化を前提」として、「実証を通じて課

題を把握し」、「リスクを可視化し」、「得られた知見を制度に反映させ」、「ルールを継続的に更

新していく」という、「進化する統治の原則」（同 5 頁）。 

 

―」住民と自治 722 号（2023 年）22 頁。 
4 同上。 
5 詳しくは、稲葉一将「公的医療制度の後退とマイナンバー制度との危険な関係性―医療情報

の監視へ―」大阪保険医雑誌 718 号（2026 年）22 頁以下の参照を乞う。 
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・ 「社会の変化を前提」とすることを、いわゆる健康保険証の廃止によってマイナンバーカード

の取得数が増えたことと理解して、このことを「制度に反映」させると、番号法という「ルー

ル」も「更新」されることになるのではないか。 

・ 「２．『デジタル』を前提にした社会へ」（2.1(1)）の箇所で、「マイナンバーカードの罰則な

しの取得義務化へ」（同 8 頁）という語句を用いた。そこでは「マイナンバーカードが国民に広

く普及してきた」という現状認識に続き、「これから」は、「国民全員がマイナンバーカードを

取得しているという前提が必要」とまで飛躍。この「前提」が確立すればという趣旨だろう

が、「デジタル庁及び総務省」は、「マイナンバーカード取得の義務化」に向け、「法的に義務付

ける必要性や実効性について検討すべきである」と結んだ。 

・ 「アジャイル・ガバナンス」は「社会の変化を前提」として「ルール」を「更新」する「統治

の原則」だとされる。マイナンバーカードの取得義務化については、「国民全員」の取得という

「前提」を作り出す段階が必要になる。 

（３）報告題名の「危険性」とは何のことか 

・（１）と（２）に共通するのは、本人の意思が尊重されないところ。本人同意なき個人情報の

利用・提供。マイナンバーカードの取得義務（任意性の否定）。 

・人の主体性が弱くなれば、人の客体性が強くなる。客体性を物質性と言い換えると、意思表

示をしなくなり、全体を構成する物的要素へと転化する社会へと向かう、という理解になる。

報告者が「危険性」を感じるのは、ここ（人が主体性を喪失して、社会全体を構成する要素へ

と転化するとき、社会全体を防衛するために個性が抑圧される可能性）。 

 

４．問われる個人情報保護委員会の存在理由（「行政」の「公共性」） 

・ 「３」で述べた危険性を深刻に考える場合、これへの対抗や矛盾も強くなる。その矛盾は、法

的には、どこにあらわれてくるのだろうか。 

・1 つには、寡頭制というかどうかはともかく、AI 開発のための個人情報の「活用」に対し

て、個人情報の「保護」を要求する主張も有力になるかどうかが、ポイント。 

・そして、「統計作成等」は、「個人の権利利益を害するおそれが少ないもの」として個人情報

保護委員会規則が、これを定める（個人情報保護法 2 条 13 項）。個人情報保護委員会の存在理

由が問われる（誰の権利利益の保護かという「権利利益」の「公共性」が、「行政」の「公共

性」の次元で問われる。）。 

・ただ、「矛盾」といっても、力関係が均衡を欠いている（「活用」が強いので矛盾にならな

い。）。1 つには、個人情報保護法の目的規定の改正論（「活用」の削除による権利利益保護法へ

の純化）が問われるべき。2 つ目の問題点は、多元主義的な行政組織法論の必要性。内閣総理

大臣が主任の大臣となるデジタル庁は独任制であるのに対して、個人情報保護委員会は複数の

委員から構成される合議制。合議制の理論と実践が問われているのではないか。 
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「保険者の自治」を破壊（封殺）
するマイナ保険証

広島修道大学

門脇美恵

1

はじめに――問題意識と報告の方向性
• 医療分野のデジタル化の問題と、従来保険証廃止を中心とするマイ
ナ保険証の問題とは区別される。報告では後者を念頭に置く。

• 資格確認の手段としてのマイナ保険証一元化の問題性は、①医療現
場で合理性を欠く点（現場でのトラブル☞講演3）と、②そもそもの
政策決定の方法（民主主義からみた問題）にある。

• 中央集権的に、かつ民主的手続を軽視して決定されたマイナ保険証
政策は、多くの批判にもかかわらず、撤回されていない。

• このような政策の「上からの」押しつけへの対抗理念として報告で
試論的に提示するのが、「保険者の自治」の理念を介した、保険者
による「下からの」保険者当事者の意向・利益の反映とこれに基づ
く対応。

• 「保険者の自治」はドイツで歴史が長い。報告者は医療分野におけ
る行政への当事者参加という視点から着目したテーマ。ドイツで保
険者は、当事者（雇用者＋被保険者）に選出された議事機関と同機
関が任命する理事会を中心に、法令に従い、規約を制定して運営さ
れる。

2
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「自治」概念――「地方自治」・「保険者の自治」

• 「自治」とは分権的行政の原理。当事者の参加による集団的な自己
決定として観念される、自己決定の理念において民主主義との共通
性をもつ。よく耳にする地方自治は領域的な自治。

• 「保険者の自治」はドイツで長い伝統をもつ機能的な自治。中世に
おける職人の共助に遡る、職域ごとに設立されていった傷病リスク
への備えである「疾病金庫」の存在。社会保険の制度化に伴い、同
金庫は保険者として編成される。被保険者範囲の拡大・保険給付内
容の統一に伴い、金庫で決めていた保険料率も最終的に統一。その
意味で、現在ドイツでも自治機関が決定できる事項は限定的。

• 日本でも「保険者の自治」は一応観念することができる。多元的に
組織された保険者がそれぞれ行政体として、法令の範囲内で保険運
営を行う。ただし、運営を担う機関の構成や選出手続が一様ではな
いため、当事者参加・関与のあり方には差異・濃淡がある。地方自
治と重なる地域保険は別として、「保険者の自治」は地方自治と同
視し得るような歴史と広い権限をもつものではなく、未発達。

3

なぜ、日本で馴染みの薄い「保険者の自治」という概念を用いる
のか？

• それにもかかわらず、あえて「保険者の自治」という概念からマイ
ナ保険証の問題にアプローチする理由は、医療の特性（傷病リスク
がもつ生活・職業との密接な関係＝以下「近接性」）と、当事の者
「参加」を要素とする自治との親和性に注目するため。

• 「自治」に内包される、当事者の「参加」の要素からは、保険当事
者の意向・利益が、何らかのかたちで（広い意味で「参加」と観念
できるかたちで）保険者に伝達されることが求められる。各保険者
は職業や地域で構成員が異なり、その差異は基本的には傷病リスク
に対応して制度が発展してきたことによる。よって、それぞれの保
険者において、構成員の意向・利益が反映される運営が望ましく、
そのような運営を求めていく理論的媒介として、「保険者の自治」
の概念を試論的に用いる。

• 政府によるマイナ保険証の「押し付け」は、以上のような当事者の
意向を反映した保険運営の要請を否定・封殺する（テーマ趣旨）。

4
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「保険者の自治」とマイナ保険証問題の関係

• マイナ保険証問題は、公共性の高い医療アクセス保障と個人情
報の取り扱いに関わる。全ての保険者にとって、重大な関心事
項であるはず。政府の主張する「公益」に対抗する、保険者が
具体化すべき「公益」があるのではないか。

• マイナ保険証をめぐり、保険医療提供サイド（保団連）や日弁
連等は活発な意見表明を行っているが、保険者自身も、構成員
の利益を守るために、A)自律的判断で適切な措置を講じつつ、
B)集約した意見を国会・政府に訴えることが、「保険者の自
治」の理念から求められる。

• この点、地方自治の担い手であり、かつ保険者でもある自治体
（広域連合含む）では動きあり。波及するには、保険者の基盤
である住民や労働者（労組・職員団体）が問題を認識し意見を
表明することが必要。保団連・日弁連等の活動は後押しとなる。

5

マイナ保険証をめぐる問題状況をみると…
◆マイナ保険証の問題
・取得が任意のマイナンバーカードの保険証としての利用については、当
初より保険給付提供者である医療機関から特に反対が強く、被保険者自身
においてもニーズが低く、利用率も低調であった。

・しかし、個人情報の利活用を推進したい政府は、マイナポイント付与と
現行保険証廃止決定により、マイナ保険証の普及を強引に推進。トラブル
は現在も解消していない。☞トラブルにつき講演３（中村洋一氏）

◆保険者の立ち位置

一部の国保組合のほか、保険者としての自治体とくに市町村（特別区含
む。以下同じ）から反対する動きが目立つ。
・議会が従来保険証の存続等を求める意見書（地方自治法99条「当該地方
公共団体の公益に関する事件」についての「意見書」）提出の動きは早く
から広がる。

・国保被保険者への資格確認書一斉交付（世田谷区・渋谷区・杉並区）。
とくに混乱が大きい後期高齢被保険者についても、大阪府後期高齢者医療
広域連合（以下「大阪府広域連合」）が資格確認書一斉交付方針を決定
（2026年2月27日定例会議）していた。

☞保団連資料「医療運動推進ニュースNo.1710）

6
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「保険者の自治」から求められる役割に応えているか？

・上述の一部自治体の動きは、まさに

「保険者自身も、被保険者の利益を守るために、

A)自律的判断で適切な措置を講じつつ、

B)集約した意見を国会・政府に訴える」
という、「保険者の自治」の理念から求められる、被保険者の利
益を実現するための活動であった、と評価できる。

・B）に該当するのが、地方議会の意見書提出。2023年10月時
点で87自治体、2024年10月時点で208自治体の議会で意見書を
採択。

・A）に該当するのが自治体判断による資格確認書の一斉交付。
都内３区と大阪府広域連合（いずれも特別地方公共団体）。

7

B）集約した意見を国会・政府に訴える 現行保険証存続を求め
る自治体意見書 2024年10月時点で208自治体（210決議）

中央社会保障推進協議会調べ（2024/10/17）
*保団連サイト〔https://hodanren.docnet.or.jp/info/news/2024-10-21/〕

8
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A)自律的判断で適切な措置――資格確認書の一斉交付

・資格確認書は、原則として申請に基づき交付され、かつマイナ
保険証とのW持ちは不可とされるが…

・2023年8月の閣議決定で保険者が必要と認めた場合は職権で交
付してよいことに。
・2025年4月3日には、医療現場や自治体など現場の実態を踏まえ
て、後期高齢者全員（2000万人）に資格確認書を交付することが
決定（マイナンバー法改正に伴う関係法改正。 2025年８月-2026年7月末ま
での暫定的な対応）。
・しかし、一部自治体が職権で資格確認書の交付する方針を決定
したところ、政府からこれをけん制する動きが見られた。

☞保団連サイト「『世田谷区・渋谷区資格確認書全員交付』に厚労大臣が異
論」（2025年5月17日）〔https://hodanren.doc-net.or.jp/info/news/2025-
05-17/〕

9

国―自治体間における見解の違い

・世田谷区、渋谷区の方針決定について、福岡厚労大臣（当時）
は記者会見（2025/5/16）で、資格確認書が国民健康保険法上、
「マイナンバーカードでオンライン資格確認を受けることができ
ない状況にある方に交付することとされている」と異論を述べる。
しかし、保坂展人世田谷区長は、「国保の保険者は区。区のシス
テムにマイナ保険証を取得した人を除外するシステムはない。
92万区民の問い合わせに応じることを想定すると、全員に送付
するのが合理的だと思う」とコメント（東京新聞2025/5/15)。

・広域連合の対応に関しても、当初、厚労省事務連絡（2026年1
月27日）はマイナ保険証利用実績が一定ある者には交付しない
取り扱いを示していた。しかし、大阪府広域連合は同年2月27日
定例会でマイナ保険証の利用実績を問わず交付する方針を決定。

10
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自治体は適切に法令解釈権を行使

• 厚労省大臣の「コメント」および同省事務連絡に盲目的に従わ
ず、自治体が自身が各々の状況を考慮し、法令を解釈して何が
適切な対応かを判断した、と評価できる。

• このような毅然とした対応が、なぜ可能であったか？自治体は
保険という機能的な自治の担い手であると同時に（それ以前
に）地方自治の担い手であり、自治が重なりあっている。その
結果、保険者に期待される機能を地方自治が補強・補完した、
とみている（個々の議会・長のスタンスがあるとしても）。

・国保についてみると、自治体は「住民」に対して一般的公益の
具体化を担うと同時に「保険当事者」に対してより具体的な公益
（医療保険分野における公益）の具体化を担う。医療保険の高い
公共性を前提に、二重の意味で公益の具体化を担う自治体におい
て、保険者機能が活性化したのではないか。

11

マイナ保険証問題から浮かび上がる国民皆保険を支える自治体の
特別の地位・役割（日本の制度的特徴）

• 保険者としての自治体は、地方自治で培った力で、自ら法令を
適切に解釈し、ときに国の見解に対抗して、マイナ保険証問題
に自律的に判断し、対応することができたのではないか。

☞例えば世田谷区のコロナ渦での独自対応が想起される。

・医療分野での国民皆保険を実現するため、「受け皿」として重
要な役割を果たす地域保険。その保険者である自治体が担う、他
の保険者とは異なる、特別の地位・役割が見えてくる。

• このような自治体の動きが他保険者に波及することを期待。

• 政府の強引な上からの強引なマイナ保険証政策に、自治体を中
心に保険者が下から対抗する。ひとり一人が「住民」として、
「保険当事者」として、この問題に関心をもつことが肝要。シ
ンポジウムもその後押しとなる。

12
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講演２（門脇）補足資料

図表１）現行保険証存続を求める自治体意見書　　2024年10月時点で208自治体（210決議）　中央社会保障推進協議会調べ（2024/10/17）

保団連サイト〔https://hodanren.docnet.or.jp/info/news/2024-10-21/〕をもとに報告者が作成（AI利用）

都道府県 採択自治体数 合併した自治体 合併していない自治体

北海道（179） 20 美唄市,北広島市,札幌市,伊達市,小樽市（5）
安平町,ニセコ町,江差町,森町,浦河町,標茶町,南幌町,津別町,網走市,新得町,新ひだか町,足寄町,せたな町,上士

幌町,広尾町（15）

青森県（40） 5 五所川原市,つがる市,青森市（3） 鰺ヶ沢町,深浦町（2）

岩手県（33）☆ 13 北上市,久慈市,八幡平市,大船渡市（4） 紫波町,住田町,西和賀町,山田町,野田村,田野畑村,岩泉町,岩手町（8）

秋田県（25） 10 北秋田市,潟上市（2） 五城目町,羽後町,井川町,八郎潟町,藤里町,上小阿仁村,小坂町,東成瀬村（8）

宮城県（35） 6 気仙沼市,栗原市,登米市（3） 岩沼市,角田市,色麻町（3）

山形県（35） 8 南陽市,天童市（2） 庄内町,大蔵村,河北町,川西町,西川町,戸沢村（6）

福島県（59） 13 喜多方市,会津美里町（2） 会津坂下町,西郷村,葛尾村,中島村,大玉村,三春町,桑折町,金山町,小野町,国見町,石川町（11）

茨城県（44） 1 つくば市（1） 0

群馬県（35） 2 0 昭和村,片品村（2）

栃木県（25） 2 0 塩谷町,高根沢町（2）

東京都（62） 5 八丈町（1） 調布市,小金井市,渋谷区,三鷹市（4）

埼玉県（63） 7 八潮市（1） 北本市,鳩山町,三芳町,越生町,皆野町,長瀞町（6）

千葉県（54） 4 0 鋸南町,東庄町,御宿町,神崎町（4）

神奈川県（33） 7 海老名市,南足柄市（2） 座間市,愛川町,清川村,鎌倉市,葉山町（5）

山梨県（27） 2 0 上野原市,都留市（2）

新潟県（30） 3 胎内市（1） 聖籠町,見附市（2）

長野県（77） 3 安曇野市,飯山市,飯綱町,野沢温泉村（4）

松本市,駒ケ根市,軽井沢町,立科町,長和町,南箕輪村,宮田村,阿南町,泰阜村,下條村,飯島町,青木村,栄村,富士見

町,北相木村,麻績村,山形村,松川村,白馬村,南相木村,朝日村,小布施町,原村,南木曽町,王滝村,大桑村,池田町,天

龍村,御代田町,小川村,坂城町（31）

静岡県（35） 1 静岡市（1） 0

愛知県（54） 1 設楽町（1） 0

三重県（29） 3 伊賀市（1） 四日市市,亀山市（2）

滋賀県（19） 2 愛荘町（1） 竜王町（1）

京都府（26） 3 精華町（1） 長岡京市,向日市（2）

大阪府（43） 2 0 貝塚市,富田林市（2）

兵庫県（41） 1 0 川西市（1）
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奈良県（39） 3 大和高田市（1） 河合町,三宅町（2）

広島県（23） 4 尾道市,庄原市,廿日市市（3） 安芸太田町（1）

鳥取県（19） 2 0 三朝町,智頭町（2）

高知県（34） 5 安芸市,南国市,須崎市（3） いの町,芸西村（2）

香川県（17） 1 0 三木町（1）

徳島県（24） 6 吉野川市,三好市,那賀町（3） 石井町,徳島市,美波町（3）

福岡県（60） 13 田川市,筑後市,八女市（3） 中間市,柳川市,直方市,行橋市,みやこ町,糸田町,鞍手町,小竹町,苅田町,うきは市（10）

佐賀県（20） 2 鳥栖市,神埼市（2） 0

熊本県（45） 4 菊池市,宇城市（2） 阿蘇市,美里町（2）

長崎県（21） 3 壱岐市,新上五島町（2） 時津町（1）

宮崎県（26） 2 0 国富町,綾町（2）

鹿児島県（43） 2 0 垂水市,枕崎市（2）

沖縄県（41） 5 0 中城村,大宜味村,北谷町,読谷村,嘉手納町（5）

☆　岩手県は県議会も意見書を提出。
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2026年8月29日 シンポジウム

国民を苦しめ地域医療に大混乱をもたらすマイナ保険証

マイナ保険証をめぐる法的論点の整理

小川有希子

愛知大学法学部

本日の論点

マイナ保険証をめぐる６つの論点

01

医療アクセス権

02

GDPRとの関係

03

フランス・CNIL

04

「同意」の限界

05

同意なき利活用

06

個情委の独立性

※GDPR・フランスCNILは日本法の水準を評価するための比較法として参照する
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SECTION 1

人権としての医療へのアクセス

医療へのアクセス

医療へのアクセスは基本的人権である

いつでも、どこでも、誰でも、安全で質の高い医療にアクセスする権利は、生涯にわたり尊厳ある生

存を維持するために不可欠な人権として保障される。

この権利は「個人情報の活用」「マイナンバーカードの利活用推進」という政策目的のために後退さ

せてよいものではない。

憲法第13条・14条・25条 社会権規約第12条 日弁連決議（医療アクセス権
）
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SECTION 2

GDPR（EUの一般データ保護規則）との関係

GDPRとは

EUの一般データ保護規則

EUの規則。EUの立法形式の一つで、指令と異なり

直接適用される。

「EU基本権憲章」において保障されている、個人

データの保護に対する権利という基本的人権の保

護を目的とした法律。

各国はGDPRに整合するよう国内法を改正（各国法

を単純に置き換えるものではない）。違反には行

政罰あり。

人種・思想信条・健康状態・性的指向等は「特別

なカテゴリのデータ（機微情報）」（第9条）とさ

れ、原則禁止。医療情報はこの最も厳格な保護層に

属する。

発効日

2018年5月25日
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GDPRとは

なぜ日本でも問題となるのか

域外への個人データの移転は原則として違法。日本は2019年、「個人情報保護に関する補完的ルール

」の適用を条件に十分性認定を取得済み（2023年更新）。

十分性認定は少なくとも4年ごとに見直される。一括同意による包括的な医療情報の閲覧や、同意を要

しない利活用の拡大は、認定の前提である「十分な保護水準」との整合性が懸念されるとの指摘があ

る。

十分性認定（取得済・2019年〜／補完的ル
ール適用） →

同意の実質化と保護水準の整合性への懸念

SECTION 3

フランスにおける個人情報保護法制 ―― CNILとの関係
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フランスの個人情報保護法制

1978年法からGDPR対応改正へ

1978年1月6日

「情報処理と自由に関する法律」（通称

：情報処理・自由法）を制定し、CNILを

設立

→

2018年

GDPR施行に合わせ、2018年6月20日法・

同年12月のオルドナンスで国内法をGDPR

に整合

1978年法は廃止されず、GDPRに整合する形で存続。以後、フランスの個人情報保護はCNILが所管する
。

フランスの個人情報保護法制

CNILとは

Commission Nationale de l'Informatique et des Libertés（情報処理と自由に関する国家委員会）

独立行政機関（AAI: Autorité administrative indépendante）として1978年に設立

。
大臣その他の公的機関、企業（公私を問わず）の経営者は、その活動を妨げることができない。

200名を超える職員を有し、委員長の下で執行体制を組む。

32



フランスの個人情報保護法制

CNILの構成―― 18名の合議体

任期5年（議員は任期中）。国会・裁判所・政府がそれぞれ委員を指名する。

4
国会議員（下院2・上院2）

6
高等裁判所代表（コンセイ
ユデタ2・破毀院2・会計院2
）

2
経済社会環境評議会代表

1
行政文書アクセス委員会代
表

5
有識者（両院議長・閣議が
指名）

18
合計（合議体）

フランスの個人情報保護法制

医療情報は今も「事前許可制」が残る

GDPR上の位置づけ

健康に関するデータはGDPR第9条の「特別な

種類の個人データ（機微情報）」に該当し、

原則処理禁止。

フランスの対応

GDPRは事前手続を原則廃止し事業者の自己

責任（アカウンタビリティ）に委ねたが、フ

ランスは医療情報について例外的に CNILによ

る事前許可制を維持（情報処理・自由法第66

条）。

医療情報の機微性の高さゆえに、GDPR施行後もCNILの個別審査を経なければ取扱いを開始でき
ない
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フランスの個人情報保護法制

CNILの権限①調査・是正

調査権限：現地調査、書面調査等により事業者の取扱い状況を確認する。

是正命令（mise en demeure）：違反を是正するよう命じる

。
緊急時には処理の中断・情報へのアクセス停止をレフェレ（緊急審理）により命じることができる。

フランスの個人情報保護法制

CNILの権限②制裁（行政罰）

制裁を決定する組織

合議体18名とは別に、5名＋専任議長で構成

される「制限された合議体（formation 

restreinte）」が制裁を決定

制裁金の上限

2,000万ユーロ

または全世界年間売上高の4％のいずれか高
い方

2019年、CNILはGoogleに5,000万ユーロの制裁金を命令―― 大手IT企業に対するGDPR初の大型
制裁事例
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SECTION 4

「同意」によるすべての医療情報閲覧可能性

同意の問題 1・2

「全て同意する」への誘導と説明不足

全て同意する 個別に同意する

「全て同意する」を選ぶと後続の個別同意画面がスキップされる。項目ごとに「同意しない」を選ぶ

には「個別に同意する」を選び、各画面で個別に判断する煩雑な手順が必要で、手間から一括同意へ

誘導される懸念がある。

画面サイズは5～8インチと小さく、表示できる文字数が限られるため、同意した場合にどの情報が誰

に提供されるのか十分な説明がない。

出典：厚生労働省「顔認証付きカードリーダーの同意取得画面」（医療情報ネットワークの基盤に関す
るワーキンググループ資料）、オンライン資格確認等システム画面変更のお知らせ（2024年10月7日）
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同意の問題 実際の画面

顔認証付きカードリーダーの同意画面（2024年10月7日改善後）

厚生労働省公式サイト掲載の画面構成をもとに再現

画面１：同意方法の確認

過去の医療情報等の提供に同意しますか

全て同意する 個別に同意する

「全て同意する」を選ぶと、手術・診療／お

薬・特定健診の各同意画面はスキップされる

。

画面２：限度額情報の省略

高額療養費の限度額適用認定証情報について

、同意不要と整理され、提供確認画面自体が

表示されなくなった（2024年10月7日〜）。

画面３：同意情報の引き継ぎ

同一医療機関等での前回同意状況がある場合

、「選択し直す」「現在の同意状況を引き継

ぐ」を選べる（2025年2月1日〜）。

出典：厚生労働省「顔認証付きカードリーダーの同意画面の改善」

同意の問題 3

「明確な意思」に基づく同意とはいえない

医療機関等の窓口で同意を選択するよう誘導・示唆された場合、患者は不同意を選択しにくい。

知的障害や一部の精神障害などを持つ人にとって、「同意」「不同意」の判断は極めて困難。付き添

う家族や施設職員が本人に代わって判断を求められることもある。

⇒本人の明確な意思に基づく同意とはいえない
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同意の問題 4

個々の情報ごとの同意選択ができない

ア

手術情報

イ

診療・お薬情報

ウ

特定健診情報

「全て同意する」を選択した場合、ア～ウのすべてが提供される。「個別に同意する」を選べば区分

ごとに同意・不同意を選べるが、手順が煩雑なため実際には一括同意に流れやすい。

⇒ア～ウはそれぞれ独立した個人情報だが、個々の情報ごとに同意を選ぶことができない

同意の問題 5・6

同意の撤回は極めて煩雑で、閲覧範囲も広すぎる

同意の撤回が極めて煩雑

誤って「同意する」をクリックしても、その画

面から前の状態に即座には戻れない。

保険者への申出等の手続きは存在するが、簡便

に提供停止・削除を求める仕組みにはなってい

ない。

閲覧できる担当者が広範

担当医に限らず、医療機関等の内部でパソコンや

データを共同使用しているのが通常。

他の医師 看護師 臨床心理士

作業療法士 理学療法士 栄養士

受付事務担当者
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同意の問題 7

GDPRにおける「同意」の定義（第4条）

同意は次の４つの条件をすべて満たす必要がある

自由に与えられた 特定された

事前に説明を受けた 不明瞭ではない

同意を拒否した場合に不利益な取扱いになる場合は、「同意した」とはならない（GDPR第4条第

11項）

SECTION 5

法改正により拡大する「同意なき」医療情報の利活用
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同意なき利活用 1

次世代医療基盤法―― 「オプトアウト」による提供

医療機関等が保有する医
療情報 →

本人・遺族が「拒否しな
い」限り提供可 →

認定事業者へ第三者提供

要配慮個人情報である医療情報でも、最初の受診時等にあらかじめ通知し、本人・遺族が停止を求め

なければ、個別の同意（オプトイン）なしに認定事業者へ提供できる。

認定事業者はこれを匿名加工・仮名加工した上でさらに提供でき、その提供にも本人同意は不要（匿

名加工は研究者・企業へ広く、仮名加工は国の認定を受けた利用事業者へ）。

同意なき利活用 2

加工情報の第三者提供―― 二つの法の枠組み

個人情報保護法（一般法） 次世代医療基盤法（特別法）

匿名加工情報

目的外利用・第三者提供に本人同意は不要。項目

の公表のみで足りる。

匿名加工医療情報

認定事業者が作成し、研究者・企業に広く提供で

きる。本人同意不要。

仮名加工情報

第三者提供は原則不可。ただし委託・共同利用（

AI医療機器の共同開発等）の枠組みでは、本人同

意なく他機関へ提供できる。

仮名加工医療情報（令和5年改正）

認定作成事業者から 国の認定を受けた「認定仮

名加工医療情報利用事業者」に限って、本人同

意なく提供できる（本人の識別・他情報との照合

は禁止）。

いずれの経路でも本人の個別同意なく外部に流れ、提供先の違いは本人には見えない
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同意なき利活用 3

個人情報保護法そのものも改正される（令和8年改正）

「個人情報の保護に関する法律等の一部を改正する法律」閣議決定・国会提出：令和8年4月7日→ 可決・成立：同年

7月10日→ 公布：同年7月17日

統計目的の同意不要化

病歴を含む要配慮個人情報でも、統計情報等の

作成にのみ利用される場合は本人同意なく取得・

第三者提供が可能に（第30条の2・第31条の3）

。「統計作成等であると整理できるAI開発等」も

対象に含む。

担保措置と執行強化

利用項目の公表、提供元・提供先間の書面合意、

目的外利用・再提供の禁止を条件とする。一方、

違反による利益に着目した 課徴金制度を新設し

、個情委の権限を一部強化。

審査支払機関が保有し、オンライン資格確認等システムで閲覧に供される診療・薬剤情報も、統計目的

・AI開発目的であれば同意不要の対象となりうる

SECTION 6

個人情報保護委員会の独立性
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個人情報保護委員会

推進側に対する独立性が制度的に弱い

位置づけ

内閣府設置法上、公正取引委員会などと同じ

独立行政委員会。

実際

推進側であるデジタル庁に対し、対等に意見

を述べる権限・独立性を十分に発揮できてい

ない。

近時の個人情報保護法改正論議でも、統計処理を名目としたAI活用促進など、保護よりも利活用を優先

する方向性が見られる。

フランスのCNILが独立行政機関として調査・是正・制裁の権限を実際に行使しているのと対照的であ

る。

まとめ

利便性と基本的人権を同じ次元で扱ってはならない

医療へのアクセス、プライバシー、平等はいずれも憲法上の権利であり、利便性・効率性と単純に衡

量できるものではない。

フランス・CNILの例に見るように、独立した監督機関が実効的な調査・是正・制裁の権限を持つこと

が、個人情報保護の実効性を左右する。

どこに歯止めをかける仕組みを作るべきか―― 引き続き検討していきたい
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マイナ保険証への原則一本化方針を撤回し、現行保険証の発行

存続を求める意見書 

 

２０２３年（令和５年）１１月１４日 

日本弁護士連合会 

 

第１ 意見の趣旨 

政府は、２０２４年秋までに現行の健康保険証を廃止し、マイナンバーカードに保

険証機能を持たせたマイナ保険証へ原則一本化する方針である。 

しかし、この方針は、そもそもマイナンバーカードの取得は任意であるという原則

に反する上に、特に高齢者や障害者に対してマイナ保険証発行のための申請行為等を

課して現行制度よりも保険医療を受ける権利の水準を低下させるなど、数々の弊害が

発生するものである。 

よって、当連合会は、政府に対し、以下のとおり要請する。 

１ マイナ保険証への原則一本化方針を撤回し、現行の健康保険証の発行を存続す

ること。 

２ マイナンバーカードの利活用については、カードを取得しない自由を保障する

とともに、カードの取得を希望する者に対してプライバシーを最大限保障し、さ

らに、地方自治体等の意向を踏まえて現場に過度の負担をかけないようにするこ

と。 

 

第２ 意見の理由 

１ ２０２３年６月の健康保険法一部改正法等の成立 

２０２３年６月２日、２０２４年秋までに現行の紙（プラスチック）製の健康

保険証を廃止し、原則としてマイナンバーカードに保険証機能を持たせたマイナ

保険証に一本化し、例外的にマイナ保険証を取得できない理由がある者には、申

請により「資格確認書」を発行する制度に移行する医療保険各法の改正法が成立

した。 

例えば、健康保険法においては、第５１条の３を新設し、「被保険者又はその被

扶養者が電子資格確認を受けることができない状況にあるときは、当該被保険者

は・・・保険者に対し、当該状況にある被保険者若しくはその被扶養者の資格に

係る情報として厚生労働省令で定める事項を記載した書面の交付・・・を求める

ことができる」と定め、「電子資格確認」（マイナ保険証によるオンライン資格確

認）ができない状況にある者は「資格確認書」の発行を求めることができるとし
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た。「資格確認書」の形式、内容等は未だ明らかではないが、おおよそ現行の健康

保険証と同様のものとなることが想定されている。同法は同年６月９日公布され、

施行期日は公布の日から１年６月以内の政令で定める日とされている。 

２ マイナ保険証への一本化は「任意取得の原則」に反する 

マイナ保険証への一本化を原則とするという方針は、「国民皆保険」制度の下、

マイナンバーカードの取得を事実上強制するものであって、行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（番号法）第１７条第１項

の申請主義（任意取得の原則）に反するものである（２０２２年９月２７日「「マ

イナ保険証」取得の事実上の強制に反対する会長声明」、２０２１年５月７日「個

人番号カード（マイナンバーカード）普及策の抜本的な見直しを求める意見書」）。 

すなわち、任意取得の原則は、第１に、マイナンバーカードの交付には厳格な

本人確認が必要となるため、本人が、市区町村の窓口等に出向かざるを得ないと

ころ、これを住民に強制することができないこと、第２に、カードを取得するか

どうかは、本人がカード取得による利便性とプライバシー等に対する危険性とを

利益衡量して決めることができるようにするために定められたものであるから

である。 

ところが、マイナ保険証へ一本化することは、以下のようにこの原則を定めた

趣旨に著しく反する。 

３ マイナ保険証の取得・管理が困難である人を置き去りにしている 

(1) 申請手続をしないと取得できないマイナ保険証 

現行の健康保険証は、特段の申請行為を行わなくても、保険者から自宅や職

場に健康保険証が送られてくる。これに対して、マイナ保険証は、顔写真を付

けてマイナンバーカードの交付申請を行った上、市役所等で厳格な本人確認を

行い、パスワード等の登録を行わなければ交付を受けられず、保険証として利

用できない。その上、マイナ保険証に利用する電子証明書を更新するために、

最低５年に一度は更新申請手続が必要となる。 

なお、マイナ保険証の代替手段である資格確認書についても、法律上は、そ

の申請を行うことが必要である。 

(2) 介護施設入居者等にとって対応困難なマイナ保険証 

(1)で述べたように、マイナ保険証は申請行為やパスワードの管理が必要で

あるため、上記健康保険法等の一部改正法案の国会審議の過程で、介護施設入

居者、独居の高齢者や障害者の方たちは、マイナ保険証の取得や管理、更新手

続が困難となり、その結果、保険医療が受けられずに、場合によっては生命の

危険にすら直面したり、カードとパスワードの管理が困難となるために個人情
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報や財産に対する危険に直面したりする可能性が存することが実証的に明ら

かにされた。 

すなわち、①上記の人たちは、マイナンバーカード（マイナ保険証）の取得

申請自体が困難であることが多い。その上、②介護施設等では、８３．６％の

施設で利用者や入所者の保険証を管理しているところ、マイナ保険証に一本化

されると、施設ではパスワードの管理まで行うことは、施設関係者に多大な負

担となることから対応困難との回答が多数寄せられている（２０２３年３月下

旬から同年４月にかけて、全国保険医団体連合会（保団連）が４２都道府県の

介護施設等を対象に行った調査結果）。 

これに対し、政府は、暗証番号なしのマイナ保険証を作るなどという対策案

を述べたりもしているが、それでは顔認証できない場合は医療機関が目視によ

り本人確認をするなど特別の対応をせざるを得なくなるなどの問題があり、場

当たり的な案であると言わなければならない。 

(3) 紛失時の再発行に時間と手間がかかるマイナ保険証 

認知症の患者などは保険証を紛失等することがよくあるが、マイナ保険証の

場合は、上述したように写真を付して再発行申請手続が必要となる上、その再

発行まで相当長期間、保険資格の証明手段を失うこととなる。さらに現行の保

険証の場合と異なり、１,０００円の再交付手数料の負担も生じる。 

デジタル庁は、ウェブサイトで、この再発行期間について、「現在お受け取り

いただくまでに１から２か月かかっている期間を・・・市町村の窓口で申請を

すれば、長くても１０日間程度でカードを取得することが出来るように検討を

進めてまいりますので、しばらくお待ちください」と説明しているが、申請者

はまず写真を準備して申請をしなければならず、また、１０日というのも努力

目標であって実現可能性は疑わしい。 

(4) 保険資格証明手段、本人確認手段を喪失させるマイナ保険証 

現行の保険証は、券面をコピーするなどして、簡単に被保険者番号等を確認

し保存することができるが、マイナ保険証の場合は、券面に被保険者資格が表

示されていないので、コピーをとることも困難である。 

また、現在、顔写真のない本人確認書類としてもっとも一般的な現行の保険

証がなくなれば、マイナ保険証を紛失した場合などの再交付手続の際、申請者

が本人であることの証明手段にも事欠くことにもなりかねない。 

(5) 政府の対応策の不合理性～資格確認書のプッシュ型配布 

以上のような様々な問題が社会問題化したため、２０２３年８月４日、政府

は、資格確認書を、マイナ保険証を取得していない全員に対して、申請なしの
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プッシュ型で交付し、その有効期間も１年間から５年までの間で保険者が選択

できるようにするとの方針を表明した。 

しかし、この方針は「当分の間」のものに過ぎない上、保険者に、マイナ保

険証の未取得者を確実に洗い出す負担をかけることになり、６で述べるように

現場に過度の負担を押し付けるものである。上述の諸問題、及び、プッシュ型

で交付するということも併せ考えるならば、現行の健康保険証の廃止をしない

方が合理的である。また、その方が、保険医療を受ける権利を確実に保障する

ものとなる。 

政府の方針は、あくまでもマイナ保険証一本化への移行実現自体を維持する

ことを第一目的としているとしか考えられず、極めて不合理である。 

４ マイナ保険証未取得者に医療費負担格差をつける不合理性 

政府は、マイナ保険証取得を促すために、現行保険証を用いた受診の場合、マ

イナ保険証を用いた受診の場合に比べて、初診で１２円、再診で６円、調剤薬局

での利用で６月毎に６円（２０２３年４月より。窓口負担３割の場合）高い負担

としている。５で述べるように、マイナ保険証を利用したほうが「より良い医療

を受けられる」ことを理由とするならば、マイナ保険証利用の場合の方が高くな

るのが合理的であり、実際に２０２２年４月の時点ではマイナ保険証利用時の方

を高くしたにもかかわらず、それではマイナ保険証の普及を阻害するという理由

から、急遽方針を転換して、現行保険証の方を割高にしたものである。これは、

同一の保険料を支払っているにもかかわらず、不合理な差別をするものであり、

また３で述べたマイナ保険証の取得が困難な人たちが「資格確認書」で医療を受

ける権利を低下させるものでもある。 

５ 政府のあげる目的・利点の不合理性 

政府のあげるマイナ保険証の利便性は、以下のように不合理な点が存する。 

(1) 重複投薬防止等の利点は現実と齟齬している 

ア 厚生労働省などは、そのウェブサイトにおいて、マイナ保険証を用いたオ

ンライン資格確認システムの導入により、なりすましの防止ができる、「患

者の方の直近の資格情報等（加入している医療保険や自己負担限度額等）が

確認できるようになり、期限切れの保険証による受診で発生する過誤請求や

手入力による手間等による事務コストの削減できる」、「特定健診等の情報や

診療／薬剤情報を閲覧できるようになり、より良い医療を受けられる環境」

となるなどと利点を挙げる。 

イ しかし、第一に、他人になりすまして健康保険証を使う「不正利用」につ

いて、厚労省は頻度・状況などについて公式の報告は示しておらず、また、
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医療の現場からは「なりすまし」防止を求める声も出ていない。さらに、そ

もそも、マイナ保険証を利用した顔認証による資格確認は、プライバシー侵

害の程度が高いものである（２０２１年９月１６日「行政及び民間等で利用

される顔認証システムに対する法的規制に関する意見書」）。 

ウ 第二に、保険資格異動情報をシステムに反映するまでには一定のタイムラ

グは避けられないため、資格確認システムを用いても過誤請求がなくなるわ

けではない。むしろ、患者側からすれば、マイナ保険証によるオンライン資

格確認システムに不具合が発生するなどして、１０割請求がなされるなどの

トラブルに巻き込まれる事例が発生している。 

エ 第３に、薬剤情報を閲覧することにより重複投薬や避けるべき投薬の回避

ができるという効果は限定的である。すなわち、資格確認システムを通じて

もたらされる投薬情報は、レセプト情報を基にしているところ、レセプトは、

医療機関において、月末締切り、翌月１０日ころまでに請求を行うから、レ

セプト情報が反映されるまでに、実際の投薬から少なくとも１０日から４０

日程度のタイムラグが生じる。したがって、例えば１週間前に投薬されて服

用している薬の情報は反映されないことになり、それと重複したり、避ける

べき投薬の防止はできないのである。 

この目的を達成するためには、結局、投薬と同時に記録もされる紙のお薬

手帳の方が、より確実である。 

オ なお、マイナ保険証を用いなくても、オンライン資格確認システムを利用

すれば、薬剤情報の閲覧等はできるものである。 

(2) システム化に対応できない医師の廃業等をもたらす 

政府は、即時に投薬情報を反映させるために、「電子処方箋」の普及も図ろう

としてもいる。 

しかし、オンライン資格確認システムの義務化（２０２３年４月）に対して

さえ、その経済的な負担や、同システムがインターネット回線に接続すること

に対するカルテ情報等の漏洩の危険防止といったセキュリティ面の負担に耐

え切れないことなどから、廃業を決めたり、検討したりしている医師が相当数

存在することが、保団連の調査などで明らかとなっており、それゆえ、同年２

月には「オンライン資格確認義務不存在確認等請求訴訟」も起こされている。

このような実情に鑑みるならば、「電子処方箋」システムを全医療機関・薬局に

普及させることは、オンライン資格確認システムを全医療機関で実現すること

より数倍困難であると考えられる。 

さらに、廃業せざるを得ないと考えている医師の中には、地域医療で重要な
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役割を担っている方も数多く存在するのであり、このような医師の廃業をもた

らすような施策は、地域住民の医療へのアクセスを阻害するものでもある。 

６ マイナ保険証はプライバシー保障との関係で問題がある 

(1) 診療・薬剤情報、特定健診情報等との結合が当然の前提とされている  

健康保険証機能をデジタル化するだけであれば、診療・薬剤情報、特定健診

情報等とマイナ保険証とを結合させる必要はない。 

ところが、現在、マイナ保険証とオンライン資格確認等システムの整備に伴

い、自分の診療・投薬情報、特定健診情報等との結合が当然の前提とされてお

り、これに同意しない手続が存在しない。しかし、医療機関では個別にこれら

の情報を提供するかについて不同意が選択できるように、診療・薬剤情報、特

定健診情報等との結合自体も拒む機会を与えるのが、センシティブ情報である

医療情報の保護として相当である。 

診療・薬剤情報、特定健診情報等との包括的連携を拒む手続が保障されてい

ない現在のマイナ保険証のシステムはプライバシー保障に欠ける。 

(2) オンライン資格確認時に説明なしの同意を求めるシステム 

２０２３年４月から義務化されたオンライン資格確認システムでは、患者は、

受診時に、マイナ保険証を用いてオンライン資格確認をする際、同時に、特定

健診情報や過去の投薬情報等を医療機関に提供することについて「同意」を求

められる。しかし、これは、医師から、その情報を提供する必要性等について

何も説明を受けないうちに「同意」を求められるということであり、また、投

薬情報等について、過去３年分の全ての投薬情報の提供について、一括して「同

意」を求められるということである。例えば、腕の怪我の治療に際して、その

治療とは関係のない１年前に性病にかかって服用した薬についての情報まで、

一括して提供するよう求められるのであり、患者は提供範囲の選択ができない

システムとなっている。 

これらは患者の、自己の医療情報にかかる「コントロール権」をないがしろ

にするシステムであるといわなければならない。 

(3) マイナンバーカードの多目的利用とプライバシー保障 

マイナンバーカードの多目的利用自体に関しても、国は、利便性を重視して、

マイナポータルで閲覧できる情報をどんどん増加させている。しかし、閲覧で

きる情報が多くなるということは、マイナンバーカードとパスワードが第三者

の手に渡れば、なりすましによりマイナポータルにアクセスされ、世帯情報、

勤務先、所得に関する情報から、いつ、どこの医療機関にかかって、どのよう

な薬を処方されたか、特定健診の結果（身長、体重、腹囲、血圧、尿検査・血

47



7 

 

液検査結果等）、出産給付情報などに至るまで、極めて広範なプライバシーに

関する情報を不正閲覧されてしまうなど様々な危険に直面させられる可能性

が生じる。 

７ 現場に過度の負担を押し付けているマイナンバーカード 

２０２３年６月の法律成立後も、マイナンバーと保険資格情報、介護情報、銀

行口座情報などのひも付けが誤っており、マイナ保険証を利用したときに他人の

情報が表示された、保険資格が表示されないため１０割負担を求められた等の事

案が次々と発覚している。そして、これらにより、マイナンバーおよびマイナン

バーカードに対する国民からの信頼性が著しく揺らいでいる。 

この事態に対し、政府は、ひも付けをする際に、自治体や保険組合等が、本人

確認４情報すべてを確認せずにひも付けたことに原因があるとして、その責任を

自治体等に押しつけた上、マイナポータルで確認できる２９項目すべての総点検

を指示した。 

しかし、このような方針は、健康保険組合や地方自治体などの現場に負担を押

し付けるだけのものである。 

そもそも、この混乱の原因は、政府があまりにも短期間のうちにマイナンバー

カードの普及を急がせすぎたゆえに、人手の足りない現場で、慎重な確認手続等

を果たせなかったところに大きな要因が存したことは明らかである。今回の総点

検についても、２０２３年７月２５日、全国知事会が、地方自治体の過度な負担

は避けるよう松本剛明総務相に要望を出してもいる。  

 

８ 結語 

以上のことから、政府に対し、マイナ保険証への原則一本化方針を撤回し、現

行の健康保険証の発行を存続させることを求める。 

また、マイナンバーカードの利活用については、カードを取得しない自由を保

障するとともに、カードの取得を希望する者に対してプライバシーを最大限保障

すること、及び、住民と直に接する自治体などの現場の状況を踏まえ、その意向

を十分に反映した上で、現場に過度の負担をかけない形で慎重に進めてゆくよう

求める。 

 

  以 上 
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「マイナ保険証」取得の事実上の強制に反対する会長声明 

 

本年６月７日、政府は「経済財政運営と改革の基本方針２０２２（骨太方針２０２２）」

を閣議決定し、オンラインによる資格確認について、「保険医療機関・薬局に、２０２３

年４月から導入を原則として義務付ける」こと、及び、マイナンバーカード（個人番号カ

ード）に健康保険証機能を組み込んだいわゆる「マイナ保険証」の普及のため、「２０２

４年度中を目途に保険者による保険証発行の選択制の導入を目指し、さらにオンライン資

格確認の導入状況等を踏まえ」、従来型「保険証の原則廃止を目指す」方針を定めた。 

 

また、本年８月１０日、厚生労働省は「マイナ保険証」を普及させるため、同年１０月か

らマイナ保険証に対応した医療機関では、従来型保険証を使うよりもマイナ保険証を使う

方が患者負担額が安くなるように診療報酬を改定すると決めた。 

 

これは、本年４月から、マイナ保険証を使ったオンライン資格確認設備を導入した医療機

関の診療報酬が加算され、マイナ保険証を利用した患者の負担が、従来型保険証を利用し

た患者の負担よりも重くなったことに対して、マイナンバーカードの普及を阻害するとし

て、政府内部からも批判が高まったため、短期間での見直しを行ったものである。 

 

さらに政府は、本年も、１．８兆円もの予算を組み、本年１２月末日までのマイナンバー

カード取得者で、マイナ保険証としての利用申込みを行った者に対し７５００円分の高率

ポイントを付与する等のキャンペーンを行っている。 

 

当連合会は、２０２１年５月７日、「個人番号カード（マイナンバーカード）普及策の抜

本的な見直しを求める意見書」を公表した。そこでは、「特に、個人番号カードの裏面に

記載されている個人番号は、悉皆性、唯一無二性を持ち、原則生涯不変の個人識別情報で

ある」から、同番号が「不正利用されれば、個人データが名寄せされデータマッチング

（プロファイリング）されてしまう危険がある」ことを指摘し、現在の仕様の「個人番号

カードは、住基カード等に比べて、プライバシー保護の観点が著しく後退していると言わ

ざるを得ない」とした。そして、「個人番号制度は、あらゆる個人情報の国家による一元

管理を可能とする制度となり、監視社会化をもたらすおそれ」があることも指摘した。そ

の上で、同カードの取得は、本人が利便性と危険性を利益衡量して決めるという番号法

（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律）第１７条第

１項の申請主義（任意取得の原則）の趣旨に鑑みて、①同カードに健康保険証機能など、

一体化する必要性の低い他制度機能を組み込んだり、②同カードの取得者に高率のポイン

トを付与するという制度目的と関係のない利益誘導を行ったりすることなどの普及策は、

「全国民が現行の個人番号カードを使用せざるを得ない状況に追い込むものであり、任意
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取得の原則に反するものであるから、速やかに中止ないし抜本的な見直しをする」よう求

めた。 

 

また、当連合会は、２０２１年９月１６日、「行政及び民間等で利用される顔認証システ

ムに対する法的規制に関する意見書」を公表した。そこでは、顔認証システムによるプラ

イバシー侵害の大きさに鑑み、「医療機関受付での個人番号カードを用いた顔認証システ

ムの利用」及び「個人番号カードを健康保険証、運転免許証等と紐付けることにより顔認

証データの利用を著しく拡大させ、顔認証システムの利用範囲を拡大させること」を中止

するよう求めた。 

 

今般行われる従来型保険証の原則廃止、診療報酬の見直し、高額のポイント付与の一連の

政策は、当連合会が意見書において危惧し警鐘を鳴らした問題をそのままに実現化し、助

長するものである。すなわち、診療報酬の見直しや高額のポイント付与は、同カードを取

得しない者に不合理な経済的不利益を与えるなどして、マイナ保険証に誘導し、その原則

化を図るものと言える。その先には、従来型保険証の原則廃止が想定されているのであり、

「国民皆保険制度」を採用する我が国では、全国民に対してマイナンバーカードの取得を

強制するのに等しいのであって、番号法の申請主義（任意取得の原則）に反し、マイナン

バーカードの取得を事実上強制しようとするものにほかならない。これは、２０２１年５

月７日の意見書の趣旨に反することは明らかである。 

 

同時に、マイナ保険証については、その利用時に顔認証システムの利用を事実上強制する

ことになり、２０２１年９月１６日の意見書の趣旨にも反する。 

 

よって、当連合会としては、マイナンバーカードをマイナ保険証とする今般の一連の政策

について、反対するとともに、速やかな見直しを求めるものである。 

 

２０２２年（令和４年）９月２７日 

日本弁護士連合会 

会長 小林 元治 
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人権としての「医療へのアクセス」が保障される社

会の実現を目指す決議 
 

国民健康保険の滞納世帯は約１９５万世帯、全利用世帯中の約１１％に及ぶ。民

間の調査によれば、保険料滞納や窓口負担が払えないなどの経済的理由から医療を

受けることができずにいのちを落とす人が後を絶たない。コロナ禍では、対応でき

る病床や医療従事者が不足し、入院調整などを行う保健所の機能も麻痺し、「自宅療

養」を余儀なくされる人や「救急搬送困難事案」が続出するなど、「医療崩壊」の危

機に直面して、必要な医療を受けられないまま多くのいのちが失われた。 

 日本の医療制度改革の経緯を見ると、１９８０年代から始まった行財政改革によ

り医療費抑制が政策の中心に据えられ、国民の医療費負担増による需要抑制策と医

療提供体制の縮小による供給抑制策が推進された。１９９０年代には、新自由主義

的改革が本格化し、「自助」や「効率化」の名の下で、抑制策が一層加速することと

なった。医療費負担においては、低所得者に重い負担を強いる逆進的な保険料負担

に加え、窓口負担が、被用者保険の被保険者本人では定額から３割へ、高齢者では

ゼロから１～２割（現役並み所得者は３割）へと引き上げられ、国際的にも重い負

担となった。医療提供体制においては、公立・公的病院、民間病院を問わず、累次

の医療法改正、医学部の定員抑制、２０１４年の医療介護総合確保推進法で制度化

された「地域医療構想」などにより、病床削減、医師数の抑制が推進された。病床

は１９９９年から２０１９年までの２０年間で約２５万床以上削減され、公立・公

的病院の統廃合も進められた。医師数は、人口１０００人当たり２．５人となり、

ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）加盟国３８か国の中で３３位という水準であり、看

護師数も、病床当たりの数は欧米諸国の２分の１から５分の１の水準にすぎず、医

師及び看護師の人手不足が常態化することとなった。また、医療費と同様に、感染

症対策などを担う公衆衛生の予算も削減され、保健所は、１９９４年の８４７か所

から２０２３年の４６８か所となり、人員とともに大幅に削減された。 

 こうした医療費の自己負担増、医療提供体制の抑制策の結果、経済的負担や地域

的・場所的な要因により医療へのアクセスが阻害されており、また、貧困と格差が

拡大する社会構造の中で、労働・教育・住居・家族・コミュニティから排除された

人々は、医療へのアクセスが一層困難な状況に置かれている。 

 コロナ禍は、このような医療制度の問題点を浮き彫りにしたが、その後も病床は

削減され続けるなど、従前の抑制策がなお継続されている。 

しかしながら、医療は、人間のいのちや健康に関わる極めて重要なニーズであっ

て、専門性が高く、いつ、どのようなときに、どのような治療が必要になるか、予
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測も判断も困難であり、人間が生涯にわたって尊厳ある生存を維持するために必要

不可欠なものである。したがって、医療の必要性以外の経済力、居住地、障害、性

別、性的指向・性自認、年齢、国籍などによってアクセスを阻害されてはならず、

いつでも、どこでも、誰でも、安全で質の高い医療にアクセスする権利が基本的人

権として平等に保障されている（憲法第１３条、第１４条、第２５条、経済的、社

会的及び文化的権利に関する国際規約（社会権規約）第１２条）。 

また、国や地方自治体には、人権としての医療へのアクセス権を実効的に保障す

るため、医療保険制度、医療提供体制、公衆衛生体制などを整備、拡充する責務が

ある。コロナ禍は、医療が社会を維持するために不可欠な公共財であることを再認

識させたが、コロナ禍後の医療の在り方が問われている今、当連合会は、国及び地

方自治体に対し、医療へのアクセス権を保障するため、医療費抑制ありきの政策を

転換して、次の諸施策を実施することを求める。 

 

１ 誰もが必要な医療を受けられる医療保険制度の構築 

経済的理由等により医療へのアクセスが阻害されることのないよう、 

(1) 必要な医療を受けられずに多くのいのちが失われている危機的状況を踏まえ、

医療費の窓口負担のない対象者の範囲の拡大を早急に行うこと 

(2) 多くの保険料滞納世帯が存在することを踏まえ、国民健康保険料の減免範囲

を拡大するとともに、低所得世帯の保険料負担の大幅な軽減、保険料負担が軽

減されている被用者保険における高額所得者の負担率の引上げなど、保険料に

ついても応能負担を貫徹する施策を速やかに行うこと 

(3) 保険料滞納者にも正規の保険証を交付するとともに、マイナンバーカードと

健康保険証の一体化に大きな不安を抱く市民も多いことも踏まえ、現行のまま

の健康保険証を選択する権利を認めること 

２ 医療提供体制の充実 

暮らしている地域にかかわらず必要な医療を受けられるよう、 

(1) ｢地域医療構想｣を見直し、国や地方自治体による地域の実情を踏まえない病

床の削減をやめ、医療計画の策定に、住民や患者の意見を十分に反映させると

ともに、地域医療構想において再編統合の必要があるとされた公立・公的病院

リストを撤回し、特に過疎地域及びその周辺地域では、公立・公的病院の役割

を重視し、住民のいのちを守る観点から少なくとも存続させること 

(2) 過疎地域を中心とした医師・看護師等の不足や偏在の解消、その労働環境の

改善を図るための更なる施策を講じること 

３ 公衆衛生体制の充実 

52



 
 

  保健所の削減が感染症対策の遅れにつながった可能性も否定できないこと、医

療へのアクセスができない人への保健師によるアウトリーチなど地域保健との連

携によって医療へのアクセスを確保する必要があること、健康格差の解消のため

保健所の果たす役割が極めて重要であることなどから、保健所の増設と機能の拡

充、保健師の増員を図り、公的責任に基づいた公衆衛生体制の充実を図ること 

４ 地域を支える存在としての医療・公衆衛生の重要性 

  医療や公衆衛生部門は、地域への経済波及効果及び雇用創出効果が高く、自治

体税収に貢献し、地域経済の好循環を作り出す重要な拠点であり、他方、地域医

療構想などによって病院や保健所を削減することは地域の疲弊を招き、医療への

アクセス阻害の悪循環を生じさせる可能性があることから、地域経済への影響を

も重視したエビデンスに基づく検証を前提とした政策決定を行うこと 

５ 社会構造上の要因と公的取組 

貧困と社会的格差・不平等など、ＷＨＯ（世界保健機関）が指摘する個人に起

因しない社会構造上の要因（健康の社会的決定要因：Social Determinants of 

Health：ＳＤＨ）が、健康格差の大半の原因となっており、中には医療へのアク

セスを阻害する重大な要因となるものもあることから、 

(1) ＷＨＯが主導している健康格差対策を積極的に推進し、様々な社会的決定要

因により医療へのアクセスを阻害されている人々に対する医療を早急に確保す

ること 

(2) 無保険者の実数、受診抑制の実態など、医療の必要性並びに未充足及びその

要因の公的調査を実施すること 

 

社会的決定要因に対する取組では、様々な社会的な困難を抱えている人の権利を

擁護するため、医療者が地域の現場で多職種と連携した「社会的処方」の実践をし

つつ、同時に、健康格差を生じさせている社会構造的要因を解消する働きかけを行

うことが重視されている。弁護士・弁護士会は、これまで、生活困窮者支援、外国

人支援などの現場で、医療者を含む地域の多職種と連携した相談活動の取組などを

進めてきた。当連合会は、医療と法的支援の相互の協働によって個人の権利を擁護

することの重要性に鑑み、今後はより一層、医療関係者との連携を広げ、アウトリ

ーチの相談活動現場での連携、医師会との定期協議の実施等、医療者を起点とした

前記の社会的決定要因に対する取組との協働を進めつつ、人権としての医療へのア

クセスを保障するため、力を尽くす決意である。 

 

以上のとおり決議する。 
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２０２３年（令和５年）１０月６日 
日 本 弁 護 士 連 合 会
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提 案 理 由 

 

第１ はじめに－医療を受けられずに失われていくいのち 

日本では、依然として貧困が深刻化し、格差の拡大が続いている。健康保険料

を滞納し、無保険状態になっている人も多い。体調が悪くても、病院に行くこと

を諦め、手遅れで死亡する人が毎年何人もいる。過疎地に住み、あるいは、統廃

合により医療機関が地域から失われ、地域に医療機関がない人、障害の特性や性

的マイノリティであることにより医療機関への受診が困難な人、高齢ゆえに社会

から孤立している人、さらには、言葉の壁により適切な医療を受けられない外国

にルーツを持つ人など、医療を受けられない人々がいる。 

  コロナ禍では、「医療崩壊」の危機に直面し、入院調整などを行う保健所の機能

も麻痺し、必要な医療にアクセスできないまま多くのいのちが失われていく現実

を目の当たりにした。 

コロナ禍を経験した今こそ、いのちを守る「医療へのアクセス」を人権として

捉え、全ての人が、経済的事情、地理的条件、個人の属性、社会的孤立などにか

かわらず、等しく必要な医療が受けられるよう、医療制度の充実を行うべきであ

る。 

 

第２ 日本の医療制度改革の経緯 

１ 医療費抑制策への経緯 

  (1) 社会保障水準の引下げ 

１９５８年１２月に制定された国民健康保険法（以下「国保法」という。）

による「国民皆保険」の実現後、１９７３年までは、一部負担金（窓口負担）

の引下げや、老人医療費無料化、高額療養費制度が設けられるなど、社会保

障水準の引上げが行われた。 

   しかし、その後の二度の石油危機（１９７３年、１９７８年）を経て、１

９８０年代に入ると、国は「増税なき財政再建」のため、国庫負担主導によ

る社会保障水準の引上げをやめて社会保障経費の洗い直しに着手し、第二次

臨時行政調査会は、１９８１年、社会保障、文教関係費が大きな支出拡大要

因であるとして、国民生活に直接関係する面で受益者の負担増を求める答申

を出し、以後、この考え方が社会保障改定の基本となった。 

  (2) 新自由主義的改革による加速 

日本では、１９９０年代から始まった医療における新自由主義的改革によ

り、更なる医療費抑制策が行われた。国は、２０１２年に「社会保障制度改
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革推進法」を制定し、「自助、共助及び公助が最も適切に組み合わされるよう

留意しつつ、国民が自立した生活を営むことができるよう、家族相互及び国

民相互の助け合いの仕組みを通じてその実現を支援していくこと。」などを

社会保障制度改革の「基本的考え方」とし、憲法第２５条に基づく国の責任

を大きく後退させた。さらに、２０１４年に制定された、地域における医療

及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律

（以下「医療介護総合確保推進法」という。）によって、医療費抑制策は一層

強化された。 

 ２ 医療費の自己負担増 

(1) 自己負担増 
国民健康保険の自己負担（窓口負担）は、１９７３年までには３割となっ

た。他方、被用者保険の被保険者の負担は、１９８４年にはそれまでの定額

負担から１割の定率負担となり、さらに、１９９７年には２割、２００３年

には３割に引き上げられた。 

高齢者に関しては、１９８３年には老人保健制度が創設され、入院・外来

とも定額一部負担が導入され、１９７３年に始まった老人医療無料化は僅か

１０年で終了した。その後、２００１年１月以降は定率負担（１割、ただし

現役並み所得者は２割（２００２年１０月以降）から３割（２００６年１０

月以降）に増加）となった。さらに、２００８年４月以降は後期高齢者医療

制度が導入され、７０歳から７４歳までは２割負担（ただし現役並み所得者

は３割）、７５歳以上は１割負担（ただし現役並み所得者は３割）、２０２２

年１０月１日からは、一定以上所得がある後期高齢者は２割負担となった。 

  (2) 国際的にも高い水準 

諸外国でも同程度の自己負担を強いているかと言えば、そうではない。例

えば、イギリスでは原則無料である。ドイツでは外来は原則無料、入院は１

日１０ユーロである。フランスでは外来３０％、入院２０％だが、加入が義

務付けられ、ほぼ全ての国民が加入している補足疾病保険により自己負担分

が補填される。国によって医療体制や医療水準、他の実質的な負担の有無な

どの違いもあるため単純には比較できないものの、原則３割という負担は、

国際的に見ても高い水準である。 

３ 医療提供体制の縮小 

  (1) 病床数の抑制策 

１９８５年に、都道府県ごとに医療計画を策定し、地域における体系立っ

た医療体制の実現を目指す医療法の大幅な改正が行われた（第一次医療法改
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正）。都道府県知事が、従来の公立・公的病院の病床規制に加え、民間の病院

についても、自由開業制を前提としつつ、二次医療圏（救急医療を含む一般

的な入院治療が完結するように設定した区域）単位で必要病床数を設定し、

それを上回る病床過剰地域において、病院の開設、増床等に関して勧告を行

うことができることとなり、自由開業制に一定の制約が課されることとなっ

た。これによって、病院病床数の伸びに歯止めがかかることとなった。 

  (2) 「地域医療構想」 

２０１４年、医療介護総合確保推進法による医療法改正により、病床機能

報告制度が創設され、都道府県が「地域医療構想」を策定する仕組みが導入

された。 

病床機能報告制度は、各病院・有床診療所が有している病床の医療機能（高

度急性期、急性期、回復期、慢性期）を、都道府県知事に報告する仕組みで

あり、各医療機関は「現状」報告と「今後の方向」の選択、構造設備・人員

配置等に関する項目などを報告する。報告を受けた都道府県は、構想区域（各

都道府県内の二次医療圏を原則とし、現在３３９区域ある。）において病床の

機能区分ごとの将来の必要量等に基づく「必要病床数」を算出した地域医療

構想を策定する。 

地域医療構想は、看護師配置の手厚い高度急性期の病床を他の機能の病床

に転換させ、若しくは過剰と判断された病床開設は認めないなどして計画的

に病床を削減し、入院患者を病院から在宅医療へ、更に介護保険施設へと誘

導し、医療費を削減することを目的とする。地域医療構想に基づく「必要病

床数」を実現した場合、全国で１５万６０００もの病床削減が必要となり、

地域に必要な医療機関や診療科の縮小・廃止が起きかねない。地域医療構想

の実現は、各構想区域に設置された「調整会議」で、都道府県と地域の医療

機関の協力の下で進めていくことが原則と説明されているが、法改正により

都道府県知事の権限が強化されており、上からの機能分化が進められる懸念

は払拭できていない。機械的な病床削減を実施していけば、必要な医療を受

けることができない患者が続出することになり、地域医療は崩壊するとの指

摘がある。 

厚生労働省は、２０１９年９月、全国の公立・公的病院の約４分の１に当

たる４２４の病院（公立２５７・公的１６７）について、「再編統合について

特に議論が必要」とする分析をまとめ、病院名を公表した。これは、「地域医

療構想」の実現を急ぎ、公的医療費抑制を進める政策が招いたものであると

の指摘がある。 
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また、「地域医療構想」で算出された「必要病床数」は、医師・看護師の需

要推計にも連動しており、病床の削減は、医師数、看護師数の抑制につなが

っている。 

(3) 病床の大幅減 

病床は、１９９９年から２０１９年までの２０年間で約２５万床以上も削 

減されることとなった。日本の病床数は国際比較においても突出して多いこ

とが指摘されたが、それは日本特有の「社会的入院」といわれる長期入院患

者や過剰な精神科病床を含むところが大きく、これらの病床も削減されてき

た。しかし、「地域医療構想」による病床の削減は、高度急性期・急性期病床

を含むものであり、いのちを守るために必要な医療を縮小することになる。 

(4) 医師数の抑制 

 ① 医学部の定員抑制 

日本では、１９８２年及び１９９７年に、医療費抑制策として医学部の

定員抑制が閣議決定された。その後、２００８年の閣議決定において増員

方針となったが、それでも人口当たりの医学部卒業生数（人口１０万人当

たり７.１人）はＯＥＣＤ加盟国３６か国の中で最も少ない（OECD Health 

Statistics ２０２１）。 

   ② 医師不足の現状 

２０２０年１２月３１日現在、全国の届出「医師数」は３３万９６２３

人（人口１０万人対２６９.２人）である。人口当たりの医師数（人口１０

００人当たり２.５人）はＯＥＣＤ加盟国３８か国の中で３３位である。Ｏ

ＥＣＤ平均は３.６人であり（OECD Health Statistics ２０２１）、ＯＥＣ

Ｄ平均並みの医師数には約１３万人足りない。厚生労働省の「医師の働き

方改革に関する検討会」では、過労死ラインの月平均８０時間を超える時

間外労働（休日労働を含む）の勤務医が約８万人に上ると指摘されている。 

一方、医師一人当たりの診察回数（５０１１回／年）はＯＥＣＤ加盟国

３３か国の中で３番目に多い。ＯＥＣＤ平均は２１２２回／年である

（OECD Health Statistics ２０２１）。医師が十分な時間を割いたと評価

する患者が大変少ない。診療中に医師が十分な時間を割いたと評価する患

者の割合（４２.１％）は、２０か国を比較したＯＥＣＤのデータの中で最

も低い。 

 ４ 公衆衛生の削減 

  (1) 公衆衛生の役割 

    公衆衛生は、憲法第２５条２項に明記され、社会福祉、社会保障とともに
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生存権保障を支える三つの制度のうちの一つである。公衆衛生の役割は、感

染予防、感染症対策、保健・医療・栄養、施設・営業管理、解剖・解体・埋

葬、環境など多岐にわたり、特に、感染症対策では、感染の拡大を防止する

という重要な役割を担っている。 

  (2) 公衆衛生の削減、健康の自己責任化 

    保健所は、１９４７年の保健所法改正により「地方における公衆衛生の向

上及び増進を図る」（同法第１条）ことを目的とする公的機関と位置付けられ、

人口おおむね１０万人を基準として設置するとされ（同法施行令第２条）、無

料の原則も定められ、公的責任による公衆衛生の推進が図られた。 

    ところが、医療費と同様に、公衆衛生予算も削減され、公衆衛生の機能を

担う保健所も、「効率化」の名の下に削減されてきた。 

    １９９４年には、保健所法が地域保健法に改正され、保健所の設置数は、

二次医療圏（平均人口約３６万人）に１か所に改められた。保健所から保健

センターに業務の一部が移管され、民間委託が進み、対人援助業務は大きく

縮小された。 

    ２０００年代に入ると、病気の原因と対策を個人に求める健康の自己責任

化の動きが強まり、市町村による基本検診の廃止などが進められた。 

(3) 保健所機能の弱体化 

    １９９４年の地域保健法制定以降、保健所の統廃合と削減が続き、同年に

８４７あった保健所数は、２０２３年には４６８か所にまで激減した。保健

所の職員数も、１９９０年の３万４５７１人から２０１６年には２万８１５

９人へと大きく減少し、中でも、検査技師は、１９９０年の１６１３人から

２０１６年には７４６人へと半分以下に削減された（国立社会保障・人口問

題研究所「社会保障統計年報」）。 

    また、保健所の削減により、保健所管内の人口は、１９９４年と２０２０

年を比較すると２倍に増加しており、保健所の保健師一人当たりの受け持ち

人口も１万人増えている。 

 

第３ 医療へのアクセス阻害の現状 

 １ 経済的理由による阻害 

  (1) 国民健康保険滞納世帯数、短期被保険者証・資格証明書交付世帯数、無保

険世帯数 

    ２０２２年６月１日現在で、国民健康保険全世帯中の約１１％に当たる約

１９５万世帯が滞納世帯である。保険料が支払えず、有効期間が短い短期被
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保険者証が交付されている世帯数は約４３万５０００世帯、医療機関を受診

する際、一旦、全額を自己負担しなければならない資格証明書が交付されて

いる世帯数は、約９万２０００世帯である（「令和３年度国民健康保険（市町

村国保）の財政状況について」）。また、兵庫県保険医協会が２０２２年に行

った県下全自治体に対する調査結果によれば、兵庫県全体の保険証未交付数、

すなわち短期被保険者証、資格証明書さえ交付されていない、いわゆる無保

険世帯は 1 万１７７２世帯、未交付率は１．７％となっている。このうち尼

崎市の未交付率７．３％、西宮市で４．３％と都市部を中心に高い未交付率

が示されている。 

格差と貧困が進んだ日本において、国民皆保険はその本来の趣旨から後退

している状況である。 

  (2) 経済的理由による受診抑制の現状 

    ２０２１年に全日本民主医療機関連合会（以下「民医連」という。）が行っ

た「経済的事由による手遅れ死亡事例調査」によれば、調査対象となった民

医連の７０６事業所の死亡例は４５件であった。これは氷山の一角であり、

全国の患者数で換算すれば４９５件（２０２０年の全国の１日当たりの平均

外来患者数は１１９万人余、民医連の同患者数は約１１万人）である。 

日本医療政策機構が行った「日本の医療に関する２００８年世論調査」に

よれば、低所得・低資産層では、過去１２か月以内に、費用がかかるという

理由で、「薬を処方してもらわなかったことがある」１６％、「具合が悪いと

ころがあるのに医療機関に行かなかったことがある」３９％との回答結果で

あった。大阪府が２０１６年に行った「子どもの生活に関する実態調査」に

よれば、経済的理由により子どもを医療機関に受診させることができなかっ

た経験がある世帯の割合は、等価可処分所得が中央値の５０％未満の困窮層

では７．７％あり、中央値以上の群の１％以下との格差が顕著である。 

２ 地理的理由による阻害 

  (1) 地域に必要な医療機関の減少 

地域医療構想による病床の削減及び公立・公的病院の再編統合が進むこと

により、必要な医療機関が地域から失われる危険性がある。特に、過疎地域

及びその周辺地域では、その危険性がより顕著である。 

都道府県や市町村が開設する公立・公的病院の約６５％は人口１０万人未

満の市町村にあり、約３０％は人口３万人未満の市町村にある。公立・公的

病院は、民間病院の立地が困難なへき地等における医療や、救急・小児・周

産期・災害・精神などの不採算・特殊部門に係る医療、民間病院では限界の
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ある高度・先進医療の多くを担っている。ところが、公立・公的病院数は、

２００９年の１２９６から２０２１年には１１９４へと８％減少し、病床数

も３３万８０８０床から３０万７８４９床へと９％減少している。 

(2) 医師不足と地域偏在状況 

医師不足を背景とした医師の地域偏在が生じている。 

国の調査によれば、２０２２年１０月末現在の無医地区（医療機関のない

地域で、当該地区の中心的な場所を起点として、おおむね半径４㎞の区域内

に５０人以上が居住している地区であって、かつ容易に医療機関を利用する

ことができない地区）の数は５５７で、居住人口は１２万２２０６人である。 

また、２０２０年１２月３１日現在、医療施設に従事する医師数は３２万

３７００人（届出医師全体の９５.３％）で、人口１０万人対医師数（全国平

均）は２５６.６人である。都道府県別に見ると、最も多い徳島県の３３８.

４人に対し、最も少ない埼玉県は１７７.８人であり、およそ倍の差がある。 

このように、医師不足を背景とした地域偏在により、医療にアクセスしや

すい地域とアクセスしにくい地域の格差が大きくなっている。 

３ 健康の社会的決定要因と医療へのアクセス阻害 

前記１、２で述べた経済的理由や地理的理由以外にも、医療へのアクセスを

阻害する要因は様々にある。 

ＷＨＯは、「Closing the gap in a generation」（「１世代のうちに格差をな

くそう」と求めるレポート）（健康の社会的決定要因に関する委員会最終報告書

２００８）において、個人に起因しない社会構造的な要因が健康格差を生み出

すとし、そうした要因を「健康の社会的決定要因：Social Determinants of 

Health：ＳＤＨ」と呼んでいる。 

健康の社会的決定要因は、経済力、居住地、障害、性別、性的指向・性自認、

年齢、国籍など多岐にわたる。 

例えば、性的マイノリティは、医療機関において男女二元論や戸籍上の性別

を前提とした対応がなされるなど、セクシュアリティに対する差別・偏見・無

理解などによって医療へのアクセスを阻害されている。 

また、外国人は、仮放免中など在留資格がなければ健康保険に加入できず、

在留資格があっても技能実習生などは発病や妊娠が発覚すると帰国を強制され

ることもあるため受診を控えるなど、「制度の壁」「情報・言葉の壁」「文化・心

の壁」が医療へのアクセス阻害を生じさせている。 

このように、個人に起因しない様々な社会構造的な要因によって、医療への

アクセス阻害が生じている。 
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第４ 人権としての医療へのアクセス権 

 １ 医療へのアクセス権の保障 

医療は、人間のいのちや健康に関わる極めて重要なニーズである。専門性が

高いため医療の必要性を自己判定することは困難であり、本人の疑いだけで確

実に受診できる機会の保障が必要である。個人による健康管理の限界、災害・

感染症の発生など、いつ、どのような場面で治療が必要になるかの予測も困難

であり、医療は、人間が生涯にわたって尊厳ある生存を維持するために必要不

可欠なものである。 

憲法は、個人の尊厳原理に立脚し、「健康で文化的な生活」を保障し、あらゆ

る社会的関係における差別を禁じ（憲法第１３条、第１４条、第２５条）、また、

日本も批准済みである国際人権規約（経済的、社会的及び文化的権利に関する

国際規約（社会権規約））第１２条第１項は、「すべての者が到達可能な最高水

準の身体及び精神の健康を享受する権利を有する」としている。 

したがって、医療の必要性以外の経済力、居住地、障害、性別、性的指向・

性自認、年齢、国籍などによって医療へのアクセスが阻害されてはならず、い

つでも、どこでも、誰でも、安全で質の高い医療にアクセスする権利が基本的

人権として平等に保障されており、また、国や地方自治体には、人権としての

医療へのアクセス権を実効的に保障するため、医療保険制度、医療提供体制、

公衆衛生体制などを整備、拡充する責務がある。 

 ２ 当連合会のこれまでの提言 

当連合会は、２０１１年１０月の人権擁護大会において「患者の権利に関す

る法律の制定を求める決議」を採択し、これを受けて、２０１２年に「患者の

権利に関する法律大綱案の提言」を策定した。同決議及び提言は、医療へのア

クセスを始めとする、医療が抱える多くの重要な課題の解決には、患者を医療

の客体ではなく主体とし、その権利を擁護する視点に立って医療政策が実施さ

れ、医療提供体制や医療保険制度などを構築し、整備することが必要であり、

そのためには、大前提として、基本理念となる患者の諸権利が明文法によって

確認されなければならないとして、「患者の権利に関する法律」を速やかに制定

することを求めたものである。 

さらに、当連合会は、あるべき社会保障について、経済的理由で各種サービ

スや保障制度を利用できないことがないよう、窓口負担のない税方式による医

療・介護・障害福祉サービスの構築、応能負担原則に基づく実質的平等を確保

するための優遇税制の見直し、保険主義の偏重の是正、並びに社会保障制度の

税財源の強化などを提言してきた（人権擁護大会決議「若者が未来に希望を抱
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くことができる社会の実現を求める決議」（２０１８年１０月５日）など）。 
しかし、コロナ禍は、医療が社会を維持するために不可欠な公共財であるこ

とを再認識させ、現在、コロナ禍後の医療の在り方が問われている。 

そこで、当連合会は、医療へのアクセス権の保障を確立するため、これまで

提言してきた諸施策に加えて、国及び地方自治体に対し、次の諸施策を速やか

に実施することを求める。 

 

第５ 誰もが必要な医療を受けられる医療保険制度の構築 

１ 医療費抑制策の問題 

(1) エビデンスの乏しさ 

    国が医療費抑制の必要性として挙げるのが高齢者人口の増加である。そし

て、医療費抑制策として行われてきたのが、需要抑制としての患者の窓口負

担であり、供給抑制としての医師数の制限、病床（特に急性期病床）の削減

である。 

    しかし、これらについては、海外の研究では、データを基にして、いずれ

も医療費増加の原因あるいは医療費抑制策としての効果において、その影響

はゼロか軽微であるとされている。これに対し、日本では、医療費抑制策の

効果に関するデータを国が公表していないため、医療費抑制の必要性や効果

についての検証ができない。国の医療費抑制策にはデータに基づいたエビデ

ンスがないばかりか、既に国際的な研究によって効果がない、あるいは、乏

しいとされている抑制策を検証もなく継続している。 

  (2) 医療費の国際比較 

    日本の令和２年度の国民医療費は４２兆９６６５億円、公費は１６兆４９

９１億円(３８．４％)（うち国庫負担は１１兆２４５億円、地方負担は５兆

４７４６億円）、保険料は２１兆２６４１億円(４９．５％)、患者負担は４兆

９５１６億円（１１．５％）となっている（厚生労働省令和２年度国民医療

費の概況）。 

ＧＤＰに占める医療費（保健医療支出）の割合は、日本はＯＥＣＤ加盟国

３８か国の中で５位（２０１９年１１.０％、なおＯＥＣＤ平均は８.８％）

であるが、先進国の中で最も高齢化が進んでいる日本よりも高齢化率が低い

ドイツ、フランスの方が日本を上回っている。また、一人当たりの医療費は

ＯＥＣＤ加盟国３８か国中１５位（２０１９年）と先進国の中では低く、２

０１５年から２０１９年の一人当たりの医療費の伸び率（１.３％）も、ＯＥ

ＣＤ平均（２.７％）よりかなり低い（OECD Health Statistics ２０２１、
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WHO Global Health Expenditure Database）。 

前記の国際比較のデータが示すとおり、他の先進国との比較において日本

の医療費は低く抑えられている状況にあり、国の更なる医療費抑制策は、必

要な医療までも受けられない状況を生じさせる。 

また、日本の国民医療費の費用構成を見ると、医師等の人件費に充てられ

るのが４７％に対し、医薬品は２１．７％、医療材料は６．７％（令和３年

度予算ベース）であり、医薬品（薬価）の割合が大きいことが分かる（財務

省２０２１年４月１５日社会保障等（参考資料））。日本の特徴として他国に

比して医薬品（薬価）と医療材料の単価は高く、一方医師等の人件費の診療

報酬が低いことが指摘されている。 

 ２ 窓口負担の廃止の拡大 

  (1) 低所得者に限らない窓口負担の廃止 

医療費の窓口負担は、その負担がどんなに少額であっても低所得者の受診

を抑制することになる。その結果、必要な医療を受けられず、手遅れになっ

ていのちを失う人がいる。 

    窓口負担については、災害や失業等による著しい収入の減少などにより、

一時的に生活が困窮したときは、窓口負担の減免又は猶予が認められている

が（国保法第４４条）、恒常的に生活困窮にある者は対象とはなっていない。

仮に、低所得者について窓口負担の減免手続を設けたとしても、病気は事前

に予想できるものではなく突然罹患するものであり、病気になる前に減免手

続を行うことは想定しがたい。実際、この制度は、ほとんど使われていない。 

そもそも対象を低所得者に限る制度は、選別主義的な制度であり、給付の

漏れが生じ、真に助けが必要な人に助けが届かないという弊害がある。した

がって、低所得者に限らない窓口負担の廃止を目指すべきである。 

なお、低所得者の医療アクセスの実現には、医療制度の変更だけではなく、

生活困窮者支援等の諸施策も重要であるが、貧困対策・生活困窮者支援に関

する諸施策については、生活保護法の改正、最低賃金の大幅な引き上げ、労

働時間規制、子どもの貧困対策など、当連合会としてこれまでも繰り返し提

言をしているところである。 

(2) 過剰診療の解消 

窓口負担を廃止した場合の懸念としてある過剰診療による医療費膨張につ

いてはエビデンスに乏しい。むしろＯＥＣＤは、窓口負担による医療費抑制

の効果について、公的な資金供給の大きな節約になる可能性は低く、低所得

層の受診抑制を招き、長期的に見るとかえって健康悪化によるコストがかか
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る可能性があるとしている。 

現在、療養病床では診療報酬の包括払いが義務化され、一般病床では包括

払いの導入・拡大により、過剰診療は制度的に解消されている。外来診療で

は診療報酬請求の手続の運用や行政の指導や監査などにより過剰診療が容認

されにくくなっていることに加え、将来的には総合診療専門医の普及ととも

に、国や医師会が進めている「かかりつけ医」（日本医師会の定義では、「な

んでも相談できる上、最新の医療情報を熟知して、必要な時には専門医、専

門医療機関を紹介でき、身近で頼りになる地域医療、保健、福祉を担う総合

的な能力を有する医師」）機能が広く人々に普及していけば、過剰受診を解消

する効果が期待される。 

    何よりも窓口負担による受診抑制により、医療へのアクセスが阻害され、

必要な医療を受けられずに多くのいのちが失われている危機的状況を踏まえ

れば、そうした懸念より窓口負担の廃止に向けた施策の推進こそが優先され

るべきである。 

(3) 対象の拡大 

既に子どもの医療費については、全ての地方自治体で窓口負担の一部、更

には全部廃止が行われている。近時はその対象年齢を拡大する地方自治体が

増加している。地方自治体が子どもの窓口負担を廃止した場合の国庫負担金

減額調整を行わない範囲について、現在は未就学児までにとどまっているが、

地方自治体は、高校生まではもちろん、更に高額の学費・生活費を負担する

大学・専門学校の学生までの窓口負担を廃止すべきであり、その場合、国は

国庫負担金減額調整を行わないようにすべきである。また、高齢者について

は、２００８年に「後期高齢者医療制度」が導入され、７５歳以上の高齢者

の負担割合は一般所得者等１割、現役並み所得者３割となり、２０２２年１

０月１日からは、一定以上所得がある高齢者は２割負担となった。これは国

が全世代型社会保障と称し、現役世代との負担の公平性を図るとして行った

ものであるが、これによって軽減される現役世代の負担はごく僅かであり、

かえって高齢者の受診抑制を招き、受診遅れによる病状の深刻化によって医

療費の増加につながりかねない。したがって、高齢者の負担割合を直ちに見

直し、早急に窓口負担を廃止すべきである。 

以上のように、窓口負担による受診抑制により、いのちを失うという危機

的事態が生じていることに鑑みれば、現状子どもに対して広がっている窓口

負担廃止の範囲をまずは早急に高齢者まで拡大し、更に窓口負担のない対象

者の範囲を順次拡大すべきである。 
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３ 保険料負担の軽減 

(1) 減免制度の拡大 

国民健康保険料は、応能割（支払能力に応じて課すもの）の部分と応益割

（支払能力に関係なく一定の条件に当てはまれば課すもの）の部分があり、

応益割の部分については、７割、５割、２割の軽減制度がある（国保法第８

１条）。その他、自治体は、条例又は規約の定めがあれば、特別の理由がある

者に対し、保険料を減免することができる（国保法第７７条）。しかし、この

「特別の理由」は、災害などにより一時的に保険料負担能力が喪失したよう

な場合に限定され、恒常的な生活困窮は含まないと解されている。そのため、

恒常的な低所得者については、保険料の一部減額は認めるものの、全額免除

を認めていない市町村がほとんどである。生活保護による医療扶助があるに

しても、恒常的な生活困窮者が全て生活保護を受給しているわけではないこ

とを考えれば、保険料の全額免除を認めていくべきである。 

(2) 応能負担の貫徹 

被保険者の保険料負担が大きく、低所得者において大きな負担がある国民

健康保険の保険料を大幅に軽減すべきである。 

また、国民健康保険料の応益割の部分は、逆進的であり、低所得者にとっ

て大きな負担となる。税や保険料は、支払能力に応じて負担する応能負担原

則によるべきであり、応益割の部分は、廃止すべきである。それとともに、

保険料は、一定以上の高額所得者に対しては、上限が設定されている。その

ため高額所得者ほど保険料の負担割合が少なくなる。特に国民健康保険に比

べて保険料負担が少ない被用者保険の高額所得者の負担は少なくなっている。

このような逆進性を解消するため、保険料上限の引上げが必要である。 

    当連合会は、過去の人権擁護大会決議（「希望社会の実現のため、社会保障

のグランドデザイン策定を求める決議」（２０１１年１０月７日）、「貧困と格

差が拡大する不平等社会の克服を目指す決議」（２０１３年１０月４日）、「若

者が未来に希望を抱くことができる社会の実現を求める決議」（２０１８年

１０月５日））において、税と社会保障による所得再分配機能の重要性及び応

能負担原則に基づく実質的平等の確保の観点から、資産所得課税の減税措置

等の見直し、所得税及び法人税については大企業及び投資家などに適用され

る種々の優遇税制の見直しなど、担税力に応じた税制の再構築をすることを

提言しているところであり、医療については、国民皆保険制度がその本来の

趣旨から後退していることに鑑みれば、保険主義の偏重を是正することが必

要であり、保険料においても応能負担原則を貫徹すべきである。 
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 ４ 保険料滞納者に対する健康保険証の交付と、マイナンバーカードと健康保険

証の一体化後の選択権 
  (1) 国民健康保険は、加入者には無職者が多く、保険料負担能力が低い上に、

高い保険料負担のために、前記のとおり、保険料滞納世帯は国民健康保険加

入全世帯の１割を超え、短期被保険者証交付世帯、資格証明書交付世帯も多

い。保険料の滞納者の多くは、実質的に無保険者の状態に置かれている。健

康保険証を取り上げることは、それによって、いのちが失われることにつな

がることであり、保険料滞納者に対しても、正規の健康保険証を交付すべき

である。 

  (2) ２０２３年６月に成立した「行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律」により、マイナンバ

ーカードと健康保険証が一体化し、健康保険証が廃止されることになった。

これが実施されれば、保険料滞納があっても一定期間について正規の健康保

険証と同様の窓口負担での受診が認められていた短期被保険者証の仕組みが

なくなり、保険料滞納者は、これまで以上に窓口負担１０割（償還払い）を

求められる事態となることが懸念される。マイナンバーカードと健康保険証

の一体化については、個人情報の漏洩やシステムダウンが起きるのではない

か等、大きな不安を抱く市民が多いことも踏まえ、現行のままの健康保険証

の交付を選択する権利を認めるべきである。 

５ 医療制度を支えるための財政に関する国民的議論の必要性 

以上のような、窓口負担のない対象者の拡大や、国民健康保険料の減免の拡

大などについては、財源を不安視する観点からの疑問も予想される。 

しかし、医療へのアクセス権は憲法において保障される重要な基本的人権で

あるから、それを「財源不足」を理由に制限されることのないよう、必要な財

源を確保することが国の責務である。 

他方で、基本的人権の保障のために必要な安定した財源を確保するためには、

国民が租税の役割を実感しつつ、その負担に同意することが必要であるが、そ

のためには互いに租税を負担し連帯して支え合うことへの国民的合意を形成す

るための努力が必要となる。 

そのため、人権保障のための財源確保については、国民的合意を得るための

十分な議論を行わなければならないところ、先にも指摘した過去の人権擁護大

会決議（２０１１年、２０１３年及び２０１８年など）においては、財源確保

のための方策の例を提示していたところである。 

医療へのアクセス権の重要性とともに、税と社会保障を通した所得再分配機
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能の重要性も踏まえた上で、所得税の最高税率の引上げ、有価証券の譲渡益や

配当金、利息等の資本所得に関する分離課税の見直しや、労働所得の税率より

も低率となっている資本所得税率の引上げ等の応能負担原則に基づいた財源確

保のための国民的議論も行う必要がある。 

 

第６ 医療提供体制の充実 

１ 病床削減、公立・公的病院統廃合の見直し（「地域医療構想」の見直し） 

  前記第２、３で指摘したように、地域医療構想に基づく「必要病床数」を実

現した場合、高度急性期・急性期病床を含め、全国で１５万６０００もの病床

削減が必要となり、地域に必要な医療機関や診療科の縮小・廃止が起きかねな

い。 

特に、公立・公的病院は、民間病院では立地が困難な過疎地域やへき地等に

おける医療や、救急・小児・周産期・災害・精神などの不採算・特殊部門に係

る医療、また、民間病院では限界のある高度・先進医療の多くを担っている。

そのため、公立・公的病院の統合により、地域や診療科目によっては、必要な

医療を受けることが困難な事態が生じている。 

公立・公的病院の果たしている役割が非常に大きいことは、新型コロナウイ

ルス感染症への対応においても浮き彫りになった。コロナ禍は、医療費抑制策

として病院の統廃合や病床の削減を進める「地域医療構想」の弱点を露呈した

ものと見るべきである。 
国及び地方自治体は、現在の「地域医療構想」を見直し、医療アクセスが保

障される観点を十分に踏まえた新たな「地域医療構想」を検討すべきである。

医療計画の策定に、住民や患者の意見を十分に反映させ、まちづくりの計画に

も位置付けるとともに、医療機関の広域連携を検討する際にも、政策サイドに

よる圏域設定ではなく、住民の生活圏域を重視するなど、地域で考えて作って

いくという地方自治の観点に基づいて「地域医療構想」を策定することが重要

である。 

加えて、厚生労働省は、「再編統合について特に議論が必要」と名指しした公

立・公的病院（当初４２４病院、後に４４０病院に増加）のリストを撤回すべ

きであり、特に過疎地域及びその周辺地域では、公立・公的病院の役割を重視

し、住民のいのちを守る観点から少なくとも存続させる必要がある。 

自治体の合併、高齢化の進展などによる地域の衰退、医師・看護師の確保が

できないことなどにより、公立・公的病院を維持することが困難になりつつあ

る地域については、地域衰退を所与の前提とせずに病院を地域再生の拠点と位
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置付ける方策も考慮しつつ、同時に、高次医療機関に患者を速やかに搬送する

システムの構築や診療所のかかりつけ医と病院との連携（病診連携）を強化す

ることなどによって、地域の医療「機能」を維持していくことも重要である。 

２ 人員体制 

  (1) 医師不足、偏在の是正 

    地域医療の現場は、医師不足を背景とした地域間・診療科間の偏在が極め

て顕著となり、「地域医療崩壊」の危機的状況にある。国は、医師不足や地域

間・診療科間の偏在等の問題を解消し、地域医療を充実させるために必要な

あらゆる施策を直ちに講じる必要がある。 

① 地域でプライマリーケアを担う総合診療専門医の養成及び確保 

ＯＥＣＤは、「日本の医療は大変な課題に直面している。高齢化が急速に

進んでおり、人々が健康で経済的また社会的に活動できるよう維持するに

は、ひとつ以上の慢性疾患を持つ人々に積極的で、連携をし、個別のケア

を提供する医療制度が必要になる。プライマリーケアの強化はこれらの課

題に対処することの中核をなす。特に、日本は最も適切なサービスを必要

に応じて連携して提供することで、人々のニーズに応じられることを確保

するために、より明確に異なる医療機能（特にプライマリーケア、急性治

療と長期療養）の分化をし、より構造的な医療制度に移行する必要がある。」

との提言を行っている。 

国は、地域医療の現場においては、複数の疾患等の間題を抱える高齢者

が多く、総合診療専門医の必要性が非常に高まっていることを直視し、総

合診療専門医の必要数を示し、養成及び確保を図る必要がある。 

② 医師不足の解消 

     前記のとおり、国際比較でも、人口当たりの医師数が少なく、医師不足

が、地域・診療科間の偏在や医師の過重労働を生み、また、公立・公的病

院の統廃合の原因にもなっている。さらに、診察回数が多く、患者に十分

な時間を割くことができない状況を改善するためにも、医師不足の解消が

必要である。２００８年以降医学部の定員は増加されたが、なお医師不足

は解消されていない。 

  (2) 地域の医療を担う医療従事者の労働環境の改善 

医療提供体制を充実させ、かつ、医療の質と安全性を向上させるためには、

地域の医療を担う医療従事者の労働環境の改善が必要である。 

① 医師の労働環境 

医師の労働時間に関し、厚生労働省は、「医師は他職種と比較して抜きん
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でた長時間労働の実態にあり、日本の医療が医師の自己犠牲的な長時間労

働により支えられている危機的な状況」にあり、「長時間労働の是正による

医師の健康確保、仕事と生活の調和を踏まえた多様で柔軟な働き方の実現

を図ることが、医療の質と安全性の確保、これからの医療を支える人材の

確保に通じ、地域の医療提供体制を守ることにつながる」として、「時間外・

休日労働時間の上限規制などの働き方改革が必要となって」いるとの認識

を示している。 

しかし、このような厚生労働省の認識にもかかわらず、「医療の公共性・

不確実性を考慮した上で医療提供体制の確保に必要な規制」や「医療の質

の維持・向上のためには知識習得や技能向上のための研鑽を行う必要」が

あるとの理由で、一般の業種の労働者の時間外労働時間の上限である年７

２０時間等とは異なる時間外労働時間の上限（休日労働の時間と合わせて

年９６０時間以下、月１００時間未満、特例として年１８６０時間以下）

が設定されている。医師の働き方改革を進めるとしながら、なおも過労死

ラインを超える時間外労働を容認している。 

② 看護師の労働環境 

ア 看護師の不足 

厚生労働省「医療従事者の需給に関する検討会 看護職員需給分科会」

の中間とりまとめ（２０１９年１１月１５日）によると、２０２５年時

点における需給推計によれば、約６万人～約２７万人の看護職員の供給

不足が生じる可能性がある。病床１００床当たりの看護職員数（２０１

７年）は、日本は８７.１人でＯＥＣＤ加盟国の単純平均１８３.４人よ

り約１００人も少なく、欧米諸国に比べ２分の１から５分の１にすぎな

い。 

    イ 夜間勤務形態 

最も多くの看護師に適用されている夜間勤務形態は「二交代制（夜勤

１回当たり１６時間以上）」が５３.８％、次いで「二交代制（夜勤１回

当たり１６時間未満）」が２１.１％、「三交代制（変則含む）」が２０.７％

であった。 

また、勤務間インターバル（勤務から次の勤務までの間隔）は、勤務

間隔が「８時間未満」が４０.６％、「８時間以上１２時間未満」が１６.

２％であった。 

看護師は脳・心臓疾患に至るリスクが高い苛酷な労働環境である。 

    ウ 賃金 
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産業別の労働分配率を国際比較すると、日本の医療・福祉分野におけ

る労働分配率は他国に比べて相対的に低く、分配機能を強化する観点か

ら、診療報酬・介護報酬を始め、分配の在り方を見直す必要があると指

摘されるところである。 

③ 労働環境の改善策 

    ア 医療従事者の増員及び医療従事者の労働基準法の遵守 

医療従事者が長時間労働をしなければならない要因の一つは、医療従

事者の必要人数が不足しているからである。そのため、まずは医療従事

者の人数を増員すべきである。 

また、現場で働く医療従事者の健康に生きる権利を保障するために、

医療従事者の苛酷な労働環境を改善すべきである。 

それにはまず医療従事者に対し労働基準法の遵守を徹底し、労働時間

の短縮に努めるべきである。 

    イ 長時間労働への法規制 

当連合会では「労働時間法制の規制緩和に反対する意見書」（２０１４

年１１月２１日）において、長時間労働を是正するための法制度の早急

な構築を求めた。また当連合会は、「『あるべき労働時間法制』に関する

意見書」（２０１６年１１月２４日）において、勤務開始時点から２４時

間以内に連続１１時間以上の休息時間を付与することを求めたところ

である。 

医療従事者は長時間労働、交代勤務、深夜勤務が恒常的な職場である。 

夜勤は睡眠時間が不規則になる上、深夜勤務により過労死のリスクが

高くなる。 

医療従事者の労働時間を８時間、勤務間隔は１１時間とするなど、条

約・勧告等の国際基準に合わせた国内法を整備・改善すべきである。 

ウ 看護師の賃金の引上げ 

諸外国の時間外労働に対する割増賃金率は、例えばドイツは最初の２

時間が２５％、それ以降は５０％とするなど長時間労働をすることが経

営者にとって人件費が高くなるという規制をしている。 

夜勤を含む長時間労働が恒常的である看護師に対し、勤務状況に見合

った賃金を保障すべきである。 

 

第７ 公衆衛生の充実 

コロナ禍において、保健所は、ＰＣＲ検査の調整、感染者や濃厚接触者の積極
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的疫学調査、入院や自宅療養の振り分け、自宅療養者の病状確認など緊急性のあ

る重要な業務を担い、人員不足の中、激務に追われ、市民からの電話もつながら

ないなど、保健所の機能は麻痺することとなった。 

  保健所の削減が感染症対策の遅れにつながった可能性も否定できないことから、

新たな感染症、南海トラフ巨大地震などの地震・津波災害、気候変動など、今後

の不測の事態に備えた人員配置が必要である。 

医療へのアクセスは、保健所による入院調整、困難を抱えて医療にアクセスで

きない人への保健師によるアウトリーチなど、地域保健や福祉システムとの連携

によって確保されるものである。健康格差の解消が重要な社会的課題であり、そ

の解決のためにも、公衆衛生の第一線の機関としての保健所が、住民の生活圏域

の中で果たす役割が極めて重要である。そこで、保健所の増設と機能の拡充、保

健師の増員を図り、公的責任に基づいた公衆衛生体制の充実を図ることを求める。 

なお、公衆衛生政策では、社会防衛の観点から患者・少数者に対する人権侵害・

差別が引き起こされるおそれが常に存在する。「感染症の予防及び感染症の患者

に対する医療に関する法律」前文でも、ハンセン病・後天性免疫不全症候群等の

感染症の患者に対する差別・偏見が存在したことを教訓として感染症の患者等の

人権の尊重がうたわれている。これらを踏まえて、公衆衛生政策によって人権侵

害・差別が生じることがないようにすることが改めて確認されなければならない。 

 

第８ 地域を支える存在としての医療・公衆衛生の重要性 

 １ 医療、公衆衛生部門の経済波及効果・雇用創出効果 

  日本の産業部門別の経済波及効果及び雇用創出効果を見ると、経済波及効果

も雇用創出効果も、医療関連部門、特に、保健衛生のランキングが高くなって

いる。保健衛生には、保健所や健康相談施設が含まれる。医療や公衆衛生部門

は、ＩＴやＡＩで代替されにくいことなどから、今後、医療・福祉が最大の雇

用創出産業になるとの海外の研究もある。 

 ２ 地域経済への影響を重視したエビデンスに基づく検証による政策決定 

   厚生労働省は、公立・公的病院の統廃合と再編リストを公表したが、「診療実

績が特に少ない」「類似かつ近接」という二つの基準に該当する病院がリストア

ップされた。しかし、個々の病院の経営に偏り過ぎた政策判断により病院の縮

小・閉鎖を決めれば、立地する自治体全体の雇用・人口・税収が激減する可能

性がある。ある自治体では、病院（介護施設を含む）職員の個人住民税の納付

額が３０％を超えているとの調査結果もあり、税収を含む地域経済への影響も

考慮する必要がある。 
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医療や公衆衛生部門は、地域への経済波及効果及び雇用創出効果が高く、自

治体税収に貢献し、地域経済の好循環を作り出す重要な拠点である。地域医療

構想などによって病院や保健所を削減することは、労働人口の減少、公共交通

の縮小、財政の悪化を始めとする地域の疲弊を招き、更なる医療へのアクセス

阻害という悪循環を生じさせる可能性があることから、地域経済への影響を重

視したエビデンスに基づく検証を前提とした政策決定を行うことを求める。 

 

第９ 社会構造上の要因と公的取組 

 １ 健康の社会的決定要因 

健康の社会的決定要因は、経済力、居住地、障害、性別、性的指向・性自認、

年齢、国籍など多岐にわたる上、生涯にわたって蓄積し、原因は一つではなく、

いくつもの困難を同時に抱えることも少なくない。 

   貧困は、健康の社会的決定要因の中でも、最も大きな原因の一つである。生

活困窮世帯の子どもには、虫歯、肥満、ワクチン未接種率が高く、健康リスク

が高いこと、低所得者ほど喫煙率が高く、高血圧や糖尿病に罹患しており、検

診の未受診も多いこと、高齢者においては、所得が低いほど医療機関受診率が

低く、要介護認定となる割合が高いこと、学歴や所得といった社会階層、社会

参加度が抑うつや要介護状態の出現と相関があることなどが、疫学調査などに

よって裏付けられている。 

   経済的困窮だけでなく、低所得・失業・低学歴・非正規雇用など社会的に不

利な立場にある人々ほど、健康を害しやすく短命である傾向が明らかになって

いる。 

   このような社会的決定要因は、健康格差の大半の原因となっており、第３で

指摘した例のように医療へのアクセスを阻害する重大な要因となるものもある。 

２ 健康の社会的決定要因に関する取組の必要性 

   ＷＨＯは、「Closing the gap in a generation」（「１世代のうちに格差をな

くそう」と求めるレポート）において、各国政府に対し、健康の公平性を達成

するために、健康の社会的決定要因に関して国際的な取組を先導することを求

めるとし、構造的な健康格差が、合理的な行動によって回避できると判断され

る場合、そのような格差はまさに不公平であり、是正可能な健康格差をただす

ことは社会正義の問題であり、健康格差を低減することは倫理的義務であると

し、「社会的不正義のために、多くの人々が殺されている」としている。 

   当連合会は、「いったん収入の低下や失業が生じると社会保障制度によって

も救済されず、蓄え、家族、住まい、健康等を次々と喪失し、貧困が世代を超
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えて拡大再生産されるという『貧困の連鎖』」の構造が作られていること、社会

の構造的要因が自殺を生み出していることなどを指摘し、構造的な要因を除去、

改善するための実効的な対策を講ずることを過去の人権擁護大会決議において

求めてきた（「貧困の連鎖を断ち切り、すべての人が人間らしく働き生活する権

利の確立を求める決議」（２００８年１０月３日）、「強いられた死のない社会を

めざし、実効性のある自殺防止対策を求める決議」（２０１２年１０月５日））。 

健康格差を生み出す社会的決定要因は、貧困や自殺を生じさせている社会構

造的要因と共通する問題であって、生存権や医療へのアクセス権の実効的な保

障のため、是正されなければならない。 

３ ＷＨＯが主導している健康格差対策とその実践 

ＷＨＯは、前記レポートにおいて、健康格差解消のため、以下の三つのアク

ションを進めるべきとしている。 

(1) 日常生活の環境を改善する。 

(2) 生活環境の構造的要因である権力、資金、資源の不公平な配分に国際レベ

ル、国家レベル、地域レベルで取り組む。 

(3) 問題を測定して理解し、行動の影響を評価する。 

社会的決定要因に対する取組においては、自己責任ではなく、病気の「原

因の原因」を社会構造的な問題の枠組みで捉えること、社会的な困難を抱え

権利が脅かされている個人を代弁しその権利を擁護するための活動（アドボ

カシー）を、地域コミュニティのレベルでも、社会システムというマクロな

レベルでも行うこと、医療専門職だけでは完結できないため多職種と連携し

て体制を作って取り組むこと、こうした問題意識を持つ医療者の育成とその

ための教育システムの構築が重要とされている。 

そして、地域レベルでは、多職種連携の取組である「社会的処方」の実践

が重視されている。例えば、これまでにも、ホームレス支援のアウトリーチ

の活動に、医療者が参加して、食糧支援・衣料品配布、医療相談、社会福祉

士などによる生活福祉相談、弁護士による法律相談などが連携して行われて

いる。宇都宮市医師会は、社会的処方への取組を宣言し、弁護士会などに成

年後見の問題などでの連携を呼び掛けたり、地域社会資源のマッピングの取

組などを進めている。また、三重県名張市では、保健師ら専門職が従事する

「まちの保健室」が設置され、リンクワーカー（地域の社会資源につなぎ、

伴走し、必要なサービスを作り出す担い手）研修の実施など、行政と連携し

た取組が行われている。 

 ４ 健康の社会的決定要因に対する公的取組 

74



 
 

(1) ＷＨＯが主導している健康格差対策の積極的推進による医療の確保 

国及び地方自治体は、健康格差を生じさせている社会構造的要因の解消を

始め、健康格差に関する研究・医療関係者等に対する教育、地域における社

会的処方の取組の推進などを含む、健康格差対策を積極的に推進すべきであ

る。 

そして、同対策の推進により、経済力、居住地、障害、性別、性的指向・

性自認、年齢、国籍など、健康格差を生じさせている様々な社会的決定要因

により医療へのアクセスを阻害されている人々に対する医療を早急に確保す

べきである。 

地域における社会的処方の取組の推進に当たっては、「共助」の名の下に、

公的責任で実施すべき施策を後退させ、これを地域住民の互助によって補う

ことがあってはならない（「「地域における医療及び介護の総合的な確保を推

進するための関係法律の整備等に関する法律案」における介護保険体制に関

する意見書」（２０１４年４月１７日）、人権擁護大会決議「地方自治の充実

により地域を再生し、誰もが安心して暮らせる社会の実現を求める決議」（２

０２１年１０月１５日））。 

(2) 公的調査の実施 

ＷＨＯは、健康の不公平と健康の社会的決定要因の定期的なモニタリング

（監視）と、各種政策や取組が健康の公平性に与える影響を評価すべきであ

るとし、これらが行動を起こすために不可欠の基盤となるとしている。しか

し、日本では、無保険者の実数の公的調査さえ行われておらず、行動を起こ

すための基盤に欠けていることから、無保険者の実数、受診抑制の実態など、

医療の必要性並びに未充足及びその要因の公的調査が実施されるべきである。 

 

第１０ 弁護士・弁護士会の取組 

弁護士・弁護士会は、これまでも、生活困窮者支援・ホームレス支援、子ども、

高齢者、外国人支援など様々な現場で、地域のＮＰＯ、市民等と連携して、社会

的な困難を抱え権利が脅かされている個人を代弁し、その権利を擁護する取組を

進めてきた。このような弁護士・弁護士会の従前の取組からすれば、医療者を起

点とした社会的処方の取組と連携をすることは、弁護士・弁護士会にとっても重

要であり、今後、より自覚的に取り組むべき課題である。また、地域の現場での

取組を踏まえ、マクロなレベルでも、医療者等と連携して社会構造的要因の解消

に向けた取組を進める必要がある。 

アメリカでは、医学・法学パートナーシップ（Medical-Legal Partnership）の
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取組が行われている。医療者が患者と接する中で認識したＤＶなどの家族問題、

立ち退きなどの住居の問題、公的給付の不支給の問題などについて、医療と法律

の専門家が連携し、患者が法的支援にアクセスできるようにし、ケアを強化し、

あるいは社会的要因に働きかけるという実践であり、日本においても、医学・法

学パートナーシップを強化していくことが重要である。 

当連合会は、医療と法的支援の相互の協働によって個人の権利を擁護すること

の重要性に鑑み、今後はより一層、医療関係者との連携を広げ、アウトリーチの

相談活動現場での連携、医師会との定期協議の実施等、医療者を起点とした前記

の社会的決定要因に対する取組との協働を進めつつ、人権としての医療へのアク

セスを保障するため力を尽くす決意である。 

76



1 

 

個人情報保護法いわゆる３年ごと見直しの改正法案について

の意見書 

 

２０２６年（令和８年）４月１６日 

日本弁護士連合会 

  

２０２６年４月７日付けで閣議決定された個人情報保護法の改正法案（以下「改

正法案」という。）及び同月付け個人情報保護委員会事務局作成の「個人情報保護法

等の一部を改正する法律案について」（以下「事務局資料」という。）について、当

連合会は以下のとおり意見を述べる1。 

 

第１ 意見の趣旨 

 １ 統計作成等2のための本人同意要件等の緩和（以下「統計作成等特例」という。）

については、プライバシー保護や差別防止の観点から慎重な検討を行い、以下の

(1)ないし(3)の対策を講じるべきこと 

(1) 統計作成等の過程で生じるおそれのある個人データの漏えい等に対し、十分

な措置を講ずること 

(2) 統計作成等特例により取得された個人情報を含む統計化前の保有個人データ

について、違法行為の有無を問わない利用停止等請求を認めること 

(3) 統計情報等がプロファイリングに利用されることで個人の権利利益の侵害を

引き起こすおそれがあることを踏まえ、統計作成等特例が適用される統計情報

等の範囲を厳格に法律で定めた上で、統計作成等特例により作成された統計情

報等自体の取扱いに関する規制を設けるなどの明確な歯止めを検討すること 

 ２ 個人情報等の取得の状況からみて本人の意思に反しないため本人の権利利益を

害しないことが明らかな取扱いである場合に、本人の同意を不要とするとの点に

ついては、その立法事実及び具体的な対象範囲を明示すべきこと 

 
1 当連合会は、いわゆる３年ごと見直しに関し、２０２４年１２月１９日付け「個人情報保護法３年

ごと見直し中間整理（主に「個人の権利救済手段の在り方」（第２の１(4)）及び「実効性のある監

視・監督の在り方」（第２の２）について）に関する意見書」、及び２０２５年３月１８日付け「個人

情報保護法改正に向けた意見書」（以下「２０２５年３月意見書」という。）を取りまとめて公表して

おりそこで述べた意見は従前どおりである。 
2 改正法案２条１３項において「統計作成等」とは、「統計の作成その他の大量の情報から当該情報

を構成する要素に係る情報を抽出して分類、比較その他の解析を行うことにより、当該大量の情報の

傾向又は性質に係る情報（個人に関する情報であるものを除く。）を作成する行為のうち、個人の権

利利益を害するおそれが少ないものとして個人情報保護委員会規則で定めるものをいう」とされてい

る。 
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 ３ 生命等の保護又は公衆衛生の向上等のために個人情報を取り扱う場合における

同意取得困難性要件を緩和するとの点については、利益衡量の考慮要素を法文上

より明確にすべきこと 

 ４ 病院等による学術研究目的での医療情報の取扱いについては、医療分野の個人

情報保護法を立法して対応すべきこと 

 ５ こどもの個人情報の取扱いに関する規律として法定代理人の関与を導入するに

当たっては、虐待等のように親子等の間の利害が相反している場合に、こどもの

保護が徹底される規律を設けるべきこと 

 ６ 顔特徴データ等を含む生体データの取扱いについては、生体データを要配慮個

人情報とした上で、本人の同意や利用の必要性に応じて例外的に利用を許容する

厳格な規制を設けるべきこと 

 ７ データ処理等の委託を受けた事業者に関する義務の見直しに当たっては、「委託」

の意義を明確化すべきこと 

 

第２ 意見の理由 

１ 統計作成等のための本人同意要件等の緩和（統計作成等特例）については、プ

ライバシー保護や差別防止の観点から慎重な検討を行い、以下の(1)ないし(3)の

対策を講じるべきこと（意見の趣旨１）（改正法案３０条の２、３１条の３、６９

条２項４号、７２条の３関係） 

  改正法案及び事務局資料６頁は、個人データ等の第三者提供、公開されている

要配慮個人情報の取得等の場合、統計情報等の作成（統計作成等であると整理で

きるＡＩ開発等を含む。）にのみ利用されることが担保されていること等を条件に、

本人同意を不要とする等の特例を設けることとしている（統計作成等特例）。 

    しかし、統計作成等特例は、個人の権利利益を侵害するおそれを高めるため、

以下の(1)ないし(3)の対策を講じるべきであり、これらの対策が講じられないま

ま統計作成特例を導入することには反対する。   

(1) 統計作成等の過程で生じるおそれのある個人データの漏えい等に対し、十分

な措置を講ずること 

統計作成等特例が導入されれば、要配慮個人情報を含む個人の生活上発生す

る様々なデータについて、個人識別性のある状態で、本人同意なく、一層広範

囲にデータが取得され、大規模なデータ突合等の処理が行われるようになるこ

とが想定される。 

この点、事務局資料６頁では、統計情報等の作成にのみ利用されることを担

保するための規律として、一定事項の公表（氏名・名称（取得者〔要配慮個人
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情報取得〕／提供元・提供先〔第三者提供〕）、行おうとする「統計情報等の作

成等」の内容等）、「統計情報等の作成」のみを目的とした提供である旨の書面

による提供元・提供先間の合意〔第三者提供〕、取得者及び提供先は目的外の

利用及び第三者提供が禁止される〔要配慮個人情報取得、第三者提供〕等が挙

げられており、また、同資料２０頁では統計化等せずに販売や利用をした場合

には課徴金を課すこととされている。 

しかし、統計情報等の作成の目的外利用を防止する措置を制度化するだけで

は対策として不十分である。上記のとおり、改正前よりもさらに広範囲なデー

タ収集及びその処理が可能となることに鑑みると、事業者が意図せずとも、統

計化を行う過程で内部者のデータ持ち出しや外部からのハッカー攻撃により、

統計化前の個人データの漏えいが発生した場合に、当該データに含まれる個人

の権利利益に対して、一層深刻な被害が生じ得ることを看過すべきではない。 

そのため、統計作成等特例により取得された個人情報を含む統計化前の情報

については、本人同意のないデータ取得を行う事業者が適切なセキュリティ対

策等を行っていることを客観的に担保する必要があり、統計化するまでの過程

における厳格なセキュリティ要件を定めた上で、第三者による検証等の仕組み

を設けるなど、事前の対策を取るべきである。 

(2) 統計作成等特例により取得された個人情報を含む統計化前の保有個人データ

について、違法行為の有無を問わない利用停止等請求を認めること 

上記のとおり、本人同意のない個人データの第三者提供や公開されている要

配慮個人情報の取得には、看過し得ないリスクが認められる。 

したがって、仮に、統計作成等特例を導入するのであれば、統計作成等特例

により取得された個人情報（統計化前の保有個人データ）について、違法行為

の有無を問わない利用停止等請求（個人情報保護法３５条５項参照）を認める

べきである。 

その上で、この措置が実効性を有するよう、どのような立場の者であっても

利用停止等請求が容易になし得るようにする必要がある。 

そのためには、少なくともオプトアウト制度（個人情報保護法２７条２項）

と同様に、公表事項を個人情報保護委員会に届け出て、個人情報保護委員会は

これを委員会のホームページ等でまとめて公表するものとし、さらに利用停止

等請求を行う者が、オンライン上でまとめて当該請求をなし得るように整備す

べきである。 
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(3) 統計情報等がプロファイリング3に利用されることで個人の権利利益の侵害を

引き起こすおそれがあることを踏まえ、統計作成等特例が適用される統計情報

等の範囲を厳格に法律で定めた上で、統計作成等特例により作成された統計情

報等自体の取扱いに関する規制を設けるなどの明確な歯止めを検討すること 

    事務局資料６頁では、「特定の個人との対応関係が排斥された統計情報等の作

成や利用はこれによって個人の権利利益を侵害するおそれが少ない」とされて

いる。 

しかし、個人データを処理して得られた統計情報等自体の利活用等について

の具体的な規律はなく4、収集しやすくなった大量の個人情報を処理して得られ

た多種多様で精緻な統計情報等が、人の評価や決定に利用されることにより、

新たな差別やプライバシー侵害を引き起こすおそれは否定できない5。 

    すなわち、今日のデジタル社会では、人々の様々な場面での活動に関する大

規模なデータ（ビッグデータ）が集積されている。このようなビッグデータを

コンピュータで処理することにより、今まで認識されていなかったデータ間の

関係性を明らかにし（データマイニング）、人の評価や決定に利用すること（プ

ロファイリング）が可能となる。例えば、「無香料ローションの購入歴＋特定サ

プリメントの購入歴＋大き目のバッグの購入歴⇒該当者は妊娠している可能性

が高い」というパターンや「男性である＋ヘーゼル色の瞳をもつ＋交通違反を

超えた軽犯罪歴をもつ＋タトゥーを入れている⇒該当者は重罪を犯す可能性が

 
3 この意見書では、プロファイリングを、ＧＤＰＲ（ＥＵの一般データ保護規則）４条４号と同じ

く、「自然人と関連する一定の個人的側面を評価するための、特に、当該自然人の業務遂行能力、経

済状態、健康、個人的嗜好、興味関心、信頼性、行動、位置及び移動に関する側面を分析又は予測す

るための、個人データの利用によって構成される、あらゆる形式の、個人データの自動的な取扱いを

意味する」（個人情報保護委員会仮訳。以下同じ。）とする。 
4 統計情報等とマッチングされてプロファイリングに用いられる個人情報等については不適正利用

（個人情報保護法１９条）等による規制の余地はある。しかし、より精緻化されていく個人のプロフ

ァイリング一般（例えば特定の事実から推定する犯罪予測）を不適正なものとしてこれらの規制の対

象とすることは困難であり、限界がある。さらに、統計情報等に関しては個人情報には該当しないと

解されるため、現行の個人情報保護法による直接の規制が困難である。 
5 その問題を報じるものとして、２０２６年３月７日付け朝日新聞「個情法改正へ 本人同意なしの

統計作成とＡＩ開発、リスク検討十分か」（若江雅子編集委員による解説記事）がある。 

https://digital.asahi.com/articles/ASV362H4DV36UPQJ00RM.html?iref=comtop_Opinion_01 

そこでは「犯罪に関与しそうな傾向は「犯罪係数」として数値化され、実際に罪を犯していなくても

規定値を超えれば「潜在犯」として扱われてしまう。」というアニメで描かれた近未来が「非現実的

な設定に思えるかもしれないが、夢物語とも言い切れない。今の特別国会に提出される個人情報保護

法改正案の目玉の一つは「本人同意」の原則を緩和する特例だ。適切な制度的手当てがないまま進め

ば、アニメが描いた世界への入り口になるかもしれない。」と紹介されている。 
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高い」というパターンを発見し、当該統計的パターンに基づいて人の取扱いを

決定した例がある6。 

このため、特定個人を識別しない統計情報等であっても、統計情報等が示し

た関係性を有する個人に当てはめて特定の事実を推定するなどして、精緻なプ

ロファイリングに用いられ、新たな差別やプライバシー侵害を引き起こすおそ

れがある7。また、その統計情報等に該当する特性を有する個人が、そこから推

定される事実による差別やプライバシー侵害を恐れ、自ら行動を抑制したり、

特定の事実を隠したりせざるを得ない事態も生じ得る。 

現行個人情報保護法は、個人データの第三者提供や要配慮個人情報の取得に

ついて本人同意8原則を採用することで、このような個人の権利利益の侵害の可

能性をも抑えられているところ、本人同意が不要となることにより、大規模か

つ多種多様なデータを利用した一層精緻な統計情報等が多数作成され、上記の

ような個人の権利利益の侵害の可能性も増大することとなる。 

したがって、統計作成等特例を導入する場合は、統計情報等がプロファイリ

ングに利用されることにより個人の権利利益の侵害を引き起こすおそれがある

ことを踏まえ、統計作成等特例が適用される統計情報等の範囲を厳格に法律で

 
6 山本龍彦『プライバシーの権利を考える』（信山社、２０１７年）１４１～１４２頁 
7 当連合会は、２０２５年３月意見書において、プロファイリングによる要配慮個人情報の推知につ

いて要配慮個人情報の取得と同等の規制をするべきであることを提言している。 
8 この本人同意は、本人の真意に基づく同意である。そのためには、２０２５年３月意見書で述べた

とおり、個人情報保護法において、有効な同意の要件及び同意の撤回についての規定を設けるべきで

ある。 
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定めた上で、統計作成等特例により作成された統計情報等自体の取扱いに関す

る規制9,10を設けるなどの明確な歯止めを検討する必要がある。 

この点、改正法案においては、統計作成等特例が適用される統計情報等の範

囲は法文上必ずしも明確ではなく、統計作成等特例により作成された統計情報

等自体の取扱いに関する規制もない。個人の権利利益の侵害を引き起こすおそ

れへの配慮が、極めて不十分である。 

２ 個人情報等の取得の状況からみて本人の意思に反しないため本人の権利利益を

害しないことが明らかな取扱いである場合に、本人の同意を不要とするとの点に

ついては、その立法事実及び具体的な対象範囲を明示すべきこと（意見の趣旨２）

（改正法案１８条３項７号、２０条２項７号、２７条１項８号関係） 

改正法案では、本人との間の契約の履行のために必要やむを得ないことが明ら

かである場合その他当該個人情報の取得の状況からみて本人の意思に反しないた

め本人の権利利益を害しないことが明らかな取扱いである場合として個人情報保

 
9 前記朝日新聞の記事中では、国立情報学研究所の佐藤一郎教授が「日本のプロファイリング規制の

弱さを考慮すると、特例を使って作成した統計情報をプロファイリングに使うことは制限すべきだ」

とコメントしている。また、事務局資料６頁では統計作成等であると整理できるＡＩも統計情報等に

含むことが示されているところ、ＥＵではＡＩ規則により、４つのリスクレベルに応じたＡＩシステ

ムの規制を行っている。最も厳しいカテゴリーでは、以下のような行為が原則として禁止されており

参考になる（ＡＩ規則５条１項。訳は公益社団法人著作権情報センター）。 

https://www.cric.or.jp/db/world/index.html  

「(b) 自然人または一定の人のグループの年齢、心身障害、または特定の社会的または経済的状況に

起因するなんらかの脆弱性につけこむＡＩシステムであって、その人または第三者に対し重大な害を

引き起こしまたは合理的に引き起こし得るような、その人またはそのグループに属する人の行動を実

質的に歪曲する目的または効果を伴うものを、上市し、サービスを開始し、または使用すること」 

「(c) 以下のいずれかまたは双方の状況を導くソーシャルスコアを伴う、社会的行動に基づき、また

は既知の、推論される、もしくは予測される人の特徴または人格に基づき、一定期間にわたる自然人

または人のグループの評価または分類を目的とするＡＩシステムを上市し、サービスを開始し、また

は使用すること： 

(i) データが当初生成されまたは収集された文脈とは無関係な社会的文脈における、一定の自然人ま

たは人のグループに対する有害または不利な取扱い； 

(ii) その社会的行動またはその重大性に照らして不当なまたは不均衡な、一定の自然人または人の

グループに対する有害または不利な取扱い；」 

「(d) 自然人のプロファイリングまたはその人格的特徴または特性の評価のみに基づいて、自然人が

刑事犯罪を犯すリスクを評価または予測するために、ＡＩシステムを上市し、この特定の目的のため

にサービスを開始し、または使用すること」 

「(g) その人種、政治的意見、労働組合への加入、宗教上または思想上の信念、性生活または性的指

向に関して推測または推論する目的で、その生体データに基づいて自然人を個別的に分類する生体分

類システムを上市し、この特定の目的のためにサービスを開始し、または使用すること」 
10 改正法案及び事務局資料６頁では、行政機関等の取り扱う保有個人情報についても、利用目的以外

の目的のための提供に係る「統計の作成」の例外規定（個人情報保護法６９条２項４号）の対象を、

統計作成等に拡大することとされているが、行政機関等においては、民間部門以上に、大量の個人情

報を、機微性の高い要配慮個人情報を含めて、本人の意思に基づかずに取り扱うことも可能であるか

ら、その点にも留意した統計情報等の取扱い規制を検討する必要がある。 
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護委員会規則で定める場合には、個人データの第三者提供等（目的外利用及び要

配慮個人情報の取得を含む）について、本人同意を不要とすることとしている。 

しかし、「取得の状況からみて本人の意思に反しないため本人の権利利益を害し

ないことが明らかな取扱いである場合として個人情報保護委員会規則で定める場

合」との要件は抽象的であり、拡大解釈されるおそれが懸念される。 

この点、事務局資料７頁では２つの想定事例が挙げられている。想定事例１は

ホテルの予約について、ホテル予約者がホテル予約サイトＡを利用してホテルＢ

を予約した場合に、ＡからＢへ予約者の氏名等を第三者提供する事例である。想

定事例２は海外送金について、送金者が送金元金融機関Ｃを利用して送金先金融

機関Ｄに対して送金を委託した場合に、ＣからＤへ送金者の情報を第三者提供す

る事例である。 

しかし、これらの事例は、従前の本人同意の要件を緩和しなくても対応し得る

事例である。すなわち、利用者が指定する相手方（上記想定事例のＢ及びＤ）に

利用者の情報を提供することについて、本人（利用者）のサービス利用時に同意

を取得することは困難ではない11。また、事前に明示的な同意を得られなかったと

しても黙示の同意12があると解し得る。 

そうであれば、「取得の状況からみて本人の意思に反しないため本人の権利利益

を害しないことが明らかな取扱いである場合」との条項をあえて設ける必要性は、

上記事例からは必ずしも窺えない。このため、そのような条項を設ける立法事実

は明示されていないと言わざるを得ない。 

また、事務局資料７頁によれば、「具体的な対象範囲は、制度が円滑に運用され

るよう、改正の趣旨を踏まえつつ、委員会規則等で定めることを想定」するとさ

 
11 外国にある第三者への個人データの提供と解される場合（個人情報保護法２８条１項に該当する場

合）には、当該外国における個人情報の保護に関する制度の情報提供等が必要となり、事前の同意の取

得は容易ではないことも考えられるが、それが立法事実であれば、個人情報保護法２８条の制限につい

て、本人の指示に基づく場合には緩和する方法も考えられる。 
12 個人情報保護委員会「「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン」に関するＱ＆Ａ」

は、「同意は、本人による承諾の意思表示をいいますので、「明示の同意」以外に「黙示の同意」が認

められるか否かについては、個別の事案ごとに、具体的に判断することとなります」（Ｑ１－６１）

とし、同委員会「「健康保険組合等における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」を補完す

る事例集（Ｑ＆Ａ）」問３０１は「健保組合において通常想定される第三者提供については、原則本

人の同意を得ることとしていますが、本人の同意を得る方法として、被保険者等への保険給付等のた

めに通常必要な範囲の利用目的のうち、被保険者等にとって利益となるもの、又は医療費通知など事

業者側（健保組合等）の負担が膨大である上、明示的な同意を得ることが必ずしも被保険者等本人に

とって合理的であるとは言えないものの利用の範囲について、ホームページへの掲載、パンフレット

の配布、事業所担当窓口や健保組合等の掲示板への掲示・備付けや公告等により明らかにしておき、

被保険者等から特段明確な反対・留保の意思表示がない場合には、これらの範囲内での個人情報の利

用について同意が得られているものとする「黙示の同意」という考え方を用いることがあります（ガ

イダンスⅢ７（３）を参照）。」としている。 
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れ、改正法案では具体的内容が明示されないまま個人情報保護委員会規則に委任

されている。 

しかし、対象範囲は法律から適切に読み取れる必要がある。国会での改正議論

において、立法事実が明確に示されないまま、行政機関がその具体的な対象範囲

を定めることは、法律による行政という憲法の枠組（憲法４１条、７３条１号等）

に抵触するものである。 

よって、個人情報保護委員会は、速やかに、立法事実を示した上で、より具体

的な法文案、委員会規則案及び個人情報保護委員会が定めるガイドラインの記載

内容案をもって、具体的な対象範囲を明示すべきである。 

３ 生命等の保護又は公衆衛生の向上等のために個人情報を取り扱う場合における

同意取得困難性要件を緩和するとの点については、利益衡量の考慮要素を法文上

より明確にすべきこと（意見の趣旨３）（改正法案１８条３項２号、３号、２０条

２項２号、３号、２７条１項２号、３号関係） 

改正法案では「本人の同意を得ることが困難」である場合のほか、「その他本人

の同意を得ないことについて相当の理由があるとき」にも本人からの同意取得を

不要とすることとされている。そして、ここにいう相当の理由について、及び事

務局資料８頁では、「（公衆衛生の向上等のために特に必要である一方で、）本人の

プライバシー等の侵害を防止するために必要かつ適切な措置（氏名等の削除、提

供先との守秘義務契約の締結等）が講じられているため、当該本人の権利利益が

不当に侵害されるおそれがない場合等を想定。具体的な事例については、制度が

円滑に運用されるよう、改正の趣旨を踏まえつつ、ガイドライン等において明確

化することを想定」しているとする。 

この点、当連合会は、２０２５年３月意見書において、原則として本人の同意

が必要とされる個人情報の取扱いであっても、個人情報の利用の必要性と本人の

不利益の程度の利益衡量を行った上で、相当な場合には、例外的に本人の同意を

不要とする条項を設けるべきことを述べた。 

これに対し、改正法案は、個人情報の利用の必要性（生命等の保護又は公衆衛

生の向上等のため）に関する文言を変更せずに同意要件のみを緩和しているため、

必要性の程度が低く、本人の不利益との利益衡量の結果なお本人同意が必要と考

えられる場合にもこれを不要としてしまうおそれがある。 

すなわち、必要性に関する現行法文の「人の生命、身体又は財産の保護のため

に必要がある場合」、「公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に

必要がある場合」という文言では、必要性があると考えられる範囲や必要性の程

度が必ずしも明確とならない。そのため、必要性が拡大解釈される懸念が残され

84



9 

 

ており、これに対する歯止めとなるべき「その他本人の同意を得ないことについ

て相当の理由があるとき」との文言は抽象的であり、必要性との関係性も明らか

ではなく、拡大解釈への歯止めとして機能しないおそれがある。 

この点、事務局資料８頁では、「具体的な事例については、制度が円滑に運用さ

れるよう、改正の趣旨を踏まえつつ、ガイドライン等において明確化することを

想定」しているとする。 

しかし、既に述べたとおり、法律による行政という憲法の枠組みからすれば、

安易に行政機関に委任するべきではなく、法文によりその趣旨が明確化されるべ

きである。 

したがって、本人同意を不要とする例外範囲を拡大する場合には、当連合会の

２０２５年３月意見書で述べたように「提供される情報の種類・性質、提供の目

的、提供を受ける第三者の範囲、提供の方法等に照らして相当な理由があるとき」

のような文言を盛り込むことにより、法文上その利益衡量の要素を明確化するべ

きである。 

４ 病院等による学術研究目的での医療情報の取扱いについては、医療分野の個人

情報保護法を立法して対応すべきこと（意見の趣旨４）（改正法案１６条９項関係） 

改正法案及び事務局資料９頁において「学術研究機関等」に、「病院その他の医

療の提供を目的とする機関又は団体」が含まれることが明示された。 

医療情報の取扱いに関して、学術研究機関と学術研究機関に含まれない医療機

関とで取扱いのルールを共通化する方向性については、医療情報の取扱いの円滑

化に資するものとして賛成できる。 

しかし、当連合会は、医療情報について、医療の発展のために利活用の必要性

が高い反面、本人のみならず家族等についての情報を含み（ゲノム情報など）、取

扱いの態様によっては、個人の権利利益への深刻な侵害を招来する可能性が高い

という情報の特性に鑑み、個人情報についての一般法である個人情報保護法とは

別に特別立法をするよう求めてきた13。 

この点、改正法案では、部分的対応にとどまり、医療情報の特性に十分配慮し

た内容となっておらず不十分である。また、医療情報はその取扱い如何によって

は、個人の権利利益に深刻な被害を生じさせるおそれがあるから、少なくとも、

取扱いを望まない本人について、違法性の有無を問わない利用停止等請求を認め

るべきである。 

 
13 ２００１年５月９日付け「個人情報の保護に関する法律案に対する意見書」意見の趣旨３項、２０

１２年９月１４日付け「患者の権利に関する法律大綱案の提言」２３頁参照。 
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よって、病院等による学術研究目的での個人情報の取扱いについては、改正法

案では不十分であり、医療分野の個人情報保護法を立法して対応すべきである。 

 ５ こどもの個人情報の取扱いに関する規律として法定代理人の関与を導入するに

当たっては、虐待等のように親子等の間の利害が相反している場合に、こどもの

保護が徹底される規律を設けるべきこと（意見の趣旨５）（改正法案３５条９項、

１０項、４０条の２、５８条の３、７１条の３、１２５条の２関係） 

改正法案及び事務局資料１０頁では、１６歳未満の者が本人である場合、同意

取得や通知等について当該本人の法定代理人を対象とすることを明文化し、当該

本人の保有個人データの利用停止等請求の要件を緩和するとともに、未成年者の

個人情報等の取扱い等について、本人の最善の利益を優先して考慮すべき旨の責

務規定を設けることとしている。また、同意取得や通知等に係る規定に、法定代

理人の関与を義務付け、また違法行為の有無等を問わない利用停止等請求を可能

とすることとしている。 

当連合会の２０２５年３月意見書で述べたとおり、法定代理人への情報提供や

その同意を取得すべきことを法令の規定上明確化すること、及び利用停止等請求

権の拡張については基本的に賛成する。 

ただし、同意見書１４頁ないし１５頁で述べたとおり、虐待等のように親子等

の間で利害が相反している場合には、こどもの保護が徹底される規律が必要であ

る。また、対象となる情報の性質や利用態様によって年齢基準を考える必要があ

る。例えば未成年者がＳＮＳで要配慮個人情報やセンシティブな情報の送信をし

た場合などは、なお１６歳以上の未成年者を保護すべき場合もあると考えられる。

さらに、法定代理人の同意を取得していても、こども本人に対する個人情報の取

扱いについての説明義務は免れないことを明示するべきである。 

この点、改正法案５８条の３は、個人情報取扱事業者等は、未成年者に関する

個人情報等の取扱いについて、この法律の規定を遵守するとともに、その年齢及

び発達の程度に応じて、その最善の利益を優先して考慮した上で、未成年者の権

利利益を害することがないように必要な措置を講ずるよう努めなければならない

ものとし、未成年者である本人の法定代理人は、開示等の請求等又はこの法律の

規定の同意をするに当たっては、当該本人の最善の利益を優先して考慮しなけれ

ばならないものとする14。 

しかし、法定代理人や個人情報取扱事業者が、本人の最善の利益を優先して考

慮すべきことは当然であるところ、責務規定だけではこどもの権利利益の保護が

 
14 改正法案１２５条の２は公的部門において同趣旨の規定である。 
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十分でない場合も考えられる。そこで、より実効性のある規律が検討されるべき

である。例えば、法定代理人の同意は、こどもの権利利益を不当に侵害するおそ

れがある場合には認められないこと、また、より一般的には、２０２５年３月意

見書８ないし９頁で述べたとおり、成人も含め、有効な同意の要件及び同意の撤

回についての規定を設けることなどが検討されるべきである。 

６ 顔特徴データ等15を含む生体データの取扱いについては、生体データを要配慮

個人情報とした上で、本人の同意や利用の必要性に応じて例外的に利用を許容す

る厳格な規制を設けるべきこと（意見の趣旨６）（改正法案１６条５項、２１条の

２、２７条２項、３５条７項、８項関係） 

(1) 顔特徴データ等の規制として一定事項の周知と利用停止等請求の要件緩和で

は不十分であること 

 改正法案及び事務局資料１１頁は、顔特徴データ等の「特定生体個人情報」

（改正法案１６条５項）16について、その取扱いに関する一定の事項（個人情報

取扱事業者の名称・住所・代表者の氏名、特定生体個人情報を取り扱うこと、

特定生体個人情報の利用目的、特定生体個人情報に含まれる特定生体個人識別

符号に変換される身体の一部の特徴に係る情報の内容の元となった身体的特徴

の内容、利用停止請求に応じる手続等）の周知を義務化し、利用停止等請求の

要件を緩和するとともに、オプトアウト制度に基づく第三者提供を禁止する。 

 しかし、個人が日常的に全ての事業者について上記周知事項を確認したり、

利用停止等請求を行ったりすることは困難である。 

当連合会は、２０２１年９月１６日付け「行政及び民間等で利用される顔認

証システムに対する法的規制に関する意見書」において、ＧＤＰＲ等の諸外国

の規制例17も参考に、生体データの一つである顔認証データ18を利用した顔認証

システムについて、本人の同意を重要な要件とする法規制の必要性を提言して

 
15 事務局資料１１頁では「顔の骨格及び皮膚の色並びに目、鼻、口その他の顔の部位の位置及び形状

から抽出した特徴情報を、本人を識別すること目的とした装置やソフトウェアにより、本人を識別す

ることができるようにしたものとすることを想定」とする。改正法案では、特定生体個人情報との用

語が用いられ、具体的には政令で定める。 
16 特定生体個人情報とは、「特定の個人の身体の一部の特徴を電子計算機の用に供するために変換し

た個人識別符号のうち、特別の技術又は多額の費用を要しない方法により取得することができる身体

の一部の特徴に係る情報であって当該情報が取得されていることを本人が容易に認識することができ

ないものとして政令で定めるものを変換したものが含まれる個人情報」を意味する（法律案要綱）。 
17 ＧＤＰＲ９条１項は、「人種的若しくは民族的な出自、政治的な意見、宗教上若しくは思想上の信

条、又は、労働組合への加入を明らかにする個人データの取扱い、並びに、遺伝子データ、自然人を

一意に識別することを目的とする生体データ、健康に関するデータ、又は、自然人の性生活若しくは

性的指向に関するデータの取扱いは、禁止される」と規定し、同条２項に例外的に許容される場合が

規定されている（宮下紘『ＥＵ一般データ保護規則』（勁草書房、２０１８年）７０頁参照）。 
18 事務局資料の顔特徴データ等とほぼ同じ意味である。 
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いる。同意見書に照らし、顔特徴データ等の規制として、改正法案ではあまり

に不十分である。 

この点、技術の進歩のために厳格な規制に反対する意見も考えられるが、

大規模な顔特徴データの解析による深刻なプライバシー侵害の危険性は既に

現実化しており19、厳格な規制を導入する必要性が高い。 

 したがって、当連合会の２０２５年３月意見書で述べたとおり、顔特徴デー

タ等を含めた生体データの取扱いについての法規制の一環として、生体データ

を要配慮個人情報とした上で、本人の事前同意や利用の必要性に応じて例外的

に利用を許容する厳格な規制を設けるべきである。 

(2) 利用停止等請求について 

改正法案３５条７項は、顔特徴データ等に関し、違法行為等の有無を問わず

利用停止等請求を可能としている。仮に改正法案のように、本人の事前同意を

要求しない顔特徴データ等（特定生体個人情報）の規律が導入される場合には、

この利用停止等請求について、以下の点がさらに検討されるべきである。 

ア 誰もが容易に利用停止等請求をできるようにすること 

     利用停止等請求は、顔特徴データ等（特定生体個人情報）を利用されたく

ない者にとって自己の権利を保護するための重要な権利であるから、利用停

止等請求は誰でも容易になし得るようにする必要がある。 

そのためには、少なくともオプトアウト制度（個人情報保護法２７条２項）

と同様に、公表事項を個人情報保護委員会に届け出て、個人情報保護委員会

はこれを委員会のホームページ等でまとめて公表するものとし、さらに、利

用停止等請求を行う者が、オンライン上でまとめて当該請求をなし得るよう

に整備すべきである。 

   イ 同意があっても利用停止等請求を認めるべきこと 

 改正法案３５条７項では、利用停止等請求の例外要件として、本人の同意

を得た場合を掲げている。 

しかし、一度本人が顔特徴データ等（特定生体個人情報）の作成又は取得

に同意をした場合には、一生涯にわたり顔特徴データ等の利用が認められる

とする制度は、本人の権利利益の侵害が著しい。 

そもそも、２０２５年３月意見書で指摘したとおり、現行個人情報保護法

は、ＧＤＰＲと異なり、有効な同意の要件及び同意の撤回についての規定を

欠いており、本人の同意により十分な本人保護が図られているとも言い難い

 
19 カシミール・ヒル著、高橋則明訳「あなたの顔はわたしたちのもの」（実務教育出版 ２０２６年
１月発行）参照 
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状況である。そのため、本人の同意があった場合でもなお利用停止等請求を

認める必要がある。 

改正法案によると、例えば、１７歳で当該同意をした場合に、当該同意の

有効性を争ったり撤回したりすることは不可能又は困難となるおそれがあり、

その結果として一生涯顔特徴データ等（特定生体個人情報）の利用停止請求

ができないという事態が想定されるが、その問題点は重大である。 

したがって、本人の同意を得たとしても、なおその権利侵害のおそれの重

大性に鑑みて利用停止等請求を認めるべきである。 

ウ 要配慮個人情報の取得に係る例外要件と同種の要件は広範に過ぎること 

改正法案３５条７項は、利用停止等請求ができない例外規定を多数規定し、

同項１０号でさらに政令に委任している。また、事務局資料１１頁では、利

用停止等請求ができない例外要件として、「要配慮個人情報の取得に係る例外

要件と同種の要件に該当する場合」を挙げている。 

要配慮個人情報の取得の例外は広範にわたっており、必ずしも顔特徴デー

タ等（特定生体個人情報）の危険性に照らして範囲が限定されているもので

はない。そのため、安易に当該例外要件を流用することなく、個別具体的に

必要性を判断すべきである。 

この点、改正法案３５条７項４号は、人の財産保護のために特定生体個人

情報を取り扱う必要がある場合に利用停止等請求ができないこととするが、

人の財産保護の必要性にも様々な場合が考えられ、一律に利用停止等請求が

できないのは広範に過ぎる。 

また、改正法案３５条７項は、要配慮個人情報の取得規制に係る例外要件

である「当該要配慮個人情報が、本人、国の機関、地方公共団体、学術研究

機関等、第５７条第１項各号に掲げる者その他個人情報保護委員会規則で定

める者により公開されている場合」（個人情報保護法２０条２項７号）と同種

の要件を例外要件として掲げていないが、政令でも規定するべきではない。 

７ データ処理等の委託を受けた事業者に関する義務の見直しに当たっては、「委託」

の意義を明確化すべきこと（意見の趣旨７）（改正法案３０条の３、５８条の２、

７１条の２関係） 

改正法案及び事務局資料１２頁は、取扱いを委託された個人データ等を当該委

託を受けた業務の遂行に必要な範囲を超えて取り扱ってはならない旨の義務を委

託先に課すこと、委託契約において、取扱いの方法の全部について合意し、かつ

委託先における取扱いの状況を委託元が把握するために必要な措置等について合
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意した場合は、当該委託先に対しては、法第４章の各義務規定20の適用を原則とし

て免除すること、委託を受けた業務の遂行に必要な範囲を超えて取り扱ってはな

らない旨の義務及び安全管理に係る義務は適用することとしている。 

しかし、そもそも委託の意義は、個人情報保護法その他の関連法令やガイドラ

イン上明確ではない。そのため、個人情報保護法が意図する「委託」の実態がな

いもの（例えば委託先が実質的に個人情報の取扱いを判断・決定していると解さ

れるもの）が委託として取り扱われ、法規制（個人データの第三者提供制限や個

人情報保護法第４章の義務）を免れるおそれがある。事務局資料１２頁でも「個

人データ等の取扱いについて、実質的に第三者に依存するケースが拡大」「委託元

による委託先の監督等が十分に機能せず、委託先が委託された業務の範囲を超え

て独自に個人データ等を利用する事案も生じている」と指摘されている。 

この点、ＧＤＰＲでは、委託に類似した関係を有するものとして管理者と処理

者という概念を設け、「「管理者」とは、自然人又は法人、公的機関、部局又はそ

の他の組織であって、単独で又は他の者と共同で、個人データの取扱いの目的及

び方法を決定する者を意味する」（４条７号）、「「処理者」とは、管理者の代わり

に個人データを取扱う自然人若しくは法人、公的機関、部局又はその他の組織を

意味する」（４条８号）として、事業者の役割に応じた規律を設けており、参考に

なる。 

そこで、データ処理等の委託を受けた事業者に関する義務の見直しに当たって

は、このような事業者の役割に応じた規律を設けることで、より委託の意義を明

確化することが検討されるべきである。 

また、上記ＧＤＰＲのような規律を法文上設けない場合でも、ガイドラインに

おいて、ＧＤＰＲが規定する管理者と処理者の区分を参考にした委託の要件を明

示した上で、委託契約のモデル契約条項21を示すべきである。 

以上 

 
20 個人情報保護法における個人情報取扱事業者等の全ての義務規定 
21 例えば宮下紘『ＥＵ一般データ保護規則』（勁草書房、２０１８年）１４５頁にフランスのモデル

契約条項が掲載されている。 
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令和８年「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（概要） ー 全体構成

① デジタル化による成長戦略 ② 準公共分野のデジタル化 ③ デジタル化による地域の活性化

④ 誰一人取り残されないデジタル社会 ⑤ デジタル人材の育成・確保 ⑥ DFFTの推進を始めとする国際戦略

○ 目指すべき社会の姿：「デジタルの活用により、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会」
○ このような社会を目指すことで「誰一人取り残されない、人に優しいデジタル化」につなげる。

○ AI等のデジタル技術やデータが加速度的な変革をもたらす中、ルールや組織も変化を前提にした「責任あるアジャイルガバナンス」を目指す。

６つの推進方針
は引き続き維持

デジタルにより目指すべき社会の姿と推進方針

これまでの主な取組

～個人・法人の認証基盤など基盤整備が進展～

① 行政（国）のDX基盤強化
・ガバメントクラウド・GSS整備

 - 約７万の職員が利用（2026年３月時点）
 - 国内クラウド事業者を採択

・サイバーセキュリティ高度化
 - 政府システムの横断的監視（総合運用・監視
システム（COSMOS）の整備・運用）

② 行政（自治体）のDX基盤強化
・標準化・ガバメントクラウド移行

 - 2026年３月末時点で大半の対象システムが標準化移行
完了、特定移行支援システムについても継続的支援

・自治体フロントヤード改革推進
 - 自治体向け手順書作成、人的支援等

③ 国民の暮らし・地域
・マイナカード普及・利用拡大

 - 人口の約８割が保有、官民での利用拡大
・マイナポータル整備

- 2026年３月時点で約8,500万人が利用登録
・準公共分野のデジタル化

 - 病院向け電子カルテ標準仕様策定、防災DPF構築

④ 事業者・経済成長
・GビズIDの普及、Gビズポータル実証版

 - 約1/3の法人がアカウント取得（2026年３月末時点）
・DFFTの推進
・アナログ規制の見直し

 -  99%の見直し完了（2026年５月時点）

我が国が直面する課題

① 人口減少・人手不足と自治体における
リソースのひっ迫

・特に地方での人口減少・人手不足が深刻
- 生産年齢人口は2050年までに▲25%（25年比）

大幅な生産性向上、国民の利便性向上が必須

・AI社会におけるデジタル人材が不足
 - 2040年にはAI・ロボット等利活用人材が約340
万人不足との推計

行政機関・企業等での人材育成が必要

② 生成AI・AIエージェントなどの
新技術の急速な進展と経済成長の期待

・生成AI・AIエージェントの急速な進展を踏まえ、セ
キュリティに配慮しつつ最大限活用していく必要

- 世界の生成AI市場規模は2030年に50兆円以上と
推計（2022年：約２兆円）

利活用促進を通じ経済成長につなげる必要

③ 安全保障環境の変化やサイバー空間
の脅威増大などリスク要因の高まり

・地政学リスクの高まり
・サイバー空間における質・量両面での脅威の増大

- サイバー攻撃関連の通信数は2015年から2024年
にかけて約11倍
（参考）Claude Mythos（2026年４月公表）

サイバーセキュリティ対策の向上が緊急の課題

今後の取組

国のAX/DX基盤の

高度化・強靱化

自治体のAX/DX基盤の

高度化・強靱化

国民の暮らしのAX/DX推進

（安全で便利な地域の暮らし）

AX/DXの徹底的推進による

経済成長の加速

課題解決や情勢変化対応のための４つの柱

サイバーセキュリティの向上 デジタル人材の確保・育成

デジタル・AIへの受容性 デジタル行政推進体制整備

横断的取組

※あらゆる組織で、AIを前提として意思決定や業務の進め方を根底から見直すこと

1第２ 重点政策一覧 / 第３ 公的基礎情報データベース整備改善計画

第１ 目指す社会の姿、取組の方向性と重点的な取組（本文）

●DXも活用しつつ、AIの利活用を一体的に推進するAX※（AX/DX）
●AIエージェントの徹底活用を通じた「自律型」「提案型」の行政サービス

の実現（「AI駆動型国家」）
● 我が国の自律性向上に向けた政府による初期需要提供（成長投資）
● サイバーセキュリティ向上など（危機管理投資）

き ょ う じ ん
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D デジタル行政の推進体制整備

～デジタル庁の司令塔機能の強化～

①デジタル庁の人員・組織体制の強化
–「デジタル行財政改革会議」の事務局機能移
管、庁内情報システムの横断的開発支援体制、
開発工程におけるAI活用

②AI駆動型国家の実現に向けた政府横断的な
法制度等の見直し
–デジタル行財政改革会議を「AI・デジタル改革推
進会議」に改組し、これを中心として、省庁横断
で、法制度やガイドライン等の抜本的な見直し

③政府情報システムの統括・監理の強化
–費用対効果レビュー強化等、上流工程での認
証、データ連携などの共通機能の活用

C デジタル・AIへの受容性

～誰一人取り残されない、人に優しいデジタル化
の実現～

①デジタル推進委員の活動促進

②郵便局を活用した地域の持続可能性確保

③なりすまし広告詐欺対策の強化

④インターネット上の偽・誤情報対策

⑤サイバー犯罪の防止

⑥サイバーハイジーンの推進及びアクセシビリ
ティの向上
–政策・プロダクトに関するサイバーハイジー
ンの推進、行政機関への利用者視点の浸透

B デジタル人材の確保・育成

～デジタル・AI・セキュリティ人材の養成を加速～

①「230万人目標」の達成状況を踏まえた次期目
標の策定

②AI・デジタル人材の確保・育成
–デジタル人材スキルプラットフォームの整備・
拡充を通じた労働市場との接続、国内外から
トップ人材を含めたAI研究者・開発者の確保、
デジタル分野の学校カリキュラム高度化

A サイバーセキュリティ

～行政機関、病院等重要インフラ、中小企業等に
おけるサイバー空間の脅威対応を支援～

①AI性能の高度化を踏まえたサイバーセキュリ
ティ対策の向上
–「Project YATA-Shield」の推進等

②政府システム等の対策強化
–サイバー攻撃情報のデータベース化とAI検
知・分析の導入（COSMOS）等

③自治体のサイバーセキュリティ対策
–サプライチェーン・リスク対策等に係る総合相談
窓口等

④医療機関・中小企業等のサイバーセキュリティ対策
–病院・個別システムの外部接続点の管理体制構築支
援、セキュリティ製品等の国内供給力強化等

⑤セキュリティ人材の確保・育成

社会課題解決に向けた「４本柱」

令和８年「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（概要） ー 個別施策

2

①政府のAX/DX基盤（ガバメントクラウド・GSS等）

の高度化・強靱化
– セキュリティや耐災害性・利便性向上等

②政府におけるAX/DXの推進
– ガバメントAI源内の推進

– 政府内のAI・AIエージェント利活用に係るガ
バナンス強化（ガイドラインの改訂等）

– 政府調達に係るガイドライン群等の改定（「AI
駆動開発」の推進）

– 国民・企業のAIエージェントによるデジタル
庁システム等へのアクセス（MCP等）の検討

③ベース・レジストリの整備・利活用促進
– 法人・不動産・アドレスに係るベース・レジス

トリの整備・利活用促進

– 法規的告示のデータ提供開始等

④「公正」「公平」「迅速」な給付が可能なインフラ構築
– 「デジタル敗戦」を踏まえ、平時・非常時の国

による直接の給付も可能とするインフラ構築に
2026年度から着手（情報提供NWS、給付支援サー
ビス、公金受取口座システム、ADAMSⅡ等）

– 新たな給付施策については公金口座の保有を
前提とする制度設計

⑤外国人政策を支える情報基盤
– 社会保険・税等の納付状況等を在留・入国審

査に活用（入管庁では出国時の活用も検討開始）

①自治体基幹業務システムの標準化・ガバメント

クラウド移行の推進

– 運用最適化、所期効果の可視化・横展開、

特定移行支援システム移行支援

②標準化に係るこれまでの取組の課題検証

– 2021年自治体情報システム標準化法

③AI エージェントを利用した「自律型」「提案型」行

政サービスの実現
– 自治体向けソフトウェア（公共SaaS）の効率

的な開発を可能とするベンダー向け開発基
盤の検討（認証IDやデータ形式等を初期設定）

– 自治体フロント－バックヤード、業務システム相互
間の申請情報等の自動連携（手続ワンストップ化）

– 給付や介護など制度のRules as Code推進

④国・地方を通じた全体最適かつ効率的なネット

ワーク、ゼロトラストアーキテクチャの導入支援

⑤連絡協議会を通じた国・地方デジタル共通基盤

の整備・推進

①マイナカードの着実な普及・利用拡大、マイナ

ポータルの利便性向上
– マイナカード（保有枚数はR７年度約4.6%増）の官民で

の活用推進（「使うことが当たり前」の社会を目指す）

– スマホ搭載、次期マイナ、外部AIエージェント
とのセキュアな連携に向けたMCP構築、マイ
ナアプリ、モバイル運転免許証検討等

②正式版Gビズポータル構築・機能向上

– 電子ロッカー機能拡充、Jグランツ・e-Gov連携等

③医療DXの加速

– 電子カルテ本格導入、クラウドネイティブ型シ

ステムの普及等

④E2E等最新自動運転車両の社会実装・量産化加速

⑤こども・子育て・教育DX

– 安全・主体的にAI活用が可能な学習環境構築等

⑥防災DX

– 新総合防災情報システム（SOBO-WEB）とL

アラートの連携等

⑦各分野DX

– 税務、農業、行政、空き家、不動産、地域交通、

建築・都市

①（内外のLLMを柔軟に組み合わせ）AIソブリンティ

確保、政府が初期需要を提供し国産推進
– データ・計算基盤・モデル・運用の各層で自

律性・代替性・耐遮断性を確保

– このため、内外のLLMの性能等評価、モデル
選択を可能とする基盤の開発

– 国産クラウドを政府が率先利用し国内事業者
の技術力育成、暗号鍵も国内で生成

– 官民のPQC移行（デジタル庁において国産機器の初期

需要の提供に係る検討及び移行ノウハウの取得）

– OSS※利用を推進し政府システムの自律性、経
済性向上（府省庁初のOSPO）

②AI等の基盤構築に向けた民間投資
– 先端・次世代半導体の国内開発・製造能力

確保及びワット・ビット連携によるデータセン
ターの立地環境確保、国産マルチモーダル基
盤モデル開発、オンチェーン金融の推進等

③データ連携・利活用を促進する環境整備

④政府認証基盤を始めとする政府情報システム

の安全性・信頼性向上

⑤国際戦略の推進（DFFT、ガバメントAI の国際展開）

Ⅰ 国のAX/DX基盤の

高度化・強靱化

Ⅱ 自治体のAX/DX基盤の

高度化・強靱化

Ⅲ 国民の暮らしのAX/DX推進

（安全で便利な地域の暮らし）

Ⅳ AX/DXの徹底的推進による

経済成長の加速

上記を支える横断的取組

～強靱で効率的な国家運営を支える基盤構築
～住民が行政サービスを適時にワンストップで享受で
き、職員負担も軽減される基盤構築

～官民の手続やデータ連携を円滑・安全に
行い、質の高い医療など準公共サービスを実現

～政府AX/DX基盤の自律性を強化

※オープンソースソフトウェア
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【2030年代半ばころに目指す姿】

➢ 一人ひとりの住民が、AIエージェントの助けを得て、必要な時に必要な支援を手続負担なく享受できるとともに、人材不足の深刻化に直面する自
治体にとっても、少人数の職員でも高品質な行政サービスを持続的に提供でき、かつ、情報システムの運用・保守を効率的にできる社会。

【現 状】
•認証基盤（マイナカード）が8割超の人口に普及。マイナポータル等から一部の手続はオンライン申請可能（申請データはファイル又はAPIで連携。自動取込には基幹業務システムの改修が必要）。

•基幹業務の標準化・ガバクラ移行が7割のシステムで完了し、データをフロントサービスに連携可能（ただし、データ連携は参照系API又はファイル連携に留まり、技術要件※の不統一は残存）。

•自治体が独自に契約し、クラウド上で個別に構築（「上下分離」）しており、自治体におけるコストが増加。 ※最新フラグや履歴情報の積み方など

行政手続のオンライン窓口※１

マイナポータル民間アプリ

申請

通知

ソフトウェアの公共SaaS化、フロント・バック間データ連携等で自治体の負担を
軽減するとともに、（出生、死亡などライフイベント手続の）ワンストップ化を順に実現。
※標準化完了によるデータ構造の共通化などが前提。

マイナカード

共通開発基盤
（BaaS※２、
ライブラリ等）

標準仕様書
(AI-Ready)

自治体国

ベンダー

公共SaaS

業務システム

※２ 認証等、
共通的なバック
エンド機能

短期（国の取組は２年以内を目途に実施）

共通開発基盤提供により、ベンダーに
よる多様な公共SaaS開発を容易化。

SaaS間データ連携も確保
自治体ごとのソフト導入や
クラウド管理は不要に提供・支援

申請インターフェース標準化
（フロント→バックデータ連携）※３

二重入力等の手間を削減

EDA※４による業務システム
相互の連携処理

各種手続のワンストップ化実現

住民

提供

※４ 手続等を契機としたデータ連携処理

公共サービスメッシュ

※１ 住民と行政サービスの接点（フロントヤード）のうち非対面・デジタル領域（市役所内に限らない）。

・・・

（参考）住民・国民への行政サービス提供ロードマップ

上記の取組について、自治体における実証などを経て、地方公共団体等の関係者と丁寧に調整を行いつつ、費用対効果などを検証しながら進める。

3

※３ 住民がマイナポータル等（窓口DXSaaSな
どを含む）で自治体に行った申請データを当該
自治体の業務システムに反映するなど、自治体
に必要な管理機能の詳細を今後検討（例：
国が管理機能を提供、メッシュが中継）。

AI可読な住民データ（証明情報のVC※５化による遠隔提供を含む。）、コード化された制度（保

育、介護など）を基盤にAIエージェントが住民相談などフロント業務の多くを代行するととも
に（申請の「自動処理化」推進）、職員教育、政策検討などバック事務の多くを担う。

※６ 住民票等
の行政の証明
書をVCとして
発行住民 遠隔で属性、資格

などを証明

法令・通達・QA
(AI-Ready化/コード化)

自治体

ベンダー

共通開発基盤
（BaaS、ライブラリ等）

標準仕様書
(AI-Ready)

業務システム
AIエージェント

(政策/事務/教育/技術)

公共AI・SaaS

※８ 民間のAIソリューションサービスの普及状況や先行自治体における
AI利活用事例を踏まえつつ実施

公共サービスメッシュ（進化型）

中期（国の取組は５年以内を目途に実施） ※着手は直ちに。

AIエージェント(個人)

国

行政手続のオンライン窓口

マイナポータル民間アプリ

提供・支援

VC利用環境整備、制度コード化
申請手続の「自動処理」化

国がAIを最大限利活用可能な環境を整備※８

住民サービス高度化と職員負担軽減

提供

※５ 属性情報に関する汎用的で機械可読かつ検証可能なデータ形式・データ流通形態

申請/通知

・・・
・・・

各種VC※７ 証明書電子交付※６

※７ 民間発行VCを含む
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第１次公的基礎情報データベース整備改善計画（改訂版）

第１ 計画期間

第２ 基本的な方針

第３ 整備及び改善の内容及び実施時期

１．法人ベース・レジストリ

・実質的支配者情報を始めとした、登記情報以
外に今後整備すべき情報を検討

２．不動産ベース・レジストリ

・令和9年度末に地図情報、令和10年度中頃
に登記情報の提供を目指し、整備を実施

・ 「総合的対応策」※を踏まえ、土地所有等情
報に行政機関等や国民が適切にアクセスでき
る仕組みについて令和11年度以降の提供を
目指し検討

３．住所・所在地関係データベース
（アドレス・ベース・レジストリ）

・町字より下位の情報について、住居表示業務
のシステム共通化に係る業務検証を実施

第４ データの品質の確保に関する事項

第５ 国立印刷局／IPAの果たすべき役割

第６ その他国の公的基礎情報データベース

※ 「外国人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策」 （令
和8年(2026年)1月23日外国人の受入れ・秩序ある共生社会実
現に関する関係閣僚会議決定）

全体概要 不動産ベース・レジストリ

4

• これまでの有識者会合における議論を踏まえ、今後の各ベース・レジストリの整備方針を具体化。

• 法人ベース・レジストリにおける実質的支配者情報等の整備や、不動産ベースレジストリにおける土地所有等情報の提供に向けた取組を検討。

利用目的・用途
政策効果

（５年間の合計）

① 添付書面の省略 46.6億円

② DBを利用した登記
情報の確認

302.7億円

③ DBを利用した地図
・図面情報の確認

59.4億円

計 408.7億円

１．整備スケジュール

３．土地所有等情報の実態把握における活用イメージ

※国籍情報へのアクセスは法令等で定める
事務の遂行のために必要な場合に限定

ユースケース R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

添付書面の省略

データベースを利用した
登記情報の確認

登記データセットの利用

土地所有等情報の把握等

データベース整備等（登記・地図）

順次提供・利用促進

データ整備

データベース整備等

（年次データ等を活用した分析）

第1弾リリース
予定(地図)

第2弾リリース
予定(登記)

２．政策効果

登記情報
システム

他の台帳 

匿名化に配慮し、統計化した
土地所有等情報を公開

国民

行政機関等

不動産
BR

・・・・
アクセス（※）

国籍情報を含む
土地所有等情報を提供

国籍情報を含む
不動産登記情報を連携

不動産BRとの情報連携を検討

他の台帳
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デジタル・ニッポン2026 ‐責任あるアジャイル・ガバナンス‐

■エージェンティックAI、バーティカルAI、フィジカルAI等の各種AI技術により、これまでにはない速さで技術革新が進展。
■リスクを恐れて規制をかけて、挑戦を抑制したら、周回遅れに。無秩序に導入して、社会の安全性・信頼性が失われてから後始末をしても、手遅れに。
■安定・予見可能なハードロー（法規制等）と、協調・現場の知恵によるソフトロー（ガイドライン、ベストプラクティス等）の組み合わせで対応すべき。
■自由・安全・倫理を調和させながら、技術革新を社会に取り込んでいくのが「責任あるアジャイル・ガバナンス」。

「 責任あるアジャイル・ガバナンス」に基づく社会変革

■AIの力もフル活用したDXの推進。ｴー ｼ゙ ｪﾝﾃｨｯｸAI、ﾊ゙ ﾃーｨｶﾙAI、ﾌｨｼ゙ ｶﾙAI等も作りやすく、使われやすく。アドバンスド・エッセンシャルワーカーにも裨益。
■「デジタル」を前提にした社会へ
          ◎目指すべき姿：マイナンバーカード、事業者、国・地方、こども、建設、物流、金融、データ戦略等のテーマで再整理。

◎仕組みづくり：デジタル推進委員のその先のデジタルデバイド対策、成長戦略・危機管理投資。
◎実現するためのデジタル庁２．５：AI機能統合、予算・調達抜本的見直し、デジタル大臣は行革・規制・公務員制度等も担当。

１．DX by AI
AIの登場により、DXへの取り組み方も大幅に変化する。人間がAIを駆使してDXを進め、
エージェンティックAI、バーティカルAI、フィジカルAIといったAIが活躍できる領域が広がり、
人間は人間にしかできない領域に注力できるようになる。

２－１．マイナカードが拓く「新たな景色」
国民のマイナカードの取得を前提（デフォルト）として各種制度を設計できるように。
公平・公正・迅速な給付のための給付システムの実現を国主導で強力に推進。

２－２．本格始動する事業者DX
GビズID、Jグランツ、Gビズポータルの徹底活用。事業者の手元の各種AIから操作可能に。
また、各業所管省庁が、自らが所管する業界のDX推進について責任を負う形に。

２－３．加速する行政分野のDX
ガバメントクラウド、ガバメントソリューションサービス（GSS）、ガバメントAI（源内）の徹
底活用。地方公共団体情報システムの統一・標準化について取り組みを加速化。地方発のサービ
ス・モジュールの展開、地方公共団体のDX推進のためのアナログ規制見直しの推進強化。

＜特に強化すべき取組＞

２－４．きめ細かな個別分野DX
こども：保活情報連携をはじめとする「こどもまんなか社会」のためのDX推進。
建設：「i-Construction 2.0」の継続推進。物流：アナログとデジタル世界のタッチポイントとして
の郵便局。金融：クレジットカードのAPI連携等。

２－５．時代を先取りするデータ戦略
デジタル行政推進法等の改正を通じた「国等データ活用事業」、金融・証券・不動産業界を皮切
りにベースレジストリの取り組み拡大、DFFTの推進。

３－１．「誰一人取り残されない、人に優しいデジタル化」の真価
「デジタル推進委員制度」に留まらないデジタルデバイド対策等

３－２．成長戦略・危機管理投資
巧妙化・多様化する官民へのサイバーセキュリティ対策、高度な医療提供・創薬・医療機器開発
に対応した医療DX基盤等。

４．デジタル庁のあり方、デジタル関係予算と調達の抜本改革
デジタル庁へのさらなる機能集約、補正予算頼りを廃したデジタル政策予算拡充、
デジタル関係予算の新たな体系の創設、システム調達の抜本的改革。

令和８年５月 自民党デジタル推進本部
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責任あるアジャイル・ガバナンス

1．事後救済・市場主導モデル 2．事前規制・予防原則モデル 3．責任あるアジャイル・ガバナンス

まずは走らせる。
問題が起きれば事後に対処する。

安全が100%証明されるまで、
動かさない。

リスクを管理しつつ、走りながら
ルールをアップデートする。

実証・データ収集・
ルール更新

裁判による事後解決

規制

大規模な予防的規制

ソフトロー

ハードロー

官民が協調した実証

パーミッションレス
破壊的創造

事後救済(判例・訴訟）

予防原則
網羅的規制（ハードロー偏重）

巨額の制裁金

実証と学習のループ
ハードローとソフトローのベストミックス

自由・安全・倫理の調和
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規制のサンドボックス制度の活用

官民連携による実証の推進

分野別の社会実装ロードマップの策定

実証実験に基づく制度改善

技術が進化するならば、制度もまた進化し続けなければならない

「アジャイルな統治の原則」の進化

責任あるアジャイル・ガバナンスの実践

ソフトロー（柔軟な対応・技術追従）

ハードロー（法的安定性・堅牢性）

手法の組み合わせ 社会実装の加速と制度改革
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責任あるアジャイル・ガバナンス Responsible Agile Governance

・実証を通じて課題を把握

・リスクを可視化する

・ルールを継続的に更新していく

・得られた知見を制度に反映させる

―社会の変化を前提とした、進化する統治の原則―
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実証実験

リスク評価

ルール更新

秩序を重んじつつ変化に適応し
現場の知恵を制度に反映させながら
社会を発展させていく統治モデル

遠隔医療

自動運転車

次世代インフラ

量子技術

AI・データ
ロボティクス

責任あるアジャイル・ガバナンス
Responsible Agile Governance
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◆マイナトラブル調査を実施し記者会見―千葉協会 

千葉協会は５月から６月にかけて、８回目となるマイナ保険証（オンライン資格確認システム）

トラブル調査を実施し、６月 17 日に結果について記者会見しました。朝日新聞が報道しました。 

医療機関窓口でのトラブルの発生数が、前回調査よりも増加しており、マイナ保険証に関連した

トラブルが抜本的な解決に至っていないことが明らかになりました。 

 調査は、有効期限切れの保険証での資格確認を可能とする暫定措置が、26 年３月 31 日から「再

延長」され、年度始めで異動が多い４月、５月の状況を把握するために実施しました。調査期間は

５月１日～６月９日。協会会員のうち FAX 送信可能な 3797 人（医科 1863 人、歯科 1934 人）に送

付し、有効回答数は 1171 件でした（回収率 30.8％） 

 

前回上回るトラブル発生 

 マイナ保険証の利用率

は、「30％以上」との回答が

87.7％（1009 件、ｎ＝1150

件）を占めました。 

 窓口で発生しているトラ

ブルは「●（くろまる）で出

る」が 949 件（前回９月時

点の調査では 741 件）、「資

格情報が無効」が 597 件（同

411 件）、「カードリーダーの

接続不良・認証エラー」が

497 件（同 410 件）、となり、

ほぼすべての項目で、前回を上回る回答がありました。「資

格確認したにも関わらず、返戻があった」との回答も 251

件と、全体の２割を占め、不合理な状況が明らかになりま

した（図１）。 

 

トラブル時は資格確認書、健康保険証での確認が頼り 

 トラブル時の対応では、「資格確認書で対応した」が最も多

く 874 件、「健康保険証で確認した」が 626 件となりました。

現在でも、トラブル時には券面による確認が圧倒的に多いこ

とがわかります。「いったん 10 割負担いただいた」との回答

が 307 件となり、前回調査の 138 件から大幅に増加していま

した。 

 

医療機関の８割に負担感 

マイナ保険証に関する窓口業務やトラブル対応の負担感

医療運動推進ニュース No.1713 
全国保険医団体連合会 医療運動推進本部 事務局発行 
TEL03-3375-5121 FAX03-3375-1862（Ａ４-２枚） 

  2026 年７月６日 

図１ 窓口で発生している事例（複数回答可） 

 n＝1148 件（無回答除く） 

図２ マイナ保険証に関する窓口業務

やトラブル対応の負担感 

 n＝1145 件（無回答除く） 
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は、「負担を感じる」「とても負担を感じる」との回答が、合わせて８割以上となりました（図２）。

その内容としては、「受付の対応が増す」が 615 件、「機材や通信のトラブルへの対応」が 558 件、

「設備の費用負担」193 件、「発熱外来での資格確認（動線の確保など）」148 件となりました。 

 マイナ保険証をめぐる医療機関のトラブルは全く改善しておらず、むしろ悪化していることがわ

かります。患者さんの受療権の確保のため、引き続き健康保険証の復活、資格確認書の全員交付を

求めていきます。 
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%

% 2025 11
49.48% 2026 50.15%
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（1）

第11号（2025年 9月22日発行）

発行：オンライン資格確認義務不存在
 確認等請求訴訟原告団事務局

〒160-0023　
東京都新宿区西新宿3-2-7 KDX新宿ビル4F

電話03(5339)3601
FAX03(5339)3449

原告団ニュース原告団ニュース
　

オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
義
務

化
の
違
法
性
・
違
憲
性
を
訴

え
、
全
国
の
医
師
・
歯
科
医
師

が
国
を
相
手
に
争
っ
て
い
る

「
オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
義
務

不
存
在
確
認
等
請
求
訴
訟
」
に

つ
い
て
、
控
訴
審
の
期
日
が
11

月
26
日
（
水
）
に
指
定
さ
れ

た
。

　

本
訴
訟
は
、
東
京
保
険
医
協

会
が
中
心
と
な
っ
て
全
国
の
医

師
・
歯
科
医
師
に
呼
び
か
け
、

２
０
２
３
年
２
月
22
日
に
国
を

相
手
に
提
訴
し
た
。
原
告
の
人

数
は
３
次
提
訴
の
時
点
で
１
４

義
務
が
な
い
こ
と
、
②
必
要
な

体
制
を
整
備
す
る
公
法
上
の
義

務
が
な
い
こ
と
、
の
２
点
の
確

認
お
よ
び
、
慰
謝
料
の
支
払
い

で
あ
る
。

　

健
康
保
険
法
70
条
1
項
が
厚

生
労
働
省
令
（
療
養
担
当
規

則
）
に
委
任
し
て
い
る
の
は
、

「
療
養
の
給
付
」
で
あ
り
、
被

保
険
者
の
「
資
格
確
認
」
方
法

に
つ
い
て
は
委
任
の
内
容
に
含

ま
れ
て
い
な
い
こ
と
、
仮
に
健

康
保
険
法
か
ら
の
委
任
が
あ
る

と
解
釈
し
て
も
、
改
正
後
療
養

担
当
規
則
は
健
康
保
険
法
の
委

任
の
範
囲
を
逸
脱
し
て
オ
ン
ラ

イ
ン
資
格
確
認
を
義
務
化
す
る

も
の
で
あ
る
こ
と
を
、
８
回
に

渡
る
口
頭
弁
論
の
中
で
多
数
の

証
拠
を
示
し
主
張
し
て
き
た
。

　

ま
た
、
口
頭
弁
論
が
開
か
れ

る
都
度
、
記
者
・
原
告
説
明
会

を
開
き
、
裁
判
の
経
過
や
論
点

を
説
明
し
て
き
た
。
原
告
説
明

会
に
参
加
し
た
原
告
医
師
か
ら

は
、
オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
シ

ス
テ
ム
の
導
入
義
務
化
が
不
合

理
で
あ
り
、
医
療
現
場
に
深
刻

な
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
こ
と

が
報
告
さ
れ
た
。

　

し
か
し
、
２
０
２
４
年
11
月

28
日
の
一
審
判
決
で
は
、
原
告

所
が
原
告
側
の
主
張
を
論
理
的

に
破
る
こ
と
が
で
き
て
い
な
い

と
い
う
こ
と
で
も
あ
る
。

　

原
告
団
は
２
０
２
４
年
12
月

12
日
に
東
京
高
裁
へ
控
訴
し

た
。
控
訴
審
に
あ
た
っ
て
、
控

訴
理
由
書
の
他
に
、
複
数
の
原

告
医
師
の
協
力
の
も
と
、
オ
ン

ラ
イ
ン
資
格
確
認
シ
ス
テ
ム
の

導
入
義
務
化
が
保
険
医
に
と
っ

て
負
担
と
な
っ
て
い
る
旨
を
ま

と
め
た
陳
述
書
、
ま
た
控
訴
理

由
書
補
充
書
、
法
律
家
・
研
究

者
の
執
筆
に
よ
る
意
見
書
等
を

含
む
追
加
証
拠
を
提
出
す
る

等
、
準
備
を
進
め
て
き
た
。

　

11
月
26
日
の
口
頭
弁
論
の
後

に
は
、
記
者
・
原
告
説
明
会
を

開
催
す
る
予
定
だ
（
詳
細
は
２

面
参
照
。
東
京
保
険
医
協
会
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
に
も
掲
載
予

定
）。
ぜ
ひ
ご
出
席
い
た
だ
き

た
い
。　

オンライン資格確認義務不存在確認等請求訴訟
これまでの歩み

◆2023年2月22日　第一次提訴
◆2023年4月21日　第二次提訴、第一回口頭弁論
◆2023年6月29日　第二回口頭弁論、記者説明会
◆2023年9月12日　第三次提訴、第三回口頭弁論および記者・原告

説明会
◆2023年12月7日　第四回口頭弁論および記者・原告説明会
◆2024年2月29日　第五回口頭弁論および記者・原告説明会
◆2024年5月22日　第六回口頭弁論および記者・原告説明会
◆2024年  7月９日  第七回口頭弁論および記者・原告説明会
◆2024年9月19日　第八回口頭弁論および記者・原告説明会
◆2024年11月22日　判決前記者会見
◆2024年11月28日　判決の言い渡しおよび記者会見・原告説明会

◆2024年12月12日　東京高裁へ控訴
◆2025年3月31日　控訴理由書と陳述書を提出
◆2025年5月30日　控訴理由書補充書・専門家の意見書等を提出
◆2025年7月31日　国が控訴審答弁書等を提出

◆2025年9月2日     控訴審期日が11月26日に指定

2024 年 11 月 28 日、１審判決後の東京地
裁前で

控訴状、
控訴理由書は
こちらから➡

１
５
人
と
な
っ

た
。

　

請
求
の
趣
旨

は
①
オ
ン
ラ
イ

ン
資
格
確
認
を

行
う
公
法
上
の

側
の
請
求
は
棄

却
さ
れ
た
。
判

決
は
、
被
告
で

あ
る
国
側
の
主

張
を
一
方
的
に

採
用
し
た
も
の

で
、
原
告
側
の

主
張
が
な
ぜ
否

定
さ
れ
る
の
か

に
つ
い
て
の
記

述
は
ほ
と
ん
ど

な
か
っ
た
が
、

そ
れ
は
、
裁
判

控
訴
審

控
訴
審
1111
月月
2626
日
に
指
定

日
に
指
定
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控訴審 第１回口頭弁論のご案内控訴審 第１回口頭弁論のご案内
　控訴審の第 1回口頭弁論は東京高等裁判所 101 号法廷で開かれます。勝訴に向けて裁判所に関心の
高さを示すために、多数のご参加をお願いします。口頭弁論終了後には、記者・原告説明会を開催します。
ぜひ併せてお越しください。

【日 時】　11月26日（水）11：30～
※原告から意見陳述（5分程度）を予定しています。

【会 場】　東京高等裁判所 101号法廷
〒100-8920 東京都千代田区霞が関1-1-4
＜最寄駅＞
・東京メトロ丸ノ内線、日比谷線、千代田線「霞ヶ関駅」A1出
口から約1分
・東京メトロ有楽町線「桜田門駅」5番出口から約3分
・都営地下鉄三田線「内幸町駅」から約10分
・都営地下鉄三田線「日比谷駅」から約13分

　原告の先生方におかれましては、ぜひ傍聴をお願いいた
します。
　手荷物検査を受けた後、弁論開始時刻までに 101号法廷に余裕を持って入室してください。

記者・原告説明会のご案内記者・原告説明会のご案内
【日 時】 11月 26日（水）口頭弁論終了後
※時刻は判明次第、東京保険医協会ホームページ（右QRコード）でご案内します。

【場 所】 航空会館501・502会議室（〒105-0004 東京都港区新橋1-18-1）

＜最寄駅＞
・都営地下鉄三田線「内幸町駅」 A2出口から約
1分

・東京メトロ銀座線・都営浅草線「新橋駅」 出口
7から約 4分

・ＪＲ「新橋駅」 日比谷口から約 5分
・東京メトロ千代田線・日比谷線「霞ヶ関駅」 C4
出口 から約8分

・東京メトロ丸ノ内線「霞ヶ関駅」 B2出口から
約10分

【問合せ】原告団事務局（東京保険医協会内 訴訟ワーキンググループ担当宛）
☎03（5339）3601
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訴
訟
の
経
緯
と

 

マ
イ
ナ
保
険
証
の
失
敗

　

厚
労
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に

よ
れ
ば
、
２
０
２
５
年
７
月
、

保
険
診
療
受
診
時
に
お
け
る
マ

イ
ナ
保
険
証
の
利
用
率
は
、
よ

う
や
く
31
・
43
％
で
あ
る
。
診

療
の
受
付
が
で
き
な
い
と
い
う

重
大
な
ト
ラ
ブ
ル
や
情
報
漏
洩

の
不
安
の
た
め
に
、
マ
イ
ナ
保

険
証
の
利
用
率
は
低
迷
し
て
お

り
、
利
用
率
の
増
加
に
伴
っ
て

ト
ラ
ブ
ル
も
増
加
し
て
い
る
。

２
０
２
３
年
、
一
般
診
療
所
に

お
け
る
電
子
カ
ル
テ
の
普
及
率

は
よ
う
や
く
50
％
に
達
し
た
よ

う
だ
。

　

２
０
２
２
年
８
月
、
厚
労
省

が
主
催
す
る
説
明
会
に
お
い

て
、
マ
イ
ナ
保
険
証
に
よ
る
オ

ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
シ
ス
テ
ム

の
導
入
を
義
務
化
す
る
こ
と
、

ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
義
務
化
の

法
的
な
瑕
疵
を
明
ら
か
に
す
る

決
定
が
行
わ
れ
た
。

　
「
訴
訟
中
で
あ
る
」
と
い
う

一
言
に
は
、
オ
ン
ラ
イ
ン
資
格

確
認
の
義
務
化
が
決
定
事
項
で

は
な
い
こ
と
を
明
確
に
伝
え
る

力
が
あ
る
。
折
か
ら
「
保
険
証

を
残
せ
」
を
標
語
に
し
た
市
民

運
動
が
沸
き
起
こ
っ
て
お
り
、

集
会
に
参
加
す
る
と
、「
お
医

者
さ
ん
も
立
ち
上
が
っ
て
く
れ

た
。
有
難
い
。
力
に
な
り
ま

す
」
と
い
う
感
謝
の
言
葉
が
聞

か
れ
た
。
し
か
し
、
感
謝
す
る

べ
き
は
こ
ち
ら
で
も
あ
っ
た
。

　

被
保
険
者
情
報
は
各
保
険
者

で
管
理
さ
れ
、
外
字
を
含
む
膨

大
な
文
字
に
対
応
し
て
い
る
。

一
方
、
オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認

等
で
使
用
さ
れ
る
医
療
保
険
者

等
向
け
中
間
サ
ー
バ
ー
は
外
字

に
対
応
し
て
お
ら
ず
、
１
・
２

億
件
の
加
入
者
情
報
の
う
ち
４

・
４
％
も
の
加
入
者
氏
名
が

「
●
」
表
示
に
な
る
。
両
者
の

表
記
が
異
な
れ
ば
、
マ
イ
ナ
保

険
証
の
ト
ラ
ブ
ル
は
解
消
し
な

い
。
制
度
設
計
に
は
大
き
な
ミ

ス
が
あ
り
、
マ
イ
ナ
保
険
証
の

誰も犠牲にしない社会を談 話

原告団長
須田　昭夫

健
康
保
険
証
の
発

行
停
止
に
あ
た
り

十
分
な
国
会
審
議

が
行
わ
れ
て
い
な

い
こ
と
が
確
認
さ

れ
た
。
行
政
訴
訟

を
提
起
し
て
、
オ

義
務
に
従
わ
な
い
場
合
に
は
医

療
機
関
の
認
可
取
り
消
し
も
あ

り
得
る
こ
と
が
発
表
さ
れ
、
参

加
者
に
衝
撃
を
与
え
た
。
動
揺

は
大
き
く
、
一
部
に
は
閉
院
の

動
き
が
見
ら
れ
た
。

　

自
動
発
行
さ
れ
る
保
険
証
と

違
っ
て
、
申
告
制
の
マ
イ
ナ
保

険
証
は
保
険
診
療
を
制
限
す
る

こ
と
は
明
ら
か
で
あ
っ
た
が
、

マ
イ
ナ
保
険
証
の
問
題
点
に
つ

い
て
、
政
府
・
厚
労
省
は
全
く

聞
く
耳
を
持
た
な
か
っ
た
。
閉

院
・
廃
院
を
考
え
る
人
た
ち
が

い
る
気
配
が
あ
り
、
少
し
で
も

思
い
止
ま
っ
て
も
ら
う
た
め
に

は
、
政
府
に
対
す
る
毅
然
と
し

た
行
動
を
示
す
こ
と
が
必
要
で

あ
っ
た
。

　

訴
訟
を
前
向
き
に
検
討
し
た

結
果
、
義
務
化
と
い
う
強
制
力

を
持
つ
法
律
の
作
成
は
国
会
の

専
権
事
項
に
該
当
す
る
こ
と
、

の
自
由
が
ど
う
な
る
か
。

　

今
わ
が
国
で
進
め
ら
れ
て
い

る
医
療
Ｄ
Ｘ
の
主
軸
と
な
っ
て

い
る
の
は
マ
イ
ナ
保
険
証
だ

が
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の

電
子
証
明
書
を
通
じ
て
、
様
々

な
個
人
情
報
が
収
集
さ
れ
、
紐

づ
け
ら
れ
て
い
く
。
そ
う
し
た

記
録
は
ダ
イ
レ
ク
ト
メ
ー
ル
の

発
送
、
生
命
保
険
の
審
査
各

種
、
ロ
ー
ン
の
金
利
決
定
、
人

事
考
課
、
そ
し
て
戦
争
す
る
国

造
り
に
利
用
さ
れ
る
恐
れ
が
あ

る
。

　

Ａ
Ｉ
は
巨
額
の
費
用
を
か
け

て
、
テ
ロ
リ
ス
ト
を
発
見
す
る

た
め
に
開
発
さ
れ
た
技
術
と
し

て
の
側
面
を
持
っ
て
い
る
。
い

ま
そ
の
技
術
を
使
っ
て
個
々
の

国
民
を
管
理
す
る
社
会
が
造
ら

れ
よ
う
と
し
て
い
る
。
Ａ
Ｉ
は

善
悪
の
区
別
が
で
き
な
い
。
そ

し
て
す
べ
て
を
確
率
に
置
き
換

え
て
計
算
す
る
シ
ス
テ
ム
は
誤

差
な
し
に
は
成
り
立
た
な
い
の

で
、
顔
認
証
も
含
め
て
、
１
０

０
％
の
正
し
さ
は
あ
り
得
な

い
。
誤
差
に
よ
る
被
害
者
が
た

く
さ
ん
出
る
は
ず
だ
。

　

医
療
情
報
の
守
秘
義
務
は
ヒ

失
敗
は
明
ら
か
で
あ
る
。

Ｄ
Ｘ
で
人
を
犠
牲
に
し
な
い

 

た
め
に

　

デ
ジ
タ
ル
技
術
は
単
純
・
正

確
・
安
価
を
旗
印
に
し
て
市
民

生
活
を
豊
か
に
し
て
き
た
。
マ

イ
コ
ン
は
家
電
製
品
や
自
動
車

に
組
み
込
ま
れ
て
お
り
、
ス
マ

ホ
や
パ
ソ
コ
ン
の
通
信
は
世
界

を
一
つ
に
繋
げ
た
。
そ
の
恩
恵

は
は
か
り
知
れ
な
い
。
と
こ
ろ

が
い
ま
、
デ
ジ
タ
ル
技
術
が
生

み
出
し
た
Ａ
Ｉ
（
人
工
知
能
）

が
、
人
々
の
生
活
を
脅
か
し
、

支
配
す
る
た
め
に
使
わ
れ
始
め

て
い
る
。

　

例
え
ば
イ
ン
ド
で
は
Ｉ
Ｔ
企

業
が
農
業
の
支
配
を
狙
っ
て
い

る
。
人
工
衛
星
で
調
べ
た
気
象

や
土
壌
の
性
質
に
よ
っ
て
適
合

す
る
作
物
を
決
め
、
種
苗
、
肥

料
、
農
薬
、
収
穫
物
の
購
入
を

契
約
す
る
。
農
産
物
の
加
工
・

流
通
・
販
売
を
Ｉ
Ｔ
企
業
が
引

き
受
け
て
、
最
も
有
利
に
販
売

す
る
シ
ス
テ
ム
を
作
る
。
や
が

て
Ｉ
Ｔ
企
業
の
取
り
分
が
大
き

く
な
っ
て
ゆ
く
恐
れ
も
あ
る
。

Ｉ
Ｔ
企
業
の
支
配
を
嫌
う
農
家

ポ
ク
ラ
テ
ス
の
昔
か
ら
医
師

の
使
命
で
あ
っ
た
。
情
報
の

漏
洩
を
恐
れ
て
患
者
さ
ん
が

本
当
の
こ
と
を
言
わ
な
く
な

れ
ば
正
し
い
診
断
が
で
き
な

く
な
り
、
医
療
が
崩
壊
す
る

恐
れ
が
あ
る
。　

　

し
か
し
今
、
情
報
と
利
益

を
優
先
し
て
、
人
を
使
い
捨

て
る
社
会
が
造
ら
れ
よ
う
と

し
て
い
る
。
デ
ジ
タ
ル
化
の

あ
り
方
を
通
じ
て
、
最
も
弱

い
人
へ
の
接
し
方
が
、
あ
ら

た
め
て
社
会
に
問
わ
れ
て
い

る
。

　

控
訴
審
の
第
１
回
目
の
口

頭
弁
論
が
11
月
26
日
に
指
定

さ
れ
た
。
原
告
団
か
ら
は
意

見
陳
述
を
行
う
予
定
で
あ

る
。

　

原
告
の
皆
様
に
お
か
れ
て

は
、
口
頭
弁
論
お
よ
び
記
者

・
原
告
説
明
会
に
お
集
ま
り

い
た
だ
き
た
い
。
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却
さ
れ
た
が
、
判
決
は
原
告
の

主
張
に
つ
い
て
正
面
か
ら
答
え

る
こ
と
な
く
、
一
方
的
に
国
側

の
主
張
を
採
用
し
た
も
の
で
あ

の
と
お
り
。

①
健
康
保
険
法
は
、下
位
法
令

に
委
任
す
る
場
合
、「
必
要
な
事

項
は
厚
生
労
働
省
令
で
定
め

る
」と
の
文
言
を
用
い
て
い
る

が
、70
条
１
項
は
「
厚
生
労
働

省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

り
、療
養
の
給
付
を
担
当
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
」と
す
る
の

み
で
あ
る
。「
担
当
」の
語
句
か

ら
、医
療
サ
ー
ビ
ス
そ
の
も
の

以
外
に
つ
い
て
も
委
任
し
て
い

る
と
し
た
原
判
決
の
解
釈
は
妥

当
で
な
い
。

②
70
条
１
項
が
、「
療
養
の
給

付
」
に
つ
い
て
厚
生
労
働
省
令

に
委
任
し
て
い
る
の
は
、
医
学

的
知
見
を
踏
ま
え
た
専
門
性
が

求
め
ら
れ
る
事
柄
で
あ
る
こ
と

原
判
決
へ
の
反
論
ま
と
め
る

　

２
０
２
４
年
11
月
28
日
の
一

審
判
決
で
は
原
告
の
請
求
が
棄

に
基
づ
く
。
一
方
、

資
格
確
認
の
方
法
は

医
師
等
の
資
格
を
要

し
な
い
、
事
務
的
な

行
為
に
関
す
る
事
柄

で
あ
り
、
専
門
性
の

性
質
が
ま
っ
た
く
異

な
っ
て
い
る
。

③
オ
ン
ラ
イ
ン
資
格

確
認
の
導
入
が
医
療

機
関
の
任
意
で
あ
る

こ
と
を
示
す
２
０
１

９
年
の
健
康
保
険
法

っ
た
。

　

原
告
団
は
２
０
２
４
年
12
月

12
日
に
東
京
高
裁
へ
控
訴
し
た

後
、
２
０
２
５
年
３
月
31
日
に

控
訴
理
由
書
、
５
月
30
日
に
控

訴
理
由
書
補
充
書
・
専
門
家
の

意
見
書
を
提
出
す
る
等
、
国
や

第
一
審
判
決
（
以
下
、
原
判

決
）
に
対
し
て
具
体
的
に
反
論

し
て
き
た
。
主
な
反
論
は
以
下

オン資訴訟　控訴審第１回口頭弁論

　

11
月
26
日
、「
オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
義
務
不
存
在
確
認
等
請
求
訴
訟
」

控
訴
審
の
第
一
回
口
頭
弁
論
が
東
京
高
裁
１
０
１
号
法
廷
（
三
木
素
子
裁
判

長
）
で
開
か
れ
た
。
弁
護
団
と
全
国
か
ら
集
ま
っ
た
原
告
19
人
が
原
告
席
で

審
理
に
臨
ん
だ
他
、
傍
聴
者
は
80
人
を
超
え
た
。

　

原
告
で
あ
る
医
師
・
歯
科
医
師
と
被
告
で
あ
る
国
側
の
双
方
の
書
面
を
確

認
し
た
他
、
原
告
側
に
よ
る
意
見
陳
述
が
行
わ
れ
た
。
控
訴
人
の
内
、
複
数

人
が
亡
く
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
相
続
人
を
通
じ
て
の
訴
訟
継
続
に
関
す

る
意
思
確
認
を
経
て
、
次
回
の
第
二
回
口
頭
弁
論
は
２
０
２
６
年
２
月
25
日

に
１
０
１
号
法
廷
で
開
か
れ
る
こ
と
が
決
ま
っ
た
。

改
定
時
の
国
会
審
議
録
に
つ
い

て
、
原
判
決
は
、
被
保
険
者
等

に
と
っ
て
任
意
で
あ
る
と
い
う

意
味
だ
と
し
て
い
る
が
、
明
確

な
誤
読
で
あ
る
。

④
原
判
決
は
、
制
約
さ
れ
る
権

利
の
重
要
性
を
検
討
し
て
い
な

い
が
、
オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認

の
義
務
化
に
よ
っ
て
制
約
さ
れ

る
権
利
は
、
職
業
活
動
の
自
由

に
か
か
わ
り
、
国
民
の
生
存
権

に
も
か
か
わ
る
憲
法
上
の
重
要

な
権
利
で
あ
る
。

⑤
原
告
側
が
指
摘
す
る
義
務
化

に
反
対
す
る
意
見
に
つ
い
て
、

原
判
決
は
、
全
国
保
険
医
団
体

連
合
会
（
保
団
連
）
お
よ
び
各

都
道
府
県
の
保
険
医
協
会
・
医

会
と
い
う
「
特
定
の
団
体
内
の

意
見
」
に
限
ら
れ
て
い
る
と
し

て
い
る
が
、
保
団
連
お
よ
び
全

国
の
保
険
医
協
会
・
医
会
に
は

医
師
・
歯
科
医
師
の
会
員
約
10

万
７
０
０
０
人
が
広
く
加
入
し

て
お
り
、「
特
定
の
団
体
」
と

位
置
付
け
て
無
視
す
る
取
り
扱

い
は
許
さ
れ
な
い
。

　

ま
た
、
11
月
12
日
に
提
出
し

た
準
備
書
面
で
は
、
最
高
裁
判

例
が
委
任
命
令
の
適
法
性
判
断

に
お
い
て
、
法
律
の
文
言
を
重

視
し
て
き
た
こ
と
を
過
去
の
11

次回2/25に結審迎える見込み次回2/25に結審迎える見込み

記者・原告説明会の模様（11月26日、航空会館）

記者会見で、控訴審の論点を解説した（11月26日、司法記者クラブ）
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の
最
高
裁
判
例
を
基
に
指
摘
し

た
他
、
資
格
確
認
は
あ
く
ま
で

被
保
険
者
の
義
務
で
あ
る
こ
と

を
診
療
報
酬
請
求
権
の
法
的
性

質
か
ら
指
摘
し
て
い
る
。

オ
ン
資
義
務
化
の
不
合
理
性 

 

「
意
見
陳
述
」
で
訴
え

　

口
頭
弁
論
で
は
原
告
側
を
代

表
し
て
、
佐
藤
一
樹
原
告
団
事

務
局
長
（
東
京
保
険
医
協
会
理

事
）
が
意
見
陳
述
を
行
っ
た
。

　

佐
藤
氏
は
、
原
判
決
が
原
告

の
主
張
に
正
面
か
ら
向
き
合
わ

ず
、
無
視
し
て
い
る
こ
と
を
批

判
し
た
。
厚
労
省
や
Ｎ
Ｔ
Ｔ

（
オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
シ
ス

テ
ム
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
回
線
を

委
託
さ
れ
て
い
る
）
に
よ
る
情

報
漏
洩
や
不
適
切
な
情
報
取
得

が
発
生
し
て
い
る
こ
と
、
さ
ら

に
将
来
標
準
型
電
子
カ
ル
テ
に

東京歯科協会の早坂美都会長は「脅
迫によってオン資導入を強制するこ
とは許されない」と訴えた（11 月
26日、航空会館）

よ
っ
て
患
者
の
医
療
情
報
を
民

間
企
業
に
利
活
用
さ
せ
る
こ
と

が
計
画
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
挙

げ
、
こ
う
し
た
状
況
で
は
医
師

は
患
者
の
診
療
情
報
を
守
る
こ

と
が
で
き
な
い
と
述
べ
た
。

　

ま
た
、
オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確

認
の
義
務
化
は
、
い
わ
ゆ
る

「
骨
太
方
針
２
０
２
２
」
に
よ

っ
て
決
定
さ
れ
た
も
の
で
、
医

療
界
の
メ
ン
バ
ー
が
ひ
と
り
も

い
な
い
、
経
済
財
政
諮
問
会
議

の
意
見
を
反
映
し
た
閣
議
決
定

に
よ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
を
指

摘
し
た
。
多
く
の
国
民
か
ら
評

価
を
得
ら
れ
て
お
ら
ず
、
国
会

で
も
意
見
が
割
れ
て
い
る
オ
ン

ラ
イ
ン
資
格
確
認
を
、
閣
議
決

定
で
義
務
化
す
る
こ
と
は
民
主

主
義
に
反
す
る
と
訴
え
た
。

※
陳
述
意
見
書
の
全
文
は 

３
面

に
掲
載

勝
訴
に
向
け 

思
い
を
新
た
に

　

口
頭
弁
論
終
了
後
、
司
法
記

者
ク
ラ
ブ
で
記
者
会
見
を
開

き
、
記
者
８
人
が
参
加
し
た

他
、東
京
高
裁
近
く
の
航
空
会

館
で
記
者
・
原
告
説
明
会
を
開

催
し
、
記
者
・
原
告
等
67
人
が

参
加
し
た
。

　

須
田
昭
夫
原
告
団
長
（
東
京

保
険
医
協
会
会
長
）
は
、「
情

報
は
現
代
の『
石
油
』だ
と
言
わ

れ
る
が
、
患
者
の
医
療
情
報
が

利
益
を
生
み
出
す
道
具
に
さ
れ

よ
う
と
し
て
い
る
。
技
術
に
は

良
い
面
も
悪
い
面
も
あ
る
。
個

人
情
報
の
収
集
・
利
活
用
を
野

放
図
に
進
め
よ
う
と
す
る
国
の

姿
勢
を
正
し
た
い
」
と
挨
拶
し

た
。
ま
た
竹
田
智
雄
保
団
連
会

長
は
、
マ
イ
ナ
保
険
証
で
の
ト

ラ
ブ
ル
が
現
在
も
多
発
し
て
い

る
こ
と
や
、
個
人
情
報
が
守
れ

な
い
こ
と
を
理
由
に
閉
院
す
る

地
元
の
医
療
機
関
が
出
て
い
る

こ
と
等
を
報
告
し
、
医
療
崩
壊

に
繋
が
る
義
務
化
を
止
め
よ
う

と
訴
え
た
。

　

弁
護
団
の
二
関
辰
郎
弁
護
士

が
、
控
訴
審
で
の
原
告
側
の
論

点
に
つ
い
て
解
説
し
た
。
弁
護

団
長
の
喜
田
村
洋
一
弁
護
士

応
の
負
担
で
、
疲
弊
し
て
閉
院

に
追
い
込
ま
れ
る
医
療
機
関
が

増
え
て
お
り
、
医
療
難
民
が
生

ま
れ
て
い
る
」「
デ
ジ
タ
ル
化

を
通
じ
て
、
社
会
保
障
を
政
府

に
都
合
良
く
作
り
替
え
よ
う
と

す
る
狙
い
が
明
ら
か
に
な
っ
て

い
る
。
裁
判
を
運
動
の
一
環
と

し
て
、
各
協
会
で
闘
っ
て
い
こ

う
」
等
、
地
域
医
療
の
実
情
や

訴
訟
に
か
け
る
思
い
を
そ
れ
ぞ

れ
の
発
言
者
が
述
べ
た
。

　

最
後
に
中
村
洋
一
東
京
保
険

医
協
会
副
会
長
が
「
訴
訟
に
踏

み
切
っ
た
き
っ
か
け
と
し
て
、

２
０
２
２
年
８
月
の
厚
労
省
説

明
会
で
の
、
保
険
医
取
り
消
し

を
ち
ら
つ
か
せ
た
恫
喝
へ
の
強

い
怒
り
が
あ
る
。
私
た
ち
の
医

療
人
と
し
て
の
矜
持
を
再
確
認

し
て
、
勝
訴
に
向
か
お
う
」と

訴
え
、
閉
会
し
た
。

決
を
書
い
て
い
た
だ
け
る
こ
と

を
期
待
し
て
い
る
」と
述
べ
た
。

　

全
国
か
ら
集
ま
っ
た
原
告
の

中
か
ら
、
黒
田
康
之
岩
手
協
会

副
会
長
、
岡
野
久
千
葉
協
会
会

長
、
宇
佐
美
宏
千
葉
協
会
副
会

長
、
早
坂
美
都
東
京
歯
科
協
会

会
長
、
橋
本
健
一
東
京
歯
科
協

会
理
事
、
申
偉
秀
東
京
協
会
理

事
、
高
本
英
司
大
阪
協
会
副
理

事
長
、
島
津
俊
二
兵
庫
協
会
評

議
員
、
杉
山
正
隆
福
岡
歯
科
協

会
副
会
長
が
フ
ロ
ア
発
言
を
行

っ
た
。

　
「
意
見
陳
述
で
我
々
医
療
者

の
思
い
を
伝
え
て
く
だ
さ
り
、

法
廷
の
中
で
拍
手
し
た
い
気
持

ち
だ
っ
た
」「
コ
ロ
ナ
禍
で
の

対
応
に
苦
慮
し
て
い
る
医
療
機

関
に
、
オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認

を
強
制
し
た
こ
と
は
許
さ
れ
な

い
」「
金
銭
的
負
担
・
患
者
対

は
、「
法
律
の
省

令
へ
の
委
任
に

つ
い
て
、
こ
れ

ま
で
最
高
裁
が

ど
う
判
断
し
た

の
か
を
示
し
て

き
た
。
裁
判
長

に
は
最
高
裁
の

判
断
を
先
取
り

す
る
よ
う
な
判

資料編（控訴
状、控訴理由
書、意見陳述
書等）は
こちらから➡

記者・原告説明
会の模様はこ
ちらから
（Youtube）➡
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陳述意見書
東京高等裁判所第11民事部１係　御中

2025年11月26日
控訴人　佐藤  一樹

　控訴人は、原判決の全てに納得がいかず、不当である
と考えております。今回、陳述の機会をたまわりました
ので、許された時間の中で、意見を申し述べさせていた
だきます。
　原判決は、原告の主張に正面から向き合っておらず、
「何故、原告の主張が認定されないのか」について、ほ
とんど判示せず、無視することによって「第３　当裁判
所の判断」を僅か12頁たらずで終えました。誠に遺憾
です。
　オンライン資格確認義務化の基本方針は、いわゆる
「骨太方針2022」（甲１号証）において決定されまし
た。しかし、国側の主張は、原審で自ら「事務的な行為
１」とする資格確認の義務化を厚生労働大臣の「専門技
術的な裁量」に掏り替え、規則の制定を正当化していま
す。これは誤謬です。
　骨太方針2022発表直前の2022年５月25日 、厚生労
働省社会保障審議会 医療保険部会では、2023年４月か
らオンライン資格確認システム導入を医療機関に義務付
け、将来的に被保険者証の廃止を目指す方針が、突如、
提案されました。これに対し、日本医師会松原謙二副会
長は「実際使ってみて、皆さんがいい仕組みだねと思え
ば自動的に増えてきます。これを拙速に机上の空論でこ
うあるべきというので義務化するのは非常に違和感を覚
えます．．．あまりにも拙速に、義務化という単語が出ま
すと、信頼関係が壊れたと思われる医療機関もかなりあ
ります．．．今こういった義務化については、私は反対で
あります。」（甲52号証・図１）と発言されました。こ
れこそが日本医師会の本来の意見です。
　オンライン資格確認義務化は、厚生労働大臣による
「専門技術的な裁量」による決定ではなく、医療界のメ
ンバーがひとりもいない経済財政諮問会議を反映した閣
議決定によるものです。
　古来、法律家と医師はプロフェッションとして、営利
ではなく、人の悩みや病という公益に奉仕し、それを天
地神明に誓って尽力してきたという共通点があります。
また、法律家に守秘義務があるように、医師には、ヒポ
クラテスの時代から現代まで、職業倫理上も法律上も、
患者の個人情報について守秘義務を負っていることは変
わりありません。
　一方、2005年４月施行の個人情報保護法制定時の衆
議院および参議院からの附帯決議は、「医療２等、国民か
ら高いレベルでの個人情報の保護が求められている分野

については、個別法を早急に検討する」ことが記載され
ましたが、これは、日本医師会が特に要望し、実現した
ものであります。しかし、これまで個別法は何も検討さ
れていません。
　原告が提訴した2022年、厚生労働省は、指定難病患
者5,640名分の氏名・生年月日・住所等の個人情報を流
出させたことを公表し謝罪しました（図２）。また、
NTTデータ社が、約９万５千人分の患者医療情報を利
活用するにあたって事前に本人に通知せずにデータベー
スに混入したと発表しました（図３）。
　今回の厚生労働省令によるオンライン資格確認システ
ムのネットワーク回線は、独占的にNTTに委託してい
ます。その大

おおもと

本の厚生労働省とNTTの医療情報の漏洩
や不適切な情報取得が現実に発生しているのです。骨太
方針2022では、オンライン資格確認義務化で開通させ
たNTT回線を利用して、将来の標準化電子カルテによ
る患者医療情報を民間企業に利活用させることになって
います。これによってさらに大量の漏洩事件が発生する
と容易に推定されます。
　信頼性、安全性が高いとは言えない、現時点の日本の
医療情報セキュリティレベルでは、機微性が高く医師が
倫理的にも法律的にも守秘義務を課せられている患者の
診療情報を守れるはずがありません。
　私のクリニックの近傍には、約1,100世帯が入る国家
公務員官舎があり、約80人の国家公務員が通院してい
ます。被控訴人の担当官庁である厚生労働省の職員もか
なりいますが、マイナ保険証の利用者は、１人です。ま
た、あるデジタル庁の職員は、オンライン資格確認義務
化や新規被保険者証発行停止を強行した当時のデジタル
庁の河野太郎大臣について「河野さんは、突破力だけ
で、私達にも何も説明がないので困ります。」とお話し
されていました。国家公務員であっても、ひとりの患者
・ひとりの国民の立場になれば、マイナ保険証のオンラ
イン資格確認は利用したくないと考えている方が大多数
であり、統計でも利用率は一般国民と同程度で低いので
す（甲22号証・甲23号証・甲24号証の１・甲24号証
の２）。
　前述の松原副会長がおっしゃるとおり、多くの国民か
ら評価を得られていない段階、しかも、国会でも意見が
割れ、厚生労働審議官が「個別の状況を勘案せず」「関
係する皆様の理解と協力を得ることは困難」と答弁した
（乙15号証）義務化を、閣議決定で決めてしまう国が、
民主主義国家といえるのでしょうか。
　控訴審裁判所に置かれては、世界に誇りうるような日
本の行政法、行政救済法の歴史に残る判決文を書いてい
ただけると信じております。

以上

オンライン資格確認義務不存在確認等請求訴訟 控訴審第一回口頭弁論（2025年 11月 26日）で
佐藤一樹原告団事務局長が行った意見陳述は以下のとおり。

１　原審被告準備書面（１）４３頁「被保険者の受給資格の確認を行う際の方法という事務的な行為」

２　参議院（遺伝子治療等先端的医療技術の確立のため国民の協力が不可欠な分野についての研究，開発，利用を含む）

※図１～３、甲号証、乙号証は協会HPの資料編を参照（QRコードを２面に掲載）
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控訴審 第２回口頭弁論のご案内控訴審 第２回口頭弁論のご案内
　控訴審の第２回口頭弁論は東京高等裁判所101号法廷で開かれます。勝訴に向けて裁判所に関心の高
さを示すために、多数のご参加をお願いします。口頭弁論終了後には、記者・原告説明会を開催します。
ぜひ併せてお越しください。

【日 時】　2月25日（水）11：30～

【場 所】　東京高等裁判所 101号法廷
〒100-8933 東京都千代田区霞が関1-1-4
＜最寄駅＞
・東京メトロ丸ノ内線、日比谷線、千代田線「霞ヶ関駅」A1出
口から約1分
・東京メトロ有楽町線「桜田門駅」5番出口から約3分
・都営地下鉄三田線「内幸町駅」から約10分
・都営地下鉄三田線「日比谷駅」から約13分

　原告の先生方におかれましては、ぜひ傍聴をお願いいた
します。
　手荷物検査を受けた後、弁論開始時刻までに 101号法廷に余裕を持って入室してください。

記者・原告説明会のご案内記者・原告説明会のご案内
【日 時】 2月 25日（水）12:00 ～
【場 所】 航空会館701・702会議室（〒105-0004 東京都港区新橋1-18-1）

＜最寄駅＞
・都営地下鉄三田線「内幸町駅」 A2出口から約
1分

・東京メトロ銀座線・都営浅草線「新橋駅」 出口
7から約 4分

・ＪＲ「新橋駅」 日比谷口から約 5分
・東京メトロ千代田線・日比谷線「霞ヶ関駅」 
C4出口 から約8分

・東京メトロ丸ノ内線「霞ヶ関駅」 B2出口から
約10分

【問合せ】原告団事務局（東京保険医協会内 訴訟ワーキンググループ担当宛）
☎03（5339）3601
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第13号（2026年 3月17日発行）

発行：オンライン資格確認義務不存在
 確認等請求訴訟原告団事務局

〒160-0023　
東京都新宿区西新宿3-2-7 KDX新宿ビル4F

電話03(5339)3601
FAX03(5339)3449

原告団ニュース原告団ニュース
　

２
月
25
日
、「
オ
ン
ラ
イ
ン

資
格
確
認
義
務
不
存
在
確
認
等

請
求
訴
訟
」
控
訴
審
の
第
二
回

口
頭
弁
論
が
東
京
高
裁
１
０
１

号
法
廷
（
三
木
素
子
裁
判
長
）

で
開
か
れ
た
。
弁
護
団
と
全
国

か
ら
集
ま
っ
た
原
告
16
人
が
原

告
席
に
立
ち
審
理
に
臨
ん
だ

他
、
約
57
人
が
傍
聴
し
た
。

　

原
告
側
は
新
た
に
マ
イ
ナ
保

険
証
の
ト
ラ
ブ
ル
調
査
結
果
や

メ
デ
ィ
ア
記
事
等
を
証
拠
と
し

て
提
出
し
、
追
加
の
準
備
書
面

も
あ
わ
せ
て
主
張
を
行
っ
た
。

第
三
回
口
頭
弁
論
は
６
月
10
日

に
１
０
１
号
法
廷
で
開
か
れ
る

こ
と
が
決
定
し
、
三
木
裁
判
長

は
次
回
で
結
審
と
す
る
見
込
み

を
示
し
た
。

マ
イ
ナ
保
険
証
ト
ラ
ブ
ル

 

１
年
前
か
ら
改
善
な
し

　

口
頭
弁
論
終
了
後
、
航
空
会

館
で
記
者
・
原
告
説
明
会
を
開

催
し
、
記
者
・
原
告
等
55
人
が

参
加
し
た
。

　

弁
護
団
の
牧
田
潤
一
朗
弁
護

士
が
、
原
告
側
の
論
点
に
つ
い

て
解
説
し
、
質
疑
・
意
見
交
換

を
行
っ
た
。
今
回
の
原
告
側
の

主
な
主
張
は
左
表
の
と
お
り
。

　

続
い
て
、
全
国
保
険
医
団
体

連
合
会
（
保
団
連
）
の
竹
田
智

雄
会
長
が
、
証
拠
と
し
て
提
出

し
た
「
２
０
２
５
年
８
月
以
降

の
マ
イ
ナ
保
険
証
利
用
状
況
に

関
わ
る
実
態
調
査
」
の
結
果
を

解
説
し
、
未
だ
に
医
療
機
関
の

７
割
で
ト
ラ
ブ
ル
が
あ
り
１
年

前
か
ら
改
善
し
て
い
な
い
こ

と
、
ト
ラ
ブ
ル
時
は
多
く
の
医

療
機
関
が
保
険
証
か
資
格
確
認

書
で
対
応
し
て
い
る
こ
と
を
報

書
採
択
で
自
治
体
を
動
か
す
こ

と
、
②
後
期
高
齢
者
の
資
格
確

認
書
の
全
員
交
付
の
継
続
を
求

め
て
い
く
こ
と
、
③
待
合
室
か

ら
の
資
格
確
認
書
の
申
請
な
ど

の
情
報
発
信
、
を
呼
び
か
け

た
。

国
側
に
反
論
の
余
地
な
し

　

全
国
か
ら
集
ま
っ
た
原
告
等

の
中
か
ら
、
黒
田
康
之
（
岩
手

協
会
副
会
長
）、
石
毛
清
雄

（
千
葉
協
会
理
事
）、
早
坂
美

都
（
東
京
歯
科
協
会
会
長
）、

申
偉
秀
（
東
京
協
会
理
事
）、

成
瀬
清
子（
東
京
協
会
会
員
）、

細
部
千
晴（
東
京
協
会
理
事
）、

藤
田
倫
成
（
神
奈
川
協
会
理

事
）、
梅
村
忠
司
（
三
重
協
会

副
会
長
）、
玉
川
尚
美
（
大
阪

歯
科
協
会
理
事
）、
島
津
俊
二

（
兵
庫
協
会
評
議
員
）、
濱
本

定
俊
（
愛
媛
協
会
会
員
）、
杉

山
正
隆
（
福
岡
歯
科
協
会
副
会

長
）
各
氏
が
フ
ロ
ア
発
言
を
行

っ
た
。「
厚
労
省
は
ト
ラ
ブ
ル

時
も
３
割
負
担
で
医
療
が
受
け

ら
れ
る
と
宣
伝
し
て
い
る
が
、

①原告の訴えを退けた一審判決（原判決）は、
「国はトラブルを減少させ、患者や医療機
関に不利益が及ばないよう種々の取り組
みを行っている」としているが、保団連
の調査で判明したようにトラブルや不利
益は継続しており、原判決によるデメリッ
トの過小評価は誤りである。

②メリットとデメリットの比較衡量を踏ま
えた義務付けの判断は、本来国会が行う
べきである。

③各種メディアからもマイナ保険証への一
本化は見直すべきとの意見が多数示され
ており、保団連や保険医協会・医会に限っ
た意見ではない。

④従来の健康保険証による資格確認は長年
にわたり安定的に機能しており、マイナ
保険証を導入しなければトラブル・混乱・
不便は生じなかった。

⑤控訴審における国の反論は、ほとんど原
判決の繰り返しであり、実質的な反論が
一切ない。

表　第2回口頭弁論 原告側の主な主張

オ
ン
資
義
務
不
存
在
確
認
等
請
求
訴
訟

次
回
６
月

次
回
６
月
1010
日
に
結
審
見
込
み

日
に
結
審
見
込
み

記者・原告説明会の模様（２月25日、航空会館）

25年8月以降もマイナ保険証でのトラ
ブルが続いていることを報告する竹田智
雄保団連会長（2月25日、航空会館）

告
し
た
。

　

そ
れ
を
踏
ま

え
、
従
来
の
保

険
証
復
活
の
重

要
性
を
強
調

し
、
患
者
の
受

療
権
を
守
る
当

面
の
策
と
し

て
、
①
資
格
確

認
書
一
律
交
付

を
求
め
る
意
見
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資料編（控訴状、控訴
理由書、意見陳述書
等）はこちらから ➡

記者・原告説明会の
模様はこちらから
（Youtube） ➡

医
療
機
関
に
瑕
疵
の
な
い
不
詳

レ
セ
プ
ト
等
の
不
払
い
例
が
報

告
さ
れ
て
お
り
、
現
場
に
負
担

が
押
し
付
け
ら
れ
て
い
る
」

「
オ
ン
資
導
入
に
伴
う
セ
キ
ュ

リ
テ
ィ
対
策
の
強
化
も
医
療
機

関
の
負
担
と
な
っ
て
い
る
」

「
医
療
機
関
の
廃
業
数
は
過
去

最
高
に
達
し
て
お
り
、
実
際
に

地
域
の
医
療
機
関
の
減
少
を
体

感
し
て
い
る
」
等
、
医
療
現
場

の
実
情
が
報
告
さ
れ
た
。

　

弁
護
団
長
の
喜
田
村
洋
一
弁

護
士
は
、「
行
政
訴
訟
に
お
い

て
、
国
は
何
度
も
反
論
を
行
う

の
が
通
常
だ
が
、
今
回
の
控
訴

審
で
の
反
論
は
１
回
の
み
で
あ

り
、
反
論
の
余
地
が
な
い
こ
と

を
示
し
て
い
る
。
論
理
的
に
は

我
々
が
圧
倒
的
に
正
し
く
、
必

ず
勝
つ
と
信
じ
て
い
る
」
と
力

強
く
述
べ
た
。

　

最
後
に
中
村
洋
一
東
京
協
会

副
会
長
が
「
本
日
報
告
い
た
だ

い
た
通
り
、
誰
で
も
安
心
し
て

受
診
で
き
る
と
い
う
国
民
皆
保

険
の
基
本
理
念
が
損
な
わ
れ
か

け
て
い
る
。
一
審
の
結
果
は
期

待
通
り
で
は
な
か
っ
た
が
、
我

々
に
は
国
民
の
い
の
ち
と
健
康

を
守
る
責
務
が
あ
る
。
勝
訴
に

向
け
、
意
気
軒
昂
と
進
ん
で
い

こ
う
」
と
訴
え
、
閉
会
し
た
。

控訴審 第３回口頭弁論のご案内控訴審 第３回口頭弁論のご案内
　控訴審の第３回口頭弁論は東京高等裁判所 101号法廷で開かれます。今回で結審の見込みです。勝訴
に向けて裁判所に関心の高さを示すために、多数のご参加をお願いします。口頭弁論終了後には、記者・
原告説明会を開催します。ぜひ併せてお越しください。

【日 時】　6月10日（水）11：30～
【場 所】　東京高等裁判所 101号法廷
〒100-8933 東京都千代田区霞が関1-1-4
＜最寄駅＞
・東京メトロ丸ノ内線、日比谷線、千代田線「霞ヶ関駅」A1出口か
ら約1分
・東京メトロ有楽町線「桜田門駅」5番出口から約3分
・都営地下鉄三田線「内幸町駅」から約10分
・都営地下鉄三田線「日比谷駅」から約13分

　原告の先生方におかれましては、ぜひ傍聴をお願いいたしま
す。手荷物検査を受けた後、弁論開始時刻までに 101号法廷に余裕を持って入室してください。

記者・原告説明会のご案内記者・原告説明会のご案内
【日 時】　 6月 10日（水）12：00 ～
【場 所】AP虎ノ門　ROOM C+D　
〒105-0003 東京都港区西新橋１- ６-15 NS虎ノ門ビル 11F
（東京高裁から徒歩10分）

＜最寄駅＞
・東京メトロ銀座線「虎ノ門駅」９番出口より徒歩３分
・東京メトロ千代田線「霞ヶ関駅」C3出口より徒歩４分
・都営地下鉄三田線「内幸町駅」A4a出口より徒歩３分

【問合せ】原告団事務局（東京保険医協会内 訴訟ワーキンググループ担当宛）
☎03（5339）3601

＜お知らせ＞
本ニュース等の発送先
ご住所に変更がある方
は、東京保険医協会事務
局 （☎ 03-5339-3601）
までご連絡ください。

控訴審第２回口頭弁論資料
（甲号証）はこちらから ➡

ユーザー名：genkoku
パスワード：11262025
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第14号（2026年６月30日発行）

発行：オンライン資格確認義務不存在
 確認等請求訴訟原告団事務局

〒160-0023　
東京都新宿区西新宿3-2-7 KDX新宿ビル4F

電話03(5339)3601
FAX03(5339)3449

原告団ニュース原告団ニュース

営
の
圧
迫
を
受
け
て
い
る
医
師

・
歯
科
医
師
か
ら
の
陳
述
書
２

件
を
提
出
し
た
。
国
側
か
ら
新

た
な
反
論
は
な
か
っ
た
。

　

口
頭
弁
論
終
了
後
、
Ａ
Ｐ
虎

ノ
門
会
議
室
で
記
者
・
原
告
説

明
会
を
開
催
し
、
記
者
・
原
告

等
66
人
が
参
加
し
た
。
は
じ
め

に
、
先
般
逝
去
さ
れ
た
原
告
の

１
人
で
あ
る
宇
佐
美
宏
千
葉
協

会
副
会
長
へ
の
黙
と
う
が
行
わ

れ
た
。

　

開
会
に
あ
た
り
、
須
田
昭
夫

保
険
の
維
持
、
発
展
の
た
め
今

後
も
尽
力
し
た
い
」
と
述
べ

た
。

医
療
機
関
を
追
い
詰
め
る 

 

オ
ン
資
義
務
化

　

陳
述
書
を
提
出
し
た
石
毛
清

雄
原
告（
千
葉
協
会
・
歯
科
医
）

は
、「
元
々
歯
科
の
診
療
報
酬
は

長
年
低
く
抑
え
ら
れ
、
厳
し
い

状
況
が
続
い
て
い
た
。
な
ん
と

か
経
営
を
続
け
て
き
た
が
、
オ

ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
の
義
務
化

に
伴
う
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
等
の
ラ

ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト
に
対
し
て
何

の
補
助
も
な
く
、
毎
月
費
用
が

か
さ
ん
で
い
っ
た
。
さ
ら
に
、

受
付
で
ト
ラ
ブ
ル
が
起
こ
る
度

に
対
応
に
追
わ
れ
る
等
、
様
々

な
面
で
経
営
を
圧
迫
さ
れ
、
２

０
２
７
年
1
月
を
目
途
に
閉
院

す
る
こ
と
を
決
め
た
」
と
切
実

な
状
況
を
訴
え
た
。

　

続
い
て
、
弁
護
団
の
二
関
辰

郎
弁
護
士
が
こ
れ
ま
で
の
控
訴

審
の
議
論
に
つ
い
て
の
振
り
返

り
と
今
回
の
準
備
書
面
の
内
容

に
つ
い
て
解
説
し
、
質
疑
・
意

見
交
換
を
行
っ
た
。
準
備
書
面

の
主
な
主
張
は
次
頁
表
の
通

り
。

裁
判
は
民
主
主
義
を
作
る
方
策

　

そ
の
後
、
全
国
か
ら
集
ま
っ

た
原
告
の
中
か
ら
藤
田
倫
成
神

奈
川
協
会
理
事
、
橋
本
健
一
東

オン資訴訟控訴審  第３回口頭弁論

控訴審が結審 判決は９/16控訴審が結審 判決は９/16
　

６
月
10
日(

水)

、「
オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
義
務

不
存
在
確
認
等
請
求
訴
訟
」
控
訴
審
の
第
３
回
口
頭

弁
論
が
東
京
高
裁
１
０
１
号
法
廷
（
三
木
素
子
裁
判

長
）
で
開
か
れ
た
。
弁
護
団
と
全
国
か
ら
集
ま
っ
た

原
告
18
人
が
原
告
席
に
立
ち
審
理
に
臨
ん
だ
他
、
66

人
が
傍
聴
し
た
。

　

今
回
の
口
頭
弁
論
で
結
審
と
な
り
、
判
決
は
9
月

16
日（
水
）13
時
40
分
に
１
０
１
号
法
廷
で
言
い
渡
さ

れ
る
こ
と
が
決
ま
っ
た
。

原
告
か
ら
意
見
陳
述
2
件
提
出 

 

国
か
ら
は
反
論
な
し

　

原
告
側
は
準
備
書
面
及
び
追

加
の
証
拠
と
し
て
、
オ
ン
ラ
イ

ン
資
格
確
認
の
義
務
化
に
よ
り

閉
院
を
決
意
し
た
、
あ
る
い
は

義
務
化
に
よ
り
大
き
く
医
業
経

原
告
団
長
は
「
日
本
の
医
療
は

世
界
最
高
の
水
準
で
あ
り
な
が

ら
誰
で
も
ア
ク
セ
ス
で
き
る
体

制
を
守
り
続
け
て
き
た
。
し
か

し
、
政
府
の
進
め
る
強
引
な
医

療
Ｄ
Ｘ
は
そ
れ
を
崩
す
も
の
に

な
っ
て
い
る
。
日
本
の
医
療
を

守
る
た
め
、
気
を
引
き
締
め
て

判
決
に
臨
み
た
い
」
と
挨
拶
し

た
。

　

続
い
て
挨
拶
し
た
竹
田
智
雄

全
国
保
険
医
団
体
連
合
会
会
長

は
「
政
府
は
こ
れ
ま
で
の
拙
速

な
医
療
Ｄ
Ｘ
推
進
に
加
え
、
電

子
カ
ル
テ
義
務
化
、
個
人
情
報

保
護
法
改
正
に
よ
る
医
療
情
報

の
第
三
者
提
供
の
本
人
同
意
不

要
化
等
を
進
め
て
お
り
、
強
い

懸
念
を
持
っ
て
い
る
。
国
民
皆

記者・原告説明会の模様（６月10日、ＡＰ虎ノ門）

意見陳述書を提出した石毛清雄原告は、オンライン
資格確認の義務化が現場を疲弊させ、医業経営を圧
迫していることを訴えた
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京
歯
科
協
会
理
事
、
島
津
俊
二

兵
庫
協
会
評
議
員
が
フ
ロ
ア
発

言
を
行
っ
た
。

　

弁
護
団
長
の
喜
田
村
洋
一
弁

護
士
は
こ
れ
ま
で
の
控
訴
審
の

内
容
を
振
り
返
り
、「
一
審
判

決
後
、
私
た
ち
は
総
見
直
し
を

行
っ
た
。
憲
法
、
行
政
法
を
専

門
と
す
る
教
授
か
ら
そ
れ
ぞ
れ

意
見
書
を
提
出
い
た
だ
き
、
過

去
の
委
任
命
令
の
適
法
性
・
違

法
性
を
判
断
し
た
最
高
裁
判
例

11
件
を
全
て
精
緻
に
分
析
し
、

準
備
書
面
に
組
み
込
ん
だ
。
勝

利
を
勝
ち
取
る
こ
と
が
で
き
る

よ
う
最
後
ま
で
力
を
尽
く
し
た

い
」
と
述
べ
た
。

　

最
後
に
、
中
村
洋
一
東
京
協

会
副
会
長
が
「
全
国
の
原
告
、

協
会
・
医
会
の
皆
様
に
本
訴
訟

①過去に委任命令の適法性・違法性を判断した 11件の最高裁判例
では、最高裁は委任命令にあたって法律の規定上授権の趣旨が明
確に読み取れることを要求しており、本件においても妥当する。

②健康保険法上、資格確認はあくまで被保険者の義務であり、保険
医療機関の義務ではない。

③原判決は健康保険法 70条１項の「厚生労働省令で定めるところ
により、療養の給付を担当しなければならない」とする規定につ
いて、「担当」の語句から、医療サービスそのもの以外について
も委任しているという解釈を示したが、「担当」の語にそのよう
な意味はなく、拡大解釈の余地はない。

④オンライン資格確認に係る各規定が設けられた後も、保険医療機
関にオンライン資格確認を義務づける授権規定の導入や各規定を
立法府が受容したと認められるような法改正はなされていない。

⑤オンライン資格確認に係るトラブル事例が多発して、保険医療機
関では診療行為に支障が生じているうえに、中には廃業せざるを
得ない深刻な事態を生じさせている。

⑥上記の理由から、オンライン資格確認に係る各規定は憲法 41条
に違反し、違法・無効であり、また、憲法 22条１項で保護され
る職業活動の自由を侵害している。

へ
の
ご
協
力
を
い
た
だ
き
、
感

謝
申
し
上
げ
る
。
政
府
に
よ
る

医
療
Ｄ
Ｘ
は
、
医
療
現
場
や
法

律
を
無
視
し
て
推
し
進
め
ら
れ

て
い
る
。
喜
田
村
弁
護
団
長
が

指
摘
さ
れ
る
と
お
り
、
裁
判
は

民
主
主
義
を
作
る
方
策
で
あ
る

と
の
思
い
を
胸
に
、
こ
れ
か
ら

も
闘
い
を
続
け
て
い
く
」
と
締

め
く
く
り
、
閉
会
と
な
っ
た
。

表　準備書面での原告の主な主張

■ 判決の傍聴
【日 時】　９月 16日（水）13：40～
【場 所】　東京高等裁判所 101号法廷
〒100-8933 東京都千代田区霞が関1-1-4
＜最寄駅＞
・東京メトロ丸ノ内線、日比谷線、千代田線「霞ヶ関駅」A1出口から
約1分
・東京メトロ有楽町線「桜田門駅」5番出口から約3分
・都営地下鉄三田線「内幸町駅」から約10分
　手荷物検査を受けた後、弁論開始時刻までに 101 号法廷に余裕
を持って入室してください。

■ 判決報告集会および記者・原告説明会
【日 時】 9月 16日（水）14：15 ～（判決報告集会）
　　　　　　　　　　 16：30 ～（記者・原告説明会）※各１時間程度を予定。 
【場 所】AP虎ノ門　ROOM C+D
〒105-0003 東京都港区西新橋１- ６-15 NS虎ノ門ビル 11F
（東京高裁から徒歩約10分）
＜最寄駅＞
・東京メトロ銀座線「虎ノ門駅」９番出口より徒歩３分
・東京メトロ千代田線「霞ヶ関駅」C3出口より徒歩４分
・都営地下鉄三田線「内幸町駅」A4a出口より徒歩３分

【問合せ】原告団事務局（東京保険医協会内 訴訟ワーキンググループ
担当宛）☎03（5339）3601

<9/16判決の傍聴、報告集会および記者・原告説明会のご案内＞
　「オンライン資格確認義務不存在確認等請求訴訟」控訴審の判決が９月 16日に言い渡されます。判決後、「判決報
告集会」および「記者・原告説明会」を開催します。ぜひ併せてお越しください。
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東京都報道事業健康保険組合理事長 林恭一 殿 

2025年6月11日 

 

資格確認書の交付に関する申入書 

 

地方自治と地域医療を守る会 共同代表 

小島 延夫 

山岸 良太 

 

 地方自治と地域医療を守る会（以下「当会」という。）は、下記の理由から、貴組合に対し、速

やかに、全ての被保険者に資格確認書を交付するとともに、その有効期限を出来るだけ長く設定

し、当該期限が切れる時期に自動更新するよう求めます。 

 

記 

 

1 人ひとりが幸せに暮らしていくには、住民ニーズに的確に対処する「地方自治」が確立してい

るとともに、健康で人間らしい生活ができるよう人々を支える地域医療の体制が整っている必要

があります。しかし、昨今、これらを妨げる動きが強まっています。当会は、こういった動きに

対抗して、1人ひとりの願いや要求をみんなの力を合わせて実現していくことを目指し、15名の弁

護士により組織して、各種の活動を行っています。 

さて、日本弁護士連合会は、２０２３年１１月１４日付けで「マイナ保険証への原則一本化方

針を撤回し、現行保険証の発行存続を求める意見書」を取りまとめましたが、その甲斐なく、政

府は、昨年１２月２日をもって健康保険証の新規発行を停止し、１件間の経過措置をもってマイ

ナ保険証への移行を進めることを閣議決定しました。これにより、今後は保険証をマイナンバー

カードに統合していない人・マイナンバーカードを持たない人（以下「非マイナ保険証被保険者」

といいます。）に対しては、資格確認書を発行する仕組みとなり、しかも法律上は、本人からの交

付の求めに応じてこれを発行することとされました。 

 しかし、この方針のままでは、昨年１２月１日までに発行された保険証の期限が今後切れた場

合に、保険証又はそれに代わる書類の欠如のため、医療機関・薬局で保険を利用できない人が続

出してしまう可能性があることが懸念されています。 

 これに対処するため、仮に貴組合が、保険証が期限切れになった際の対応として、非マイナ保

険証被保険者に対してのみ資格確認書を交付するご方針であるとすれば、十分とは言えません。 

 たとえば、マイナ保険証を持ち歩くことによって紛失の危険性が高まり、紛失から再発行まで

の期間に医療機関での受信が必要になるケースやマイナ保険証読取機がない（或いは不具合が生

じた）医療機関や診療窓口で受診ができないケースなど多くの問題が予想され、「人権としての医

療アクセス」が侵害される事態が危惧されるところです。 

また、保険者側では個別の被保険者についてその統合が完了しているかどうかを完全に把握で

きるとしても、その確認作業・新たなシステムの構築など多大な事務負担が発生することも懸念
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されています。加えて、医療情報は要配慮個人情報（センシティブ情報）に該当しますが、受診

の際の「個人情報の同意」については、明確な説明のないまま一括同意させられているような実

態にあり、かつ、「同意の撤回」ができない仕組みとなっていることなど、先進国における要配慮

個人情報の取り扱いでは決して許されない制度であるという指摘もあることから、すでにマイナ

ンバーカードに保険証を統合した人にとっても、マイナ保険証には個人情報の観点からの問題や

危険性があるため、マイナ保険証によらずに医療を受ける選択肢を残すべきと考えられます。 

 そこで、このような問題を解消するため、非マイナ保険証被保険者であるか否かを問わず、全

ての被保険者に対して、本人からの求めによるのではなく、プッシュ型で資格確認書を交付する

とともに、さらにその有効期限をできるだけ長く設定し、当該期限が経過する時期に自動的に更

新するという措置をとることが最も適切と考えます。 

 既に多数の自治体において、非マイナ保険証被保険者以外の被保険者にも資格確認書が発行さ

れていることに鑑み、貴組合には、その組合員の属性からしても「人権としての医療アクセス」

を十分にする姿勢を明らかにされたいと期待しています。 

以上のように、全ての被保険者に対して、プッシュ型で資格確認書を交付することが、医療現

場の混乱を回避しつつ被保険者の利益に資するために有用である上、国民の「人権としての医療

アクセス」を適切に保障する上で必要不可欠な措置であるため、貴組合におかれても、標記の措

置を速やかに取られることを求める次第です。 

以上                                 
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  講師・パネラー等略歴 
 

◆ 講 師 

〇 稲葉 一将（名古屋大学大学院法学研究科教授） 

【略 歴】 

2012年 4月から現職、専門は行政法学。著作に、稲葉一将「公的医療制度の後

退とマイナンバー制度との危険な関係性―医療情報の監視へ―」大阪保険医雑

誌 718号（2026年）22頁以下など。 

 

〇 門脇 美恵（広島修道大学法学部教授） 

【略 歴】 

2009年、名古屋大学大学院法学研究科博士後期課程単位取得満期退学。名古屋

経済大学法学部准教授および教授を経て、2002年より現職。法学博士。関係論

文に、「マイナ保険証と『保険者の自治』」稲葉一将ほか『マイナンバーカー

ドの「利活用」と自治』（自治体研究社、2023年）59頁以下など。 

 

〇 中村 洋一（全国保険医団体連合会政策部長・東京保険医協会副会長） 

【略 歴】 

1955年生まれ、1983 年帝京大学医学部卒業、同年東京板橋区にある小豆沢病院

にて医師研修開始、一般外科、救命救急センター研修、2000年父の診療所を継

承し中野で地域医療に取り組む。阪神淡路大震災救援を経験。人工呼吸器在宅

医療保険適用に取り組む。今年より東京社保協会長、中央社保協代表委員。 

 

〇 小川 有希子（愛知大学法学部准教授） 

【略 歴】 

2019年、慶應義塾大学大学院法学研究科公法学専攻後期博士課程単位取得退

学。2019年より現職。著書に、『グローバル化のなかで考える憲法』（共著、

弘文堂）、『フォーカス憲法』（共著、北樹出版）、『憲法理論の再構築』

（共著、敬文堂）、『プライバシー』（共著、法律文化社）ほか。 

 

＜ パネリスト等（講師を除く）略歴 ＞ 
◆ パネリスト 

〇 小島 延夫（日弁連公害対策・環境保全委員会委員/東京弁護士会） 

【略 歴】 

埼玉県川越市生まれ。1982年早稲田大学卒業、1984年弁護士登録（東京弁護士

会）。東京弁護士会公害環境特別委員会委員（2000年−2002年委員長）、日弁

連公害対策・環境保全委員会委員（2014—2016年委員長）、早稲田大学大学院法

務研究科教授（2004−2009 年、2014—2019 年） 

 

◆ コーディネーター 

○  赤石 あゆ子（日弁連憲法問題対策本部委員/群馬弁護士会） 

【略 歴】 

2000年弁護士登録。日弁連憲法問題対策本部委員。 
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